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1. 序論 

1.1 研究の背景 

建築構造物の耐震設計において，地震時の挙動を推定する際には，固有周期や減衰定数は，

応答に大きく影響を及ぼす重要なパラメータである。固有周期に着目すると，一つの基準と

して，建築基準法 1-1)における設計用 1 次固有周期が式(1-1)で定義される。 

 𝑇 ൌ 𝐻ሺ0.02 ൅ 0.01𝛼ሻ (1-1) 

ここで，H は当該建築物の高さ（単位は m），αは当該建築物のうち柱及びはりの大部分が木

造又は鉄骨造である階（地階を除く。）の高さの合計の H に対する比であり，RC 造では 0，

S 造では 1 となる。実際の建築構造物においては，構造計画に従い設定された質量や剛性の

情報が得られることで，より高い精度でその値を推定可能と考えられる。一方で，推定値と

実測結果とが異なる要因として，後述する地盤，基礎構造と上部構造が相互に影響を及ぼす

動的相互作用（以下，相互作用）の影響，あるいは竣工後の建築構造物の被災状況や材料劣

化など，耐震設計時に仮定した条件と実状との乖離が生じることなどが挙げられる。 

また，減衰定数に関しては，一般に鉄筋コンクリート（RC）造，鉄骨（S）造に対して，そ

れぞれ 3%，2%といった慣用的な値が用いられており，固有周期のような基準は明確に示さ

れていない。加えて，減衰定数についても，固有周期と同様に多くの不確定な要素が含まれ

るものの，動的解析時には弾性範囲から塑性後においても，前述の慣例的な値をそのまま設

定することが一般的である。そのため，地震観測記録等の実測データを分析し，これらの振

動特性を把握することは，耐震設計上の重要な課題の一つとなっている。 

 

1.1.1 建築構造物の振動特性に関する既往の知見 

（1）観測記録に基づく既往の振動特性の評価式と耐震設計上の評価値の関係 

1995 年の兵庫県南部地震以降，建築構造物内外への地震計の設置が進み（例えば，建築研

究所の地震記録 1-2)，防災科学技術研究所の K-NET，KiK-net1-3)など），多数の地震観測記録が

得られた。これらの強震観測に加えて，常時微動測定，風観測，起振機などを用いた強制加

振および各種振動台を用いた振動台実験などにより，近年までに多くの実測データが蓄積さ

れてきている 1-4)。文献 1-4)では，これらの実測データに基づき多くの分析が行われ，成果の

一例として，2000 年までに得られた RC 造や S 造といった各種の建築構造物の振動特性評価

結果をもとに，式(1-2)のような建築構造物の高さに比例する固有周期（固有振動数）の回帰

式が示されている。 
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 𝑇 ൌ 𝑎𝐻 (1-2) 

ここで，a は構造種別に応じて算定された回帰式の比例定数であり，RC 造では 0.15，S 造で

は 0.20 である。いずれも式(1-1)の耐震設計時の基準値に比べて，やや比例定数が小さくなっ

ていることがわかる。 

次に，減衰定数に着目すると，同文献では弾性設計範囲における推奨値が提示され，従来

の慣用値から観測記録に基づく分析結果を踏まえて実状に即した設定へと見直される傾向に

ある（後述の Fig. 1-1 参照）1-4)。国外に目を向けると，2010 年の米国 Pacific Earthquake 

Engineering Research Center (PEER) のレポートでは，過去の観測記録等の分析に基づき，RC

造および S 造における減衰定数の推奨値が示されている。Fig. 1-1 に，文献 1-4)および 1-5)の

減衰定数の推奨値，前述した耐震設計における慣用値（RC 造は 3%，S 造は 2%）の比較を示

す。ここで，各推奨値については平均層高さ 3.3m を仮定して算定した。同図より，いずれの

推奨値も建築構造物の高さが高くなるほど，減衰定数が低下する形で表されていることが特

徴の一つである。これは，建物高さに応じて後述の相互作用の影響を考慮しているためであ

る。また，耐震設計上の慣用値は，建築物の高さが低い範囲では，各推奨値と概ね対応する

一方で，高さが高くなるにつれて推奨値に対して慣用値が非安全側となる場合があることが

わかる。 

 

(a) RC 

structures 

 

(b) S 

structures 

 

Fig. 1-1 Comparison of proposed formula and customary values of seismic design for 

damping ratios 
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（2）振動特性に関する近年の知見 

文献 1-4)や 1-5)の評価式が示されて以降も，現在に至るまでに多くの地震観測データが得

られ，建築構造物における固有周期や減衰定数に関する耐震設計時の推奨値は見直されてき

ている。また，特に 2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震（以後，3.11 地震）を契機と

して，各振動特性に関する経年変化や大振幅レベルの地震動を経験した場合の変動，および

振幅依存性に関する知見も次第に明らかとなってきている。 

耐震設計に目を向けると，文献 1-6)では，前述の実測データの拡充に伴い，式(1-2)に関す

る固有周期の比例定数をより多くの分析結果に対して回帰した係数に更新している。また，

減衰定数は，建築物高さに依らず RC 造で，安全側 70%参考値 1.5%（平均値 2%に，標準偏

差 σとした場合のばらつき-σ/2 を考慮），S 造で，安全側 70%参考値 1.0%（平均値 1.5%-σ/2）

が新たに提案されている。これらは，いずれも動的解析時において，非線形モデルを用いる

ことにより生じる履歴減衰が付加されることを想定したものである。さらに前述の本項（1）

で述べた推奨値との考え方の違いの一つに，相互作用の影響を別途考慮することを前提とし

て，これらの減衰定数に関する参考値が提示されたことも挙げられる。なお，相互作用の影

響については，本項（3）で議論する。 

経年変化に関して，森下ら 1-7)は，RC 造の建築構造物について，1993 年～2012 年の間に経

験した地震観測記録に対し，過去に経験した最大相対変位に着目し，1 次と 2 次の固有周期

および減衰定数の変動を分析している。それによると，固有周期（固有振動数）は，過去最大

の相対変位を経験すると増大する傾向があり，3.11 地震の前後では，明瞭な変化がみられる。

一方，減衰定数については，3.11 地震以前の小地震時には 1~3%で推移しており，3.11 地震後

は，やや大きくなる傾向を確認している。同様の検討例に，Kashima1-8)，飯場ら 1-9)による SRC

造建物を対象にした経年変化の検討が挙げられる。ここでは，3.11 地震前後の固有周期と減

衰定数の変動について，ほぼ同様の傾向であることを示している。特に固有周期に関しては，

3.11 地震などの大地震を経験した場合，その後の地震観測時において，周期は地震前の状態

に回復するものの完全には元に戻らないことが示されている 1-9)。一方，荒川ら 1-10)による S

造の建築構造物に関する検討例ではやや傾向が異なり，固有周期に関しては同様の傾向であ

るが，1 次減衰定数については，ほぼ 1~2%で変わらず推移したとされる。文献 1-10)による

と，主要な架構は殆ど損傷しておらず，雑壁など 2 次部材や非構造部材の損傷が，それらの

振動特性が変化した要因であったと推察している。これらは，経年変化に伴う，固有周期と

減衰定数の変動傾向が，構造種別に応じて異なる可能性を示すものである。 

 また，振幅依存性に関して，中村らは，RC（SRC）造および S 造の建築構造物の 1 次と 2

次の固有周期および減衰定数に着目した検討を実施している 1-11), 1-12)。Fig. 1-2，Fig. 1-3 に，

文献 1-11), 1-12)に基づく，RC 造および S 造の建築構造物に関する固有周期および定数に関

する振幅依存性の概念図をそれぞれ示す。Fig. 1-2 より，固有周期は，構造種別に依らず振動

振幅に依存して増大する傾向（振幅依存性）があることがわかる。また，振動振幅が大きく

なると，固有周期は，概ね右上がりの直線上を移動するが，大きな地震を経験することでル
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ープを描くように変化し，そのとき直線の傾きはやや増大する。Fig. 1-3 より，固有周期と同

様に RC 造，S 造の減衰定数についても，振幅とともに増大する振幅依存性を有することが指

摘されている。いずれも大きな地震動を受けることで，各部材の非線形化や塑性化により履

歴減衰が生じるため減衰定数は増大する傾向が得られている。ただし，S 造では，大きな振幅

を受けた場合に，逆に減衰定数が低下する傾向が観測されており，耐震設計時のモデル化で

は留意が必要と考えられる。 

RC 造については，水平動だけでなく，上下動に関してもの 1 次減衰定数に振幅依存性を有

することが指摘されている 1-13)。また，上下方向に関する 1 次固有周期は，一般に水平方向で

指摘される建物高さに対する比例関係では無く，高さが高くなるに従って周期の伸びが軟化

する傾向を持つこと，水平方向と上下方向では，必ずしも同じ減衰定数を適用することが適

切でない可能性も示されている。以上のことから，各振幅依存性についても構造種別に応じ

て異なる傾向が得られており，今後も実測データの分析を継続し，これらの特性を把握して

いく必要がある。 

 

 
(a) RC (SRC) structures (b) S structures 

Fig. 1-2 Amplitude dependence of natural period subjected to large amplitude earthquakes 

(EQs) 

 

 
(a) RC (SRC) structures (b) S structures 

Fig. 1-3 Amplitude dependence of damping ratio subjected to large amplitude earthquakes 

(EQs) 
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（3）建築構造物の振動特性に関する動的相互作用の影響 

本項（1），（2）で述べた固有周期および減衰定数の見直しの背景の一端には，耐震設計の

高度化に伴い，時刻歴応答解析が必要となる超高層建築物が増加したこと，重要施設等を中

心に，構造へルスモニタリングの需要が高まり観測データが拡充したことで，各振動特性の

評価精度が向上したことが挙げられる。 

これとは別に，特に（2）における減衰定数の参考値の見直しに関わる要因の一つとして，

相互作用を考慮したモデル化が普及した点が大きい。従来，建築構造物の耐震設計モデルは，

基礎固定条件として基礎・地盤の影響を非考慮としたモデル化（あるいは，相互作用の効果

を基礎固定モデルに含める等価基礎固定モデル 1-15)）が一般的であった。本項（1）で示した

減衰定数の評価式 1-4), 1-5)は，基礎固定モデルへの適用を想定して提案されたものと考えられ

る。これに対し，各種建築構造物の被害の分析から，より現実に即した耐震安全性の評価が

求められてきたこと，さらに計算機の発展等に伴い上部構造物とは別に，基礎・地盤をスウ

ェイ・ロッキング（SR）ばねや有限要素としてモデル化して各種パラメータを設定できる環

境が整いつつある例えば 1-16)。 

文献 1-6)では，RC 造および S 造に関する固有周期と減衰定数の関係（Fig. 1-4），それらの

建築構造物の高さと減衰定数の関係（Fig. 1-5）が示されている。各図を見ると，比較的固有

周期が短い中低層の建築構造物等においては，減衰定数が 1~20%程度と大きくばらつく様子

が認められる。また，高層になると 1~3%程度と概ね一定の値に収束する傾向を示すこともわ

かる。冒頭で述べた減衰定数の慣用値等は，この相互作用の影響を含む形で評価されてきた

背景がある。一方，文献 1-6)では，前述の耐震設計モデルの変遷も踏まえ，相互作用の影響が

比較的小さいとされる高層の建築構造物のみに着目して減衰定数の参考値が設定された。以

下では，この相互作用の影響に着目していくつかの分析事例を挙げておく。 

建築構造物への入力に関する相互作用として，よく知られるものに水平方向の入力動にお

ける入力損失がある 1-17), 1-18)。これは，表層地盤における地震動の増幅を，基礎構造物が拘束

することで，変形が抑制され，見かけ上減衰の効果が増加する現象と捉えることができる。

この効果は，一般に高い振動数ほど低減効果が大きいことが知られている。一方で基礎埋め

込みが深い場合等においては，水平方向の入力動が低減するだけでなく，ロッキング（以下，

回転）方向の入力動が励起される点も指摘されている 1-19)。したがって，水平と回転の双方の

入力を適切に考慮することが重要であるといえる。 

次に，地震観測に基づく相互作用を考慮した建築物の振動特性評価に関する検討に目を向

ける。Luco は，その先駆けとして建物上部，基礎および自由地盤地表応答の組み合わせより

求めた伝達関数に基づく振動特性評価法を示し，相互作用の影響の多寡に関する建物や地盤

条件を検討するとともに，回転動やねじれ動を計測することの重要性を指摘している 1-20)。さ

らに内藤らは，回転動を考慮することで，相互作用を含む応答から基礎固定時の建物の伝達

関数を求める方法を示している 1-21)。また，Cruz らは，SR モデルによる相互作用（慣性の相

互作用と呼ばれる，地盤の剛性および逸散減衰の影響を指す）を考慮した場合と等価な固有
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周期と減衰定数を持つ等価基礎固定モデルを提案し，パラメトリックスタディにより相互作

用の影響が出やすい建物・地盤条件を検討している 1-22)。ここでは，複数の実測データに対し

て推定された減衰定数に関して，高次になるほど値が増加する傾向を同モデルより説明でき

ることが示されている 1-22)。文献 1-4)でも，2 次の減衰定数が 1 次に比べて同様に増加する結

果が得られている。これらは，いずれも相互作用を含む建築構造物の応答と基礎固定条件（上

部構造物のみ）の振動特性とが異なることを示すものである。 

上記に対して，高層建物に基づく近年の分析では 1-6)，1 次と 2 次の減衰定数に大きな差が

ないとされ，傾向がやや異なっている。森田は，8 階建て SRC 造建物について，水平および

回転を含む地盤－建物連成系，または回転のみの相互作用を考慮した系と上部構造のみを考

慮した基礎固定系に分けて，振動モード特性を推定している 1-23)。同文献においても固有振動

数に対する相互作用の影響は小さく，経年変化に及ぼす影響もそれほど顕著ではない。 

近年では，相互作用効果を含む振動データから，建物の層剛性や減衰定数または減衰係数

を直接的に推定する試み 1-24)や，SR 地盤ばねの剛性および減衰を推定する方法も提案されて

きている 1-25), 1-26)。一方，従来の検討では，直接基礎に関する検討例が多く 1-20), 1-23) 杭基礎な

ど異なる基礎構造形式も含めて分析対象を広げていく必要がある。また，各種建築構造物の

観測記録の分析に基づき SR 方向の動的地盤ばねの値の分布を調査した報告では，これらの

物理パラメータは構造種別等に応じて大きくばらつくことも示されている 1-27)。 

以上を踏まえると，相互作用は建築構造物の規模や基礎，地盤の条件等に応じてその影響

の程度が異なる可能性が高く，物理パラメータのばらつきも大きい。これらの点を踏まえる

と，上部構造（基礎固定条件）における振動性状と相互作用の効果が含まれる地盤－建物連

成系（以下，連成系）の振動性状を対比させることで，建物応答への影響の観点から固有周

期やモード減衰定数等のパラメータについてより定量的に検証していくことが重要である。 

 

(a) RC structures (b) S structures 

Fig. 1-4 Relations between natural period and damping ratio1-6) 
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(a) RC structures (b) S structures 

Fig. 1-5 Relations between building height and damping ratio1-6) 

 

1.1.2 建築構造物の振動特性に関する既往の研究のまとめ 

前項までに述べた既往の研究から得られた近年の知見と課題について概要をまとめる。 

 

（1）近年の知見のまとめ 

【耐震設計上におけるパラメータの設定】 

・実測に基づく 1 次固有周期は，建築基準法の設計用 1 次固有周期 1-1)で示されるような建築

構造物の高さに比例する関数で近似され，データベースの拡充に伴いその比例定数が見直

されてきている 1-4), 1-6)。比例定数については，構造種別で異なるが，RC 造に比べて S 造の

値が大きく，後者の固有周期が長くなる点は，建築基準法 1-1)，および観測記録に基づく評

価 1-4), 1-6)とも同様である。 

・1 次減衰定数は，一般に分析結果のばらつきが大きいものの，弾性範囲においては，耐震設

計時における内部粘性減衰の慣用値（RC 造では h=3%，S 造では h=2%）に比べて，小さい

値が推奨されつつある 1-4)~1-6)。この要因としては，データベースが拡充され，分析結果に即

した参考値が示されてきたことがある。さらに，従来は基礎固定モデルの減衰定数にその

性質を含めていた地盤，基礎および上部構造の相互作用を，現行の耐震設計上では SR モデ

ル等を用いて影響を切り分けて評価することが一般的になったことがあげられる 1-16)。 

・2 次以上の減衰定数は，相互作用の考慮した連成系では，振動数に応じて値が増加する傾向

が既往の観測記録の分析 1-4), 1-22)から得られている。一方，相互作用の影響が小さい建物を

中心に分析したとされる近年の知見では，高次モードの減衰定数が 1 次とほぼ同じか，若

干大きい程度と評価されている 1-6)。これより，上部構造の減衰に関して，剛性に比例して
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各モードの減衰定数が増加するモデル化では，耐震設計時の高次モード応答を危険側に評

価する可能性も考えられる。 

 

【近年の地震観測に基づく振動特性】 

・固有周期や減衰定数は，構造種別によって程度の差はあるものの，建築構造物の竣工後の

経年変化や大振幅レベルの地震を経験することで，変動している可能性がある。また，一度

大きく変動したそれらの振動特性は，時間が経過した場合でも完全に元には戻らない
1-7)~1-10)。 

・RC 造および S 造の建築構造物における固有周期および減衰定数ともに振幅依存性を有す

る 1-11), 1-12)。その程度は，いずれも S 造に比べて RC 造が大きいと考えられる。また，双方

とも振幅が大きくなり上部構造物が塑性化することで，固有周期や減衰定数が増加する傾

向がある。ただし，S 造では大振幅時に，減衰定数が低下する傾向が認められるため，対象

とした地震観測記録の振幅レベルとその変動傾向を確認しておくことが重要である。 

 

【相互作用の影響】 

・一般に建築構造物で得られる振動特性は，水平および回転（建物形状によってはねじれを

含む可能性もある）の相互作用の影響を受けて，特に中低層建築構造物では，1 次や 2 次の

減衰定数が 10%以上を示す 1-6)などその影響が顕著である。相互作用の影響としては，入力

損失に代表される水平方向の相互作用 1-17), 1-18)がよく知られているが，回転に関する影響も

無視できない可能性がある 1-19)~1-21)。 

・相互作用の影響は，建築構造物の規模などの条件で大きく異なる可能性がある。また，近

年では，SR モデル等で，相互作用の影響を考慮するための物理パラメータである動的地盤

ばねを直接推定する試み 1-23)~1-26)も増えている。一方で，これらの物理パラメータも構造種

別等に応じて大きくばらつくことから 1-27)，上部構造物と連成系の振動モード特性を対比さ

せることで，相互作用の効果をより定量的に検証していくことが重要であると考えられる。 

 

（2）現状の課題 

【耐震設計上におけるパラメータの設定】 

・既往の分析で得られた固有周期や減衰定数は，相互作用の影響を含む観測記録であると考

えられる。特に，地盤，基礎および上部構造物による相互作用の影響が大きい可能性が高

い，中低層の建築構造物において上部構造の固有周期や減衰定数を把握する必要がある。

さらに，相互作用の影響が小さい高層建築物に基づく近年の知見との差の有無を把握し，

高次モードも含めて耐震設計パラメータの有効性を検証していくことが求められる。 
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【近年の地震観測に基づく振動特性】 

・固有周期や減衰定数は，経年変化や振幅依存性を含むばらつきを含むと考えられる。今後

も引き続き分析を続けてデータベースを拡充していくことが求められる。また，これらの

振動特性の変動要因については，地震による躯体の損傷，2 次部材や非構造部材の固定度の

変化，建物と地盤の相互作用など多岐に渡る。このため，できるだけ同等の条件下にある建

築構造物に対して，統一的な手法を用いて振動特性の傾向を分析し，評価する必要がある。 

・また，一般に観測で得られる地震動の振幅レベルは大きくばらつく点も注意が必要と考え

られる。その一方で，近年の耐震設計で求められる余裕度レベルの地震動で生じるような

終局状態までの実測データを地震観測のみから得ることも極めて難しい。このため，微小

振幅レベルから終局状態に至るまでの各段階において，現行の設計規準による建築構造物

の健全性と振動特性の変化を捉える手段が必要である。 

 

【相互作用の影響】 

・近年では，SR モデル等を用いて，上部構造および動的地盤ばねのそれぞれに剛性や減衰を

考慮して動的解析を実施することが一般的となりつつある。そのため，実測データに対し

て相互作用を除いた上部構造物，および相互作用効果を含む連成系のそれぞれが建築構造

物の振動特性へ及ぼす影響を把握し，耐震設計モデルに反映させるための分析手法を確立

する必要がある。また，この時，水平方向に加えて，回転方向の相互作用による影響を把握

することも重要な課題と考えられる。 
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1.2 研究の目的 

以上の研究の背景を踏まえ，本研究では，建築構造物における耐震設計モデルを用いた応

答安全性の評価精度の向上を目的に，実測データを用いて当該モデルに設定するための固有

周期や減衰定数について評価する。様々な振幅レベルにおいて，上部構造の振動特性を分析

し，現行設計で用いられる各パラメータに関する妥当性を振幅依存性等の観点も踏まえて検

証する。また，近年の耐震設計でのモデル化も考慮し，相互作用を含む地盤－建物連成系の

振動特性に対して，相互作用の影響を評価する方法について提案し，実測データへ適用し有

効性を示す。 

本研究では，上述の上部構造，および相互作用の影響を含む連成系の振動特性の違いを把

握するため，2 章で詳述する防災科学技術研究所が所有する実大三次元震動破壊実験施設，通

称Ｅ－ディフェンス（振動台寸法：15m×20m，最大搭載質量：1200ton）1-28)の振動台実験に着

目する。Ｅ－ディフェンスで行われた微小振幅から極大振幅レベルに至る基礎固定条件での

加振実験のデータを分析し，弾性応答範囲から終局状態に至るまで，現行の設計規準による

上部構造物の健全性と各振動特性の変化を把握する。さらに，簡易ではあるが，地盤上に立

つ建築構造物を模擬した連成系の振動台実験に対して，上部構造および相互作用を含む連成

系の振動特性をそれぞれ評価する手法を提案し，それらの対比により相互作用の影響と振幅

レベルに応じた振動特性の変動について評価する。 

本論で扱う建築構造物の振動特性の評価結果，あるいは提案する評価手法は，実地盤上に

立つ各種の建築構造物への適用を想定したものであるが，RC 造および S 造の基本的な振動

特性をとらえるために，耐震構造のみを対象とし，免制震構造は扱わないものとする。また，

振動台実験という限られた条件での検討であることから，比較的形状が単純な中低層の建築

構造物を中心に検討を行うこととし，相互作用の影響が小さいとされる超高層，その他不整

形性を有し，ねじれを伴う複雑な振動が生じる建築構造物，さらに実地盤において生じる表

層地盤の地震動増幅等に伴う入力の相互作用などを含む場合の建築構造物に対する分析およ

び提案手法の展開は今後の課題としたい。 

なお，本論では以降，前述した実際の地盤上（建築物のサイト）に立つ建築構造物と，本論

の主な評価対象として 2 章以降で議論する振動台上の試験体（模擬建物）とを区別するため，

特に前者を強調する場合は，実建物と呼ぶこととし，単に建物と呼ぶ場合はサイトを限定し

ない模擬建物も含めた建築構造物全般を指すこととする。 
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1.3 本論文の構成 

本論文は，Fig. 1-6 に示すように，1 章（序論），2 章（実測データおよび振動特性の同定手

法の概要），3 章（RC 造試験体の振動特性分析），4 章（S 造試験体の振動特性分析），5 章（振

動台の回転が振動特性に及ぼす影響の評価），6 章（地盤－建物連成系実験に基づく水平およ

び回転を考慮した振動特性の評価），7 章（結論）で構成される。 

1 章では，本研究の概要として，研究の背景，研究の目的及び本論文の構成を説明する。 

2 章では，本研究で用いる建築構造物の振動特性評価方法の概要として，実測データの取得

方法，国内外における振動台実験施設および本論で用いるシステム同定手法について詳細を

説明する。 

3 章では，RC 造建物の基本的な振動特性を評価するため，後述する中低層建物試験体（2

体）および高層建物試験体（1 体）の計 3 体の大型振動台実験を対象に，微小振幅から終局に

至るまでの実測データを用いてシステム同定を行い，これらの振幅レベルにおける振動特性

について考察を行う。また，振動台実験の水平方向加振の制御に伴い生じる振動特性評価に

おける課題についても併せて確認する。 

4 章では，RC 造に引き続き S 造建物の基本的な振動特性を評価する。検討対象は，後述す

る中低層建物試験体 3 体とし，微小振幅から終局に至るまでの実測データを用いてシステム

同定を行う。これより得られた各振幅レベルにおける振動特性について，RC 造との違いを含

めて考察を行う。 

5 章では，3 章において一部の RC 造試験体で確認された課題に着目し，大型振動台実験の

特徴の一つである振動台の回転入力が振動特性の評価結果に及ぼす影響について検討する。

質点系モデルを用いた実験の再現シミュレーション解析から，回転入力の有無が建物応答に

与える影響について解析的な検討を実施する。また，解析と実験の双方にシステム同定を適

用し，振動特性評価に及ぼす影響を考察する。 

6 章では，相互作用の影響を含む RC 造の連成系建物の振動特性に対して，上部構造物，お

よび相互作用がそれぞれ振動特性に及ぼす影響について検討する。特に 3~5 章までに得られ

た振動台の回転入力に関する影響を考慮した振動特性評価手法を応用し，水平，回転それぞ

れの相互作用が振動特性に及ぼす影響を，上部構造の振動特性との対比から考察する。 

7 章では，本研究で得られた成果と課題を示す。 

本論文では，JSPS 科研費 18H01588（大型震動台実験のシミュレーションによる建物の終局

付近までの地震応答解析法の構築）の助成を受けた研究成果を 4 章の S 造試験体の振動特性

分析，5 章の振動台の回転が振動特性に及ぼす影響の評価で使用した。 

また，3 章，4 章は，日本建築学会構造系論文集 1-29), 1-30)および 17th World Conference on 

Earthquake Engineering (17th WCEE)1-31)，5 章は日本地震工学会論文集 1-32)，および 6 章は日本

建築学会構造系論文集 1-33)にて筆者らが公表した成果を活用した。このうち，国際会議のプロ

シーディングとして公表した 17th WCEE を除く 4 編は，査読付き論文として成果の公表を行

った。  
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Fig. 1-6 Overall framework of this thesis   
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2. 実測データおよび振動特性の同定手法の概要 

2.1 はじめに 

前章では，はじめに現行の耐震設計時において用いられる建築基準法上の建築構造物の振

動特性パラメータ（固有周期および減衰定数）の定義あるいは慣用値を確認した。さらに近

年の知見に基づく各パラメータの変遷，地震時の振幅依存性ならびに経年変化が及ぼす影響，

および地震観測時に含まれる相互作用の影響についてまとめた。そのうえで，これらに関す

る現状の課題と本論の目的を整理し，構成を示した。 

本章では，本論で検討に用いる建築構造物における振動特性評価方法について，その基礎

となる実測データの取得方法，検討対象とするＥ－ディフェンス実験施設と国内外における

大型振動台施設との比較と特徴を整理する。さらに各パラメータの評価に用いるシステム同

定手法についてもその概要を示す。 
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2.2 実測データの取得方法 2-1), 2-2) 

本節では，文献 2-1), 2-2)に基づき，建築構造物の固有周期（固有振動数）および減衰定数

の評価に必要な実測データの取得方法の分類とともに各々の長所・短所を示す。また，本論

で扱うＥ－ディフェンスで取得可能なデータの特徴を併せて整理する。 

一般に，建築物の振動特性のうち，特に減衰定数については，分析結果のばらつきが大き

いパラメータとして知られており 2-1), 2-2)，振動特性を精度良く評価するためには，精度の良い

実測データの取得が不可欠である。Table 2-1，Table 2-2 にそれぞれ，実測データの取得方法の

分類と各方法の長所および短所の一覧を示す 2-2)。 

Table 2-1 には，振動特性の分析の際に，評価対象となる振動種別（定常振動，自由振動，

ランダム振動）ごとに振幅レベル（微小，小，中，大），主な対象構造物がまとめられている。

振幅レベルのおおよその目安については，表の欄外を参照されたい。また，Table 2-2 には，

減衰定数の評価にあたり，対象とする建築物（構造物）に対してどのような実測データの取

得方法が適しているかを判断する目安も示されている。 

Table 2-1 より，実測データの取得方法を大別すると，①常時微動測定，②風応答観測，③

地震観測，④強制加振実験，⑤自由振動実験に分類される。これらを加振源で大別すると，

自然外力によるもの（①～③）と，人工外乱によるもの（④，⑤）に分類される。また振動種

別でみれば，自然外力はランダム振動，人工外乱は定常振動（建築物に定常的な力を加えて

強制的に振動させている状態で測定するもの）と，自由振動（強制力の作用を終了させた後

の状態で測定するもの）とに分けられる。これに対して，本論で扱うＥ－ディフェンス（振

動台の仕様は，2.3 節で後述）は，後述の通り同表の④を③に近い条件で実施可能な施設であ

る。同施設では，現在に至るまで数多くの振動実験が行われており，実験において計測され

たデータは 2007 年より，E-Defense 実験データアーカイブ（ASEBI）2-3)で公開されている。 

Ｅ－ディフェンスは，世界最大の大型振動台施設であり，実大規模の建物を扱うことが可

能であるため，③地震観測と同等またはそれ以上の大振幅レベルの建物応答に関する実測デ

ータを得ることが可能である。また，スペクトル特性が再現可能な振動数帯域には制限があ

るが，既往の観測地震波等による特定の位相特性を含めて，自然外力に基づくランダムな加

振を入力した場合の実測データまでを得られることにも特徴がある。 

Table 2-2 より，③地震観測については，地盤，基礎および上部構造との相互作用や非線形等

の影響が含まれる。これに対して，Ｅ－ディフェンスは，屋内の振動台施設であることから相互作

用の影響を除外可能であるとともに，制振装置より振動台を制御するため，微小振幅から大振幅に

至るまで加振力を調整し，建物の弾性範囲から終局までの応答を取得可能であることが大きな利点

の一つといえる。ただし，重量が大きい試験体への入力加速度を完全に制御することは難しいことが

指摘されており 2-4)~2-6)，本論においても主に 5 章で，その影響について検討する。 

なお，文献 2-1), 2-2)では，前述の実測データの分類を減衰定数の評価の観点からまとめて

いるが，固有周期や振動モード形状などのモード振動特性をとらえる際も同様の観点で注意

が必要であることを補足しておく。  
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Table 2-1 Acquisition method of actual measurement data for attenuation evaluation 2-2) 

実測データの取得方法 

（カッコ内は加振方法） 
加振源 

振動 

種別 

振幅 

レベル※ 

主な対象建築物 

（構造物） 

①常時微動測定 

自然 

外力 

ランダム 

振動 

微小 
一般建築物，塔状構造物， 

シェル・空間構造物 

②風応答観測 小～中 一般建築物，塔状構造物 

③地震観測 中～大 
一般建築物，塔状構造物， 

原子炉建屋 

④強制加振 

実験 

起振機・制振装置 

（定常加振） 

人工 

外乱 

定常 

振動 
小～中 一般建築物，原子炉建屋 

⑤自由振動 

実験 

起振機・制振装置 

（加振後急停止） 

自由 

振動 

引綱・振子による加振 中 

一般建築物，塔状構造物 
人力加振 

微小～

小 

衝撃加振 

（砂袋落下など） 
中 

シェル・空間構造物， 

一般建築物（床振動） 

※振幅レベル区分（建築物の固有周期により異なるので，あくまでもおおよその目安である：

微小：0.1cm/s2未満，0.01cm/s 未満，小：0.1~1cm/s2，0.01~0.1cm/s，中：1~10cm/s2，0.1~1cm/s，

大：10cm/s2 超，1cm/s 超 
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Table 2-2  Advantages and disadvantages of how to acquire actual measurement data 2-2) 

実測データ

の取得方法 
長  所 短  所 

起振機・ 

制振装置 

・加振力，加振位置が既知 

・定常加振のほか自由振動

試験も可能 

・スライドマス式の場合，長

周期域でも大加振力が得

られる 

・加振源の設置準備が必要 

・振動モードや主軸等を事前に予測する必要あり 

・回転式の場合，長周期域での加振力が小さい 

・制振装置の場合，加振位置や方向に制約あり 

引綱・振子 

・自由振動波形が得られ，共

振振動数(周期)，減衰が直

接的に得られる 

・人力加振は加振源の設置

が不要 

・装置の製作，設置に大掛かりな準

備が必要 

・初期変位の解放時に十分な安全対

策が必要 

・複数モード

の共振振動

数が近接す

る場合，評

価が困難 

・高次モード

の評価は困

難 

人力加振 

・共振振動数(周期)や振動モード，

主軸等を事前に予測する必要あり 

・微小振動のため，風や局所的な振

動の影響が含まれる 

衝撃加振 
・局所的なモードの減衰評

価に有効 

・安定した自由振動波形を得るのにやや技術を要

する 

常時微動 

測 定 

・下部入力の

ため伝達関

数により建

築物のみの

減衰評価が

可能 

・長時間測定

により分解

能が向上 

・加振源の設

置が不要 

・水平2方向同

時測定によ

り，建築物の

主軸が判ら

なくても分

析が可能 

・微小振動のため，風や局所的な振動の影響が含ま

れる 

風応答観測 ・中～大振幅

時の減衰評

価が可能 

・空力減衰の影響が含まれる 

地震観測 
・地盤との相互作用や建築物の非線形性の影響が

含まれる 
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2.3 国内外における大型振動台施設 

 本節では，国内外における大型振動実験施設について調査し，本論で扱う防災科学技術研

究所（NIED）が保有するＥ－ディフェンスの大型振動台実験施設の仕様と特徴を確認する。

Table 2-3 に，Ｅ－ディフェンスを含む国内外における主要な大型振動台の一覧を示す 2-7)~2-15)。

ここで，各振動台はいずれも水平 2 方向および鉛直方向の 3 軸，さらに各軸回りの回転自由

度を含む 6 自由度を扱うことが可能なものを調査対象とした。同表より，Ｅ－ディフェンス

は，水平方向の最大加速度 1g（g は重力加速度であり，約 9.8m/s2とする）程度が載荷可能で，

かつ加振時の搭載質量が 1000t を超える唯一の実験施設であることがわかる。これに次ぐ規

模のものとしては，米国 University of California San Diego の通称 LHPOST がある。以下，規

模が劣るものの，仏国 CEA の AZALEE，中国 CABR (China Academy of Building Research)も振

動台を有している。国外の振動台の多くについては，載荷荷重が比較的大きいものであって

も，Ｅ－ディフェンスや LHPOST に比べてその値は 1/10 倍以下であり，実験の規模が限られ

ることがわかる。 

 続いて，これらの振動台施設で行われた RC または S 造の振動台実験を調査し，限られた

数ではあるが，Table 2-3 に網掛けで示した米国，中国，台湾の振動台実験に基づく文献

2-16)~2-19)の例より振動台実験の知見を整理する。ここで，文献 2-16)は RC 造建物の一部を

切り出して模擬した部分フレーム構造物であり（長辺 1 スパン，短辺 0.5 スパン），文献 2-17)

は，CFS 造（冷間成形による軽量鉄骨フレームと石膏ボードパネル等の外装材を持つ構造）

である。また，文献 2-18)は，1/15 規模の SRC 造，文献 2-19)は 2/3 規模の S 造建物であり，

Ｅ－ディフェンスを除いて RC 造や S 造といった実大規模の試験体を評価した例は見受けら

れない。 

 Table 2-4 に，上述の振動台実験に基づく 1 次モード振動特性の比較を示す。同表には，施

設名称を併記し，比較対象は初期の減衰定数，固有周期および減衰定数の振幅依存性（代表

として，平均変形角 1/100rad の増加率）とした。ただし，各文献で確認できなかった応答値

については省略している。 

・初期減衰定数は，RC（SRC）造は，各施設の実験結果に大きな差は見られない。ただし，

CABR（4%）は，同定値ではなく，非線形領域までの実験の再現解析に用いた数値である

ことから，やや大きな値となっている可能性がある。S 造については，慣用値（2%）に比

べて LHPOST（CFS 造）が 5%とやや大きくなっているが，NCREE では 1.5%であり，動的

解析時の慣用値や文献 2-1), 2-2)と概ね対応する。前者は，純粋な S 造ではなく CFS 造であ

り，それらにとりつく石膏ボード等の外装材が減衰定数に寄与した可能性を否定できない。 

・固有周期の振幅依存性について，LHPOST と CABR の RC（SRC）造および CFS 造試験体

で概ね同程度の固有周期の増加率となっている。LHPOST は建物の一部を切り出した試験

体であることからやや評価が難しいが，CABR は SRC 造の試験体であり，一般の RC 造に

比べて靭性が高い可能性も考えられる。また，LHPOST（CFS 造）の固有周期の増加率は，
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外装材の影響が大きく表れたことから，構造種別に依らず概ね同程度の振幅依存性となっ

た可能性が考えられる。 

・減衰定数の振幅依存性について，LHPOST の RC 造，CFS 造に比べて減衰定数の増加率は

小さくなっている。これは，LHPOST が建物の一部を切り出した構造であり履歴減衰が生

じにくいものと考えられる。また，LHPOST（CFS 造）の増加率が大きい点は，固有周期と

同様に外装材の寄与が大きい可能性もあるが，情報が限られていることから，初期の減衰

定数が大きいことも含めて要因の特定は難しい。 

 

Table 2-3 List of major large shaking tables in Japan and overseas for more descriptions see 

2-7)~2-15) *1 

Location 
Institute 
(Alias) 

Shaking 
direction 

Table 
size 

Max. 
loading 
mass 

Horiz. 
max. acc. 

(loading mass) 

Horiz. 
max. vel. 

Horiz. 
max. disp. 

Freq.  
range 

(m) (t) (g) (cm/s) (cm) (Hz) 
 NIED 3 axis 20.0×15.0 1200 0.9 200 100 DC-30 
 (E-Defense) 6 DOF   (1200t)    

Japan 
Kajima Co. 3 axis 5.0×7.0 100 2.0 200 80 DC-50 

(W-DECKER) 6 DOF   (60t)    
 Shimizu Co. 3 axis 7.0×7.0 70 2.7 200 70 DC-50 
 (E-Beetle) 6 DOF   (35t)    

 UC San Diego 3 axis 12.2×7.6 2000 1.2 180 75 0-33 
 (LHPOST) 6 DOF   (400t)    

U. S. 
Univ. at Buffalo 3 axis 7.0×7.0 50 1.15 125 15 0.1-50 

(-) 6 DOF   (20t)    

 UC Berkeley 3 axis 6.0×6.0 45 1.5 - - 0-10 
 (-) 6 DOF   (45t)    

China 
CABR 3 axis 6.0×6.0 60 1.0 - - 0-50 

(-) 6 DOF   (-)    

Taiwan 
NCREE 3 axis 5.0×5.0 50 2.0 100 25 1-50 
(MATS) 6 DOF   (-)    

France 
CEA 3 axis 6.0×6.0 100 1.0 100 12.5 DC-100 

(AZALEE) 6 DOF   (100t)    
*1 In principle, although the specifications from references 2-7) to 2-15) published by the organization 

that owns the shaking table are quoted, some of them are converted to SI units from original values. 
In addition, items without specifications are indicated by “-“. DC in the frequency range stands for 
direct current. The shaded area is the shaking facility that represents representative literature on 
shaking table tests. 
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Table 2-4 Comparison of primary mode vibration characteristics in overseas large 

shaking table tests for more descriptions see 2-16)~2-19) 

Facility 
Structure 

type 
Story Scale 

Damping ratio of  

linear states 

Amplitude dependence 

(Increasing ratios to the initial states 

 at 1/100 rad of story drift angle) 

(%) Natural period Damping ratio 

UC San Diego 

(LHPOST) 

RC 7 
Full 

(Part frame) 
2  1.5 1.8 

CFS 6 Full 5 1.7*1 (1.4) 2.8 

CABR SRC 30 1/15 4*2 1.35~1.5 - 

NCREE S 3 2/3 1.5 - - 

*1 The rate of change from the natural period before installation of the gypsum board panel is shown in 

parentheses. 
*2 The damping ratio of 4% is adopted in simulation analysis of shaking table test. 
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2.4 システム同定手法 

 本節では，本論で振動特性の推定に用いるシステム同定手法についてその概要を示す。Table 

2-5 に代表的なシステム同定法の一覧を示す 2-2)。同表より，システム同定法は，周波数領域

および時間領域における手法に大別される。本論で対象とするＥ－ディフェンスの実測デー

タは，建物が弾性範囲から終局レベルに至るまでの様々な振幅レベルの加振を受けて，時々

刻々状態が変動する。したがってこのような場合の応答を扱う点を考慮し，時間領域のシス

テム同定手法を採用する。既往の検討より，本論の評価対象の一つである減衰定数について，

比較的安定して同定可能な手法であること 2-20)等を考慮し，ARX (Auto Regressive eXogenous 

model)モデル例えば 2-2), 2-21), 2-22)，および部分空間法例えば 2-2), 2-23)~2-26)を採用する。これらの手法は，

いずれもブラックボックス的に評価対象とするシステムを扱うことが可能である。また，線

形での最小二乗近似，あるいは特異値分解等の安定したマトリクス演算アルゴリズムで振動

特性パラメータを推定できることから，初期値の仮定や繰り返しによる収斂計算が不要であ

るという利点がある。ただし，いずれも線形システムを扱う同定手法であることから，時々

刻々の振動特性の変動を扱ううえでは，加振波を複数区間に分割するといった工夫が必要と

なる例えば 2-28)（3~6 章でも後述）。 

ARX モデルは，特に 1 入力 1 出力システムでの伝達関数モデルの取り扱いが容易である
2-21), 2-22)。本論においても，地震波を受ける建物の地震観測より得られる入出力応答に対して，

1 自由度系の運動方程式（伝達関数モデル）を想定することで 2-28), 2-29)，各パラメータを推定

する。これに対して，部分空間法は，多入力多出力系における運動方程式の取り扱いに優れ

ており 2-23)~2-25)，本論においては，前述の建物の挙動を多自由度系の運動方程式として扱う場

合に同手法を採用する。 

 

Table 2-5 List of identification methods 2-2) 

領 域 名 称 細分類 

周波数領域 

1/√2法, ハーフパワー法  

カーブフィット法  

FDD 法  

CMIF 法  

時間領域 

RD 法  

多項式モデル ARX モデル, 他 

状態空間モデル 

ERA 法 

部分空間法 

カルマンフィルタ 

粒子フィルタ 
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2.4.1 ARX モデル 2-2), 2-21), 2-22) 

 文献 2-2), 2-21), 2-22)に基づき，以下に ARX モデルの概要を示す。ARX モデルは，以降に

示す多項式モデルを用いた時間領域のシステム同定手法の一つである。本項では，本論にお

いて特に重要となる振動特性パラメータを同定する際に用いた固有周期（固有振動数）およ

びモード減衰定数の導出を中心に示す。詳細は各文献を参照されたい。 

 

（1）システムの概要とモデル係数の推定 

一般に離散時間の伝達関数モデルは Fig. 2-1 のように表される 2-2), 2-21), 2-22)。太い枠で囲まれ

ているのが対象とするシステムである。ここで，u は入力，y は出力，e は白色雑音，H はシ

ステムの伝達関数，G は白色雑音に作用する伝達関数，q は時間シフト演算子（qf(t)＝f(t＋Δt)，

Δt は時間刻みとし，以降，特に明示しない場合，Δt＝1 とする)，θ はそれら伝達関数を決定

するパラメータである。同図のシステムを式で表すと以下のようになる。 

 𝑦ሺ𝑡ሻ ൌ 𝐻ሺ𝑞,𝜃ሻ𝑢ሺ𝑡ሻ ൅ 𝐺ሺ𝑞,𝜃ሻ𝑒ሺ𝑡ሻ (2-1) 

ここで，実際の建物の振動を考えた場合には，例えば u は地震動を受けた場合の地動加速度，

あるいは風力や，起振機による力であり，y は建物や床などの応答加速度や速度となる。 

 このモデルを有限のパラメータ θ で表現する方法としては，下式のように伝達関数を q の

有理関数として表し，その分子・分母の多項式の係数をパラメータとして採ることが最も直

接的である。 

 
𝑦ሺ𝑡ሻ ൌ

𝐵ሺ𝑞ሻ
𝐴ሺ𝑞ሻ

𝑢ሺ𝑡ሻ ൅
𝐶ሺ𝑞ሻ
𝐷ሺ𝑞ሻ

𝑒ሺ𝑡ሻ (2-2) 

ここで，A，B，C および D は時間遅れ演算子 q－1 の多項式である。実際には，この一般的な

多項式モデルの特別な場合に，Table 2-6 にあるように名前を付けられてよく用いられるモデ

ルがあり，ARX モデルはこのうちの一つである。同表より，出力 y，入力 u および白色雑音

e における，1 入力 1 出力の ARX モデルは以下のように表現される。 

 𝐴ሺ𝑞ሻ𝑦ሺ𝑡ሻ ൌ 𝐵ሺ𝑞ሻ𝑢ሺ𝑡ሻ ൅ 𝑒ሺ𝑡ሻ (2-3) 

ここで，A および B は以下のような時間遅れ演算子 q－1の多項式である。 

 

𝐴ሺ𝑞ሻ ൌ 1 ൅෍𝑎௝

௡ೌ

௝ୀଵ

𝑞ିଵ (2-4) 

 

𝐵ሺ𝑞ሻ ൌ 1 ൅෍𝑏௝

௡್

௝ୀଵ

𝑞ି௝ାଵି௡ೖ (2-5) 

ここで，nk は遅れ時間であり，現在から nk 前のデータより後の入力は出力に影響しないこと

を意味する。ajおよび bjは多項式モデルにおける，各項の係数（モデル係数と呼ぶ）である。

式(2-3)を書き下すと次式となる。 
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𝑦ሺ𝑡ሻ ൌ෍𝑎௝

௡ೌ

௝ୀଵ

𝑦ሺ𝑡 െ 𝑗ሻ ൅෍𝑏௝

௡್

௝ୀଵ

𝑢ሺ𝑡 െ 𝑛௞ ൅ 1 െ 𝑗ሻ ൅ 𝑒ሺ𝑡ሻ (2-6) 

これより，ARX モデルは，現在の出力が過去の入出力の線形結合で表現されるモデルである

ことがわかる。現在の出力における予測値を𝑦ොとすると，上式に基づき，予測値𝑦ොと実測値 y，

およびそれらの予測誤差 εはそれぞれ次のように表される。 

 𝑦ොሺ𝑡,𝜃ሻ ൌ ሺ1 െ 𝐴ሺ𝑞ሻሻ𝑦ሺ𝑡ሻ ൅ 𝐵ሺ𝑞ሻ𝑢ሺ𝑡ሻ ൅ 𝑒ሺ𝑡ሻ (2-7) 

 𝑦ሺ𝑡ሻ ൌ ሺ1 െ 𝐴ሺ𝑞ሻሻ𝑦ሺ𝑡ሻ ൅ 𝐵ሺ𝑞ሻ𝑢ሺ𝑡ሻ ൅ 𝜀ሺ𝑡,𝜃ሻ (2-8) 

 𝜀ሺ𝑡,𝜃ሻ ൌ 𝑦ሺ𝑡ሻ െ 𝑦ොሺ𝑡, 𝜃ሻ ൌ 𝐴ሺ𝑧ሻ𝑦ሺ𝑡ሻ െ 𝐵ሺ𝑧ሻ𝑢ሺ𝑡ሻ (2-9) 

z は z-変換の変数 z を表す。この時，t=N までの入出力データ（y，u）が与えられた場合に，

式(2-8)のシステムは，次式で表される。 

 𝐘 ൌ 𝚽𝚯 ൅ 𝐄 (2-10) 

ここで，各記号は以下のベクトルまたはマトリクスである。 

 𝐘 ൌ ሾ𝑦ሺ1ሻ ⋯ 𝑦ሺ𝑁ሻሿ் 

𝚽 ൌ ሾ𝜙ሺ1ሻ் ⋯ 𝜙ሺ𝑁ሻ்ሿ் 

𝜙ሺ𝑡ሻ ൌ ሾെ𝑦ሺ𝑡 െ 1ሻ ⋯ െ𝑦ሺ𝑡 െ 𝑛௔ሻ 𝑢ሺ𝑡 െ 𝑛௞ሻ ⋯ 𝑢ሺ𝑡 െ 𝑛௞ െ 𝑛௕ ൅ 1ሻሿ் 

𝚯 ൌ ሾ𝑎ଵ ⋯ 𝑎௡ೌ 𝑏ଵ ⋯ 𝑏௡್ሿ
் 

𝐄 ൌ ሾ𝜀ሺ1, 𝜃ሻ ⋯ 𝜀ሺ𝑁,𝜃ሻሿ் 

(2-11) 

式(2-10)は，線形回帰モデルであることから，予測誤差 ε の分散を最小にする係数ベクトル𝚯

の最小二乗推定値𝚯෡を以下のように求めることができる。 

 𝚯෡ ൌ ሾ𝚽்𝚽ሿ𝚽்𝐘 (2-12) 

 

 

Fig. 2-1 Transfer function model for discrete-time system 2-2) 

 

Table 2-6 Types of polynomial models 2-1) 

モデルの名前 意味 制約条件 

FIR Finite Impulse Response model A=C=D=1 

OE Output Error model C=D=1 

AR Auto Regressive model B=0, C=1, D=A 

ARX Auto Regressive model with eXogenous input C=1, D=A 

ARMA Auto Regressive Moving Average model B=0, D=A 

ARMAX Auto Regressive Moving Average model with eXogenous input D=A 

G(q, θ)

H(q, θ)

e(t)

u(t) y(t)+
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（2）モデル係数と振動特性パラメータの関係 

 地震を受ける建物を対象にシステム同定を行う際に，入力に地動加速度，出力に建物の応

答絶対加速度を採ることを考える 2-21), 2-22)。この時，自由度 m とした場合のシステムの伝達関

数は，ラプラス変換表現を用いて次式で表すことができる。 

 

𝐻ሺ𝑠ሻ ൌ 1 ൅෍
െ𝛽𝑢௝ 𝑠

ଶ

𝑠ଶ ൅ 2ℎ௝ 𝜔௝ 𝑠 ൅ 𝜔௝
ଶ

௠

௝ୀଵ

 (2-13) 

ここで，𝜔௝ ൌ 2𝜋𝑓௝ は j 次の固有円振動数（𝑓௝ は j 次の固有振動数），ℎ௝ は j 次のモード減衰

定数，𝛽𝑢௝ は出力の観測点における j 次の刺激関数の値である。式(2-6)を，部分分数展開する

ことで，次式を得る。 

 

𝐻ሺ𝑠ሻ ൌ 1 ൅෍൭
𝑟௦ ௝

𝑠 െ 𝑝௦ ௝

൅
𝑟̅௦ ௝

𝑠 െ 𝑝̅௦ ௝

െ 𝛽𝑢௝ ൱

௠

௝ୀଵ

ൌ 𝑘௦ ൅෍൭
𝑟௦ ௝

𝑠 െ 𝑝௦ ௝

൅
𝑟̅௦ ௝

𝑠 െ 𝑝̅௦ ௝

൱

௠

௝ୀଵ

 (2-14) 

ここで， 𝑝௦ ௝ ， 𝑟௦ ௝ は伝達関数の極と留数であり，次のように表せる。 

 
𝑝௦ ௝ ൌ െℎ௝ 𝜔௝ ൅ 𝑖𝜔௝ ට1 െ ℎ௝

ଶ (2-15) 

 

𝑟௦ ௝ ൌ 𝛽𝑢௝

⎝

⎛ℎ௝ 𝜔௝ െ
𝑖𝜔௝ ሺ1 െ 2ℎ௝

ଶሻ

2ට1 െ ℎ௝
ଶ

⎠

⎞ (2-16) 

sk は理想的な水平 1 入力システムの場合には，刺激関数 βu が 1 の固有モード成分であるた

め，0 となる。 

 次に，ARX モデルによるシステムの伝達関数は，z-変換表現を用いて次式のように表され

る。 

 

𝐻ሺ𝑧ሻ ൌ
𝐵ሺ𝑧ሻ
𝐴ሺ𝑧ሻ

ൌ 𝑘௭ ൅෍
𝑟௭ ௝

1 െ 𝑝௭ ௝ 𝑧
ିଵ

௡ೌ

௝ୀଵ

 (2-17) 

ここで，zpj は，A(z)=0 の根，zrj は H(z)を部分分数展開した時の対応する留数として，同定さ

れたモデル係数 aj (j = 1, …, na) および bj (j = 1, …, nb) から求めることができる。さらに，ラ

プラス変換と z-変換との間に，式(2-18)の同一視を導入することで，式(2-14)と(2-17)との比較

から，両者の極と留数に次の関係が得られる。 

 
𝐹ሺ𝑠ሻ ൌ

1
𝑠 െ 𝑎

↔ 𝐹ሺ𝑧ሻ ൌ
𝑇

1 െ 𝑒௔்𝑧ିଵ
 (2-18) 

 
𝑝௭ ௝ ൌ 𝑒

௣ೞ ೕ ் (2-19) 

 𝑟௭ ௝ ൌ 𝑇 𝑟௦ ௝  (2-20) 
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ここで，s はラプラス演算子を示し，a は任意の定数である。また，T は時間刻みである。式

(2-15)，(2-16)に対して，これらを適用するとモデル係数と j 次モードの固有振動数 fjとモード

減衰定数 hjとの関係が最終的に以下のように表せる 2-22)。 

 

𝑓௝ ൌ
|log 𝑝௭ ௝ |

2𝜋∆𝑡
ൌ
ටሺlog 𝑝௭ ௝ ሻଶ ൅ ሺarg 𝑝௭ ௝ ሻଶ

2𝜋∆𝑡
 

(2-21) 

 
ℎ௝ ൌ

െlog| 𝑝௭ ௝ |

2𝜋𝑓௝ ∆𝑡
 (2-22) 

 

（3）システム次数の設定 

 ARX モデルにおけるモデル係数を推定するには，まず，そのモデルに使われる多項式の次

数（モデル次数）を決定する必要がある 2-2)。地動加速度を入力，建物応答絶対加速度を出力

とした，理想的な N 質点系のモデル次数は，na＝N，nb＝N＋1 となる 2-22)。ただし，実際の建

物は必ずしも質点系とみなすことができないため，適切なモデル次数を探索する必要がある

とされる。この次数選択が不適切な場合，誤った推定結果を与えることになるので十分な注

意が必要であると考えられる。 

本論では，ARX モデルを用いる場合において，対象とするモード次数に依らず，1 自由度

系とみなすために，文献 2-28), 2-29)に基づくバンドパスフィルターを介した手法を採用する

ことで，この次数選択の簡略化を図る（条件の詳細については，3~5 章において ARX モデル

を用いる場合に都度示すこととする）。なお，対象とするシステムに対して，異なる次数のモ

デルを用いて，それぞれのモデル係数を推定した場合に，いずれがより良いモデルであるか

を判定する指標も提案されている。詳細は各文献 2-2), 2-21), 2-22)を参照されたい。 

 

2.4.2 部分空間法 2-2), 2-23)~2-26) 

 続いて，本項では，文献 2-2), 2-23)~2-26)に基づき，以下に部分空間法の概要を示す。部分

空間法は，以降に示すように状態空間表現に基づく時間領域のシステム同定手法の一つであ

る。多入力多出力システムの同定に容易に拡張することが出来る点が一つの特徴である。こ

こでは，前項の ARX モデルと同様に，本論において振動特性パラメータを同定する際に用い

る固有周期（固有振動数），モード減衰定数および固有モードの導出を中心に示す。詳細は各

文献を参照されたい。 
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（1）システムの概要とシステム行列の推定 

 部分空間法は，次に示す状態空間モデルに基づくシステム同定手法である 2-2), 2-23)~2-26)。m 入

力 l 出力の連続時間線形時不変（Linear Time Invariant, LTI）システムの連続時間系における状

態空間モデルは，次式で表される。 

 𝐱ሶሺ𝑡ሻ ൌ 𝐀௖𝐱ሺ𝑡ሻ ൅ 𝐁௖𝐮ሺ𝑡ሻ (2-23) 

 𝐲ሺ𝑡ሻ ൌ 𝑪௖𝐱ሺ𝑡ሻ ൅ 𝐃௖𝐮ሺ𝑡ሻ (2-24) 

ここに，y(t)は出力ベクトル，u(t)は入力ベクトルである。x(t)を状態ベクトルと呼ぶ。𝐀௖ ∈ ℝ௡ൈ௡，

𝐁௖ ∈ ℝ௡ൈ௠，𝐂௖ ∈ ℝ௟ൈ௡，𝐃௖ ∈ ℝ௟ൈ௠は，システムを記述するのに必要な定数行列であり，添え

字 c は連続時間系を意味する。n はシステム次数である。式(2-23)は状態方程式と呼ばれ，状

態の変化のプロセスを記述するものである。また，式(2-24)は観測方程式と呼ばれ，ある状態

から観測値が得られるプロセスを記述するものである。これらの式は状態空間表現とも呼ば

れる。次に，入力 u(t)にゼロ次ホールドを仮定し，サンプリング周期 Δt を用いて，時刻 t0，t

および第 k，k+1 ステップにおける関係を t0 = kΔt，t = (k+1)Δt として，式(2-23)，(2-24)をあら

ためて離散時間系における状態空間モデルとして表すと次式を得る。 

 
𝐱ሺ𝑘 ൅ 1ሻ ൌ 𝐀𝐱ሺ𝑘ሻ ൅ 𝐁𝐮ሺ𝑘ሻ ൅ 𝐰ሺ𝑘ሻ 

𝐲ሺ𝑘ሻ ൌ 𝐂𝐱ሺ𝑘ሻ ൅ 𝐃𝐮ሺ𝑘ሻ ൅ 𝐰ሺ𝑘ሻ 
(2-25) 

ここに，A，B，C，D は離散時間系における定数行列（システム行列とよぶ），w(k)はプロセ

スノイズ，v(k)は観測ノイズと呼ばれる。式(2-25)を展開することで，次式を得る。 

 𝐘௣ ൌ 𝚶௥𝐗௣ ൅𝚿௥𝐔௣ ൅ 𝚵௥𝐖௣ ൅ 𝐕௣ (2-26) 

 𝐘௙ ൌ 𝚶௥𝐗௙ ൅𝚿௥𝐔௙ ൅ 𝚵௥𝐖௙ ൅ 𝐕௙ (2-27) 

ここに，Up および Ypは過去の入力および出力のブロックハンケル行列（添え字 p は過去を意

味する），Uf および Yfは未来の入力および出力のブロックハンケル行列（添え字 f は未来を意

味する）であり，データ数を N，ブロックハンケル行列のブロック数を r とすると，それぞれ

次式で表される。 

 𝐔௣ ൌ ൦

𝐮ሺ𝑘ሻ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 1ሻ
𝐮ሺ𝑘 ൅ 1ሻ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 2ሻ

⋯ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑁 െ 1ሻ
⋯ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑁ሻ

⋮ ⋮
𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑟 െ 1ሻ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑟ሻ

⋱ ⋮
⋯ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 𝑁 െ 2ሻ

൪ ∈ ℝ௥௠ൈே (2-28) 

 𝐘௣ ൌ ൦

𝐲ሺ𝑘ሻ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 1ሻ
𝐲ሺ𝑘 ൅ 1ሻ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 2ሻ

⋯ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑁 െ 1ሻ
⋯ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑁ሻ

⋮ ⋮
𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑟 െ 1ሻ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑟ሻ

⋱ ⋮
⋯ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 𝑁 െ 2ሻ

൪ ∈ ℝ௥௟ൈே (2-29) 

 𝐔௙ ൌ ൦

𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑟ሻ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 1ሻ
𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 1ሻ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ ൅2ሻ

⋯ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 𝑁 െ 1ሻ
⋯ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 𝑁ሻ

⋮ ⋮
𝐮ሺ𝑘 ൅ 2𝑟 െ 1ሻ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 2𝑟ሻ

⋱ ⋮
⋯ 𝐮ሺ𝑘 ൅ 2𝑟 ൅ 𝑁 െ 2ሻ

൪ ∈ ℝ௥௠ൈே (2-30) 

 𝐘௙ ൌ ൦

𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑟ሻ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 1ሻ
𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 1ሻ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 2ሻ

⋯ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 𝑁 െ 1ሻ
⋯ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 𝑟 ൅ 𝑁ሻ

⋮ ⋮
𝐲ሺ𝑘 ൅ 2𝑟 െ 1ሻ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 2𝑟ሻ

⋱ ⋮
⋯ 𝐲ሺ𝑘 ൅ 2𝑟 ൅ 𝑁 െ 2ሻ

൪ ∈ ℝ௥௟ൈே (2-31) 
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同様に，Wp，Vp，Wf および Vf は過去または未来のプロセスノイズ w(k)，あるいは観測ノイ

ズ v(k)で構成されるブロックハンケル行列である。Xp，Xf は，状態ベクトル𝐱ሺ𝑘ሻを列方向に

並べた行列である。𝚶௥は拡大可観測行列，𝚿௥と𝚵௥は下三角テプリッツ行列と呼ばれ，それぞ

れシステム行列を用いて以下のように表される。 

 𝚶௥ ൌ

⎣
⎢
⎢
⎢
⎡

𝐂
𝐂𝐀
𝐂𝐀𝟐

⋮
𝐂𝐀௥ିଵ⎦

⎥
⎥
⎥
⎤

∈ ℝ௥௟ൈ௡ (2-32) 

 𝚿௥ ൌ

⎣
⎢
⎢
⎢
⎡

𝐃
𝐂𝐁
𝐂𝐀𝐁
⋮

𝐂𝐀௥ିଶ𝐁

   

𝟎
𝐃
𝐂𝐁
⋮

𝐂𝐀௥ିଷ𝐁

   

𝟎
𝟎
𝐃
⋮

𝐂𝐀௥ିସ𝐁

   

⋯
⋯
⋯
⋱
⋯

   

𝟎
𝟎
𝟎
⋮
𝐃⎦
⎥
⎥
⎥
⎤

∈ ℝ௥௟ൈ௥௠ (2-33) 

 𝚵௥ ൌ

⎣
⎢
⎢
⎢
⎡

𝟎
𝐂
𝐂𝐀
⋮

𝐂𝐀௥ିଶ

   

𝟎
𝟎
𝐂
⋮

𝐂𝐀௥ିଷ

   

𝟎
𝟎
𝟎
⋮

𝐂𝐀௥ିସ

   

⋯
⋯
⋯
⋱
⋯

   

𝟎
𝟎
𝟎
⋮
𝟎⎦
⎥
⎥
⎥
⎤

∈ ℝ௥௟ൈ௥௡ (2-34) 

部分空間法はいくつかのアルゴリズムが提案されてるが，いずれも入出力データに対して，

式(2-32)の列空間，さらにはシステム行列 A および C を推定することで，各振動特性パラメ

ータを同定することになる。各アルゴリズムの主な違いの一つは入出力データの取り扱いに

あり，それぞれ同定精度が異なるとされる 2-24), 2-25)。既往の検討 2-24), 2-25)によると，地震観測デ

ータを用いた建物の振動特性の同定精度については MOESP (Multi variable Output-Error State 

sPace)法が比較的安定しやすいとの報告がある。MOESP 法には，その入出力に用いたブロッ

クハンケル行列の選び方によって，Ordinary MOESP 法，Past Output (PO)-MOESP 法および Past 

Iutput (PI)-MOESP 法 2-23)~ 2-25)といったアルゴリズムに分けられる。これらのうち，最もオーソ

ドックスなアルゴリズムある Ordinary MOESP2-23), 2-24)におけるシステム行列の推定手順は以

下となる。 

システム同定に際しては，まず次式で表される入出力データのブロックハンケル行列を縦

に並べた行列（データ行列）を次のように LQ 分解する。 

 ൤
𝐔௙
𝐘௙
൨ ൌ 𝐋𝐐 ൌ ൤

𝐋ଵଵ 𝐋ଵଶ
𝐋ଶଵ 𝐋ଶଶ

൨ ቈ
𝐐ଵ
்

𝐐ଶ
்቉ (2-35) 

ここに，L は左下三角行列，Q は正規直交行列である。ここで，上式の L22 を特異値分解 

(Singular Value Decomposition, SVD)する。 

 𝐋ଶଶ ൌ 𝐆 ൌ 𝐔𝚺𝐕 ൌ ሾ𝐔ଵ 𝐔ଶሿ ൤
𝚺ଵ

𝚺ଶ
൨ ቈ
𝐕ଵ
்

𝐕ଶ
்቉ ≃ 𝐔ଵ𝚺ଵ𝐕ଵ

் (2-36) 

ここに，U1，U2，V1および V2は直交行列，Σ1および Σ2は特異値を大きい順に並べた対角行

列である。このとき，Σ1 の次元からシステム次数が推定できる 2-24)。データ数 N が十分に大

きい場合には，拡大可観測行列𝚶௥が次式より求まる。 
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 𝚶௥ ≃ 𝚶ᇱ௥ ൌ 𝐔ଵ𝚺ଵ
ଵ/ଶ (2-37) 

これより，システム行列 A，C は，次式で求められる。 

 𝐀 ൌ 𝚶ᇱ௥ሺ1: ሺ𝑟 െ 1ሻ𝑙, 1:𝑛ሻற𝚶ᇱ௥ሺ𝑝 ൅ 1: 𝑟𝑙, 1:𝑛ሻ (2-38) 

 𝐂 ൌ 𝚶ᇱ௥ሺ1: 𝑙, ∶ሻ (2-39) 

ここに，r はブロックハンケル行列のブロック行数，l は出力の数，n はシステム次数である。

また，記号†は Moore-Penrose 型擬似逆行列を表す。上記で示した Ordinary MOESP のほか，

PO-MOESP および PI-MOESP については，式(2-35)の左辺について前者はሾ𝐔௙ 𝐔௣ 𝐘௣ 𝐘௙ሿ்，

後者はൣ𝐔௙ 𝐔௣ 𝐘௙൧
்
として同様の手順で LQ 分解することで，拡大可観測行列𝚶௥をそれぞれ

推定することができる 2-25)。 

本論の 6 章では，予めこれら 3 つの MOESP アルゴリズムを用いて同定精度に関する検討

を実施したうえで，PI-MOESP 法を採用することとした。 

 

（2）システム行列と振動特性パラメータの関係 

 次に，各システム行列より振動特性パラメータを同定する方法を示す 2-23)~2-26)。地震荷重等

の外乱{f(t)}を受ける建物の運動方程式は次式で表される。 

 ሾ𝑀ሿ൛𝜉ሷሺ𝑡ሻൟ ൅ ሾ𝐶ሿ൛𝜉ሶሺ𝑡ሻൟ ൅ ሾ𝐾ሿሼ𝜉ሺ𝑡ሻሽ ൌ ሼ𝑓ሺ𝑡ሻሽ (2-40) 

ここに，[M]，[C]，[K]はそれぞれ質量，減衰，剛性マトリクス，{𝜉(t)}は変位ベクトルである。

式(2-40)に関して，便宜的に速度に関する恒等式を考慮して，次のように変換する。 

 
ቈ
ሼ𝜉ሺ𝑡ሻሽ
ሼ𝜉ሶሺ𝑡ሻሽ

቉
ሶ

ൌ ൤
ሾ0ሿ ሾ𝐼ሿ

െሾ𝑀ሿିଵሾ𝐾ሿ െሾ𝑀ሿିଵሾ𝐶ሿ
൨ ቈ
ሼ𝜉ሺ𝑡ሻሽ
ሼ𝜉ሶሺ𝑡ሻሽ

቉ ൅ ൤
ሾ0ሿ

ሾ𝑀ሿିଵ
൨ ሼ𝑓ሺ𝑡ሻሽ (2-41) 

ここで，上式の左辺を𝐱ሺ𝑡ሻ ൌ ሾሼ𝜉ሺ𝑡ሻሽ ሼ𝜉ሶሺ𝑡ሻሽሿ்，右辺をሼ𝑓ሺ𝑡ሻሽ ൌ 𝐮ሺ𝑡ሻと置き換えることで，次

式を得る。 

 
𝐱ሶሺ𝑡ሻ ൌ ൤

ሾ0ሿ ሾ𝐼ሿ
െሾ𝑀ሿିଵሾ𝐾ሿ െሾ𝑀ሿିଵሾ𝐶ሿ

൨ 𝐱ሺ𝑡ሻ ൅ ൤
ሾ0ሿ

ሾ𝑀ሿିଵ
൨ 𝐮ሺ𝑡ሻ (2-42) 

式(2-42)の運動方程式と式(2-23)の連続時間系の状態方程式の対比より，システム行列 Acが次

式で与えられる。 

 
𝐀௖ ൌ ൤

ሾ0ሿ ሾ𝐼ሿ
െሾ𝑀ሿିଵሾ𝐾ሿ െሾ𝑀ሿିଵሾ𝐶ሿ

൨ ∈ ℝ௡ൈ௡ (2-43) 

システム行列 Acの複素固有値問題を解くことで，j 次の固有値 λjは，j 次モードの固有円振動

数 ωjと減衰定数 hjを用いて次式で表される 2-27)。 

 
𝜆௝ ൌ െ𝜔௝ ℎ௝ േ 𝑖𝜔௝ ට1 െ ℎ௝

ଶ (2-44) 

ここで，離散時間系におけるシステム行列 A の j 次の固有値𝜆௝
ᇱは次式となる。 

 
𝜆௝
ᇱ ൌ 𝑒

ఒೕ ∆௧ (2-45) 

式(2-44)，(2-45)より j 次の固有振動数 fjとモード減衰定数 hjが最終的に以下のように表せる。 
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𝑓௝ ൌ

|ln𝜆௝
ᇱ|

2𝜋∆𝑡
 (2-46) 

 
ℎ௝ ൌ െ

ln|𝜆௝
ᇱ|

|ln𝜆௝
ᇱ|

 (2-47) 

また，固有モード Φ は，システム行列 Ac の固有ベクトルを Ψ とすると，モード座標から物

理座標への変換を行うことで，システム行列 C を用いて次式で表すことができる 2-26)。 

 𝚽 ൌ 𝐂𝚿 (2-48) 

 

（3）システム次数と各種パラメータの設定 

部分空間法におけるシステム行列を推定するためのパラメータとして，（2）でも示したシ

ステム次数 n，さらにブロック行数 r およびデータ数 N がある 2-24), 2-25)。これらは，いずれも

同定精度の安定性に関わることが指摘されており，それぞれ適切に設定する必要がある。シ

ステム次数については，理想的な J 質点系であれば n=2J となるが 2-24)，実際の観測データに

おいては，式(2-36)の特異値行列により安定する次数を確認する必要がある 2-24), 2-25)。また，ブ

ロック行数 r およびデータ数 N は，前述の文献に倣い，パラメトリックスタディによりこれ

らのパラメータを適当な範囲で変動させることで，その影響を予め確認し，十分に解が安定

する値を採用することとした。 
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2.5 まとめ 

以上より，本章では，本論で検討対象とする実大三次元震動破壊実験施設Ｅ－ディフェン

スについて，同施設より取得可能な実測データとしての特徴を，他の一般的な実測データの

取得方法とともに比較し，それらの長所ないし短所 2-1)~2-6)を踏まえて整理した。続いて，国内

外における大型震動台施設 2-3)~2-15)，およびそれらの施設で行われた代表的な振動台実験
2-16)~2-19)を調査し，Ｅ－ディフェンス施設の特徴，1 章で示した既往の知見に見られる，RC 造

や S 造の固有周期や減衰定数の振幅依存性，初期の減衰定数について検討した。また，本論

において用いる，実測データに対する振動特性の推定に用いるシステム同定手法 2-20)~2-29)につ

いて，その概要を示した。 

これより，Ｅ－ディフェンス実験で得らえる実測データについては，通常の地震観測と同

様に，様々な位相の加振が実施可能であるとともに，屋内の振動台施設であることから相互作用

の影響を極力除外した形でのデータが取得可能である。また，微小振幅から大振幅に至るまで加振

力を調整し，建物の線形時から終局までの応答を取得可能であること等が大きな利点の一つと考え

られる。また，国内外の振動台施設を含めて，実大規模の建物を搭載して大振幅レベルの加振

が可能な唯一の振動台と言える。国外の振動台実験結果では，RC（SRC）造および S（CFS）

造建物の減衰定数は，前者が 2~4%，後者が 1.5~5%であり，振動台実験下においても固有周

期および減衰定数に，それぞれ振幅依存性が認められた。耐震設計で用いられる各慣用値（RC

造 3%，S 造 2%）は各実験の値に包絡される範囲であるが，そのほとんどが縮小あるいは部

分的な試験体に限られており，実大規模の振動台実験に対する知見は不十分と考えられる。

また，各振動特性に見られる振幅依存性の変動要因についても詳細に検討する必要があり，

実建物に含まれる相互作用がどのようにそれらの振動特性に影響するかも踏まえて，耐震安

全性に資するデータとして蓄積することが極めて重要となる。 

上記を踏まえ，以降において，本章の最後に示した比較的信頼性の高いと考えられる時間

領域でのシステム同定手法を用いて，Ｅ－ディフェンスの実験に着目し，前述の課題につい

て検討を実施する。 
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3. RC 造試験体の振動特性分析 

3.1 はじめに 

前章では，Ｅ－ディフェンスの振動台実験より取得可能な実測データの特徴を整理し，国

内外における大型震動台施設と比較することで，同施設の実測データの有用性を確認した。

また，国外の振動台施設で実施された実験について調査し，RC 造や S 造の固有周期や減衰定

数の振幅依存性，初期の減衰定数について検討した。その結果から，実大規模の振動台実験

に対する知見の拡充が必要不可欠であること，各振動特性に見られる振幅依存性の変動要因

等についても詳細に検討する必要があることを示した。本章では，上記を踏まえ，Ｅ－ディ

フェンスの実大振動台実験（一部縮小を含む）を分析することで，既往の実建物で得られて

いる固有周期や減衰定数の経年変化や振幅依存性例えば 3-1)~3-5)に対して，特に主要架構に関する

健全性の影響に着目した分析を行う。 

Ｅ－ディフェンスでは，これまでに，RC 造あるいは S 造について，主要架構で構成された

試験体を用いて，微小振幅レベルから極大振幅レベルに至る加振実験が複数行われている例え

ば 3-6)~3-15)。これらの実験データを分析し，前述の経年変化や振幅依存性にみられる振動特性の

変動について，建物の線形挙動から終局状態に至るまで，現行の設計規準による建物の健全

性と振動特性の変化を捉えておくことは，極めて重要である。 

さらに，振動台実験による実測データにおける同様の検討例として，剛性低下や固有振動

数の変化を評価した事例は，国内外で見られるものの 3-6)~3-16)，これらはいずれも単一の試験

体での評価に留まっており，振動特性の推定方法も異なる。このため，建築物の振動特性を

幅広く評価するためには，S 造，RC 造など複数の構造種別の試験体について，共通の見方で

傾向を分析し評価することが必要であると考える。 

3 章では，第一段階として，Ｅ－ディフェンスで過去に行われた加振実験のうち RC 造建物

に関するものを取り上げ，3 体の試験体の固有周期や減衰定数などの振動特性とその変化に

ついて，1 次モードに加え，比較的検討事例の少ない 2 次モードまでを含めて整理する。具体

的には，ARX モデル例えば 3-17)を用いて振動特性とその変化について分析し，引き続き，経験し

た最大変形と振動特性に対する影響に着目した検討を行う。本章の分析では，既往の報告
3-18)~3-21)で指摘されている振動台の回転制御が及ぼす振動特性への影響については考慮できてい

ない。しかしながら，検討対象とした実験の状況を整理し，影響が生じる要因等についての簡単

な考察を行い，後述の 5 章の検討の足掛かりとする。 

なお，本章での成果は，「大型震動台実験に基づく RC 造建物の振動特性の分析」3-26)として

2017 年 11 月に建築学会構造系論文集にて発表している。  
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3.2 試験体および加振計画の概要 

本章では，以降に示す 3 体の RC 造建物を模擬した耐震構造の試験体を対象として検討を

行う。検討対象とした試験体形状および加振ケース一覧を，Fig. 3-1~3-3 および Table 3-1~3-3

にそれぞれ示す。加振ケース一覧には，1階および頂部での最大加速度 3-22)を併せて記載した。

なお，表中の加振ケースの色分けは，加振種類（詳細は後述）で分けており，ランダム加振，

調整加振，本加振としている。 

Table 3-4 に各試験体の諸元を示す。表中の 1 次固有周期は，加振実験前の計測で示された

数値である 3-7)~3-15)。 

 

3.2.1 試験体 1 3-10) 

試験体 1（Fig. 3-1）は，RC 造 4 階建ての建物を模擬した試験体で，総質量は 760ton，短辺

方向（X 方向）8m×1 スパン，長辺方向（Y 方向）5m×2 スパン，階高は平均 3.65m の実大ス

ケールである。本試験体の実験は，大地震時における医療施設の機能維持の観点で行うため，

施設の内部空間を詳細に模擬しており，躯体内外に非構造部材ならびに医療機器が多数配置

されている。そのため，主要架構の影響だけでなく，非構造部材や医療機器などが躯体に及

ぼす影響も加わるため，他の 2 体の試験体とはやや性質が異なる点に注意が必要である。な

お，試験体の設計時の 1 次固有周期は，短辺方向が 0.23 秒，長辺方向が 0.24 秒となってお

り，Table 3-4 で示す実験前計測値とほぼ一致している。そのため，非構造部材が固有周期に

与える影響は比較的小さいと考えられる。 

試験体 1 の実験は，Table 3-1 に示すように，はじめに長周期地震動である三の丸波，次に

短周期地震動である横浜模擬波，エルセントロ波，JMA神戸波の順に加振が行われている 3-10)。

なお実験では，これらの地震波による本加振（以後，本加振）に加えて，試験体の振動特性を

把握するためのランダム波による振動特性把握加振（以後，ランダム加振），本加振の再現性

を高めるための地震波作成用の調整加振（以後，調整加振と表記する。調整加振の振幅は本

加振の 0.2~0.4 倍である。）もそれぞれ検討対象としている。ただし，加振やデータ取得に問

題があったデータ，主要加振方向と直交する方向のデータなどは除外する。また，表中の各

加振において，加振終盤に入力加速度が非常に小さくなる場合，同定精度の低下が懸念され

るため，予めデータから除外して継続時間を設定している。なお，Table 3-1 中における JMA

神戸波 80%（加振 20）による本加振では，振動台と基礎の間に滑りが生じていることが報告

されている 3-10)。そのため，他の加振時とは接地状態が異なり，1 階の加速度レベルは大きい

反面，変形はそれほど大きくないことに留意する必要がある。  
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(a)Framing elevation (b)Typical floor plan 

Fig. 3-1 Configuration of specimen 1 added some descriptions to the original figure in 3-10), 3-11) 
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Table 3-1 List of Input wave (Specimen 1) 3-26) 

No. Input wave* 

Max. Acc. (Gal) 
Duration time** 

(sec) 
1F Top 

X Y X Y 

1 Random(XY) -43 -50 67 -67 265 

2 Sannomaru-100%(XY) 206 151 -200 174 335 

3 Random(XY) -46 -53 66 64 265 

4 Yokohama-20%(XY) -40 44 -70 72 

85 
5 〃 -83 101 -151 -172 

6 〃 -102 105 -229 243 

7 〃 -97 111 -239 280 

8 Yokohama-100%(XY) -732 653 1180 1113 95 

9 
Random(X) 40 - -59 - 

265 
Random(Y) - 47 - 62 

10 El-centro-20%(XY) 39 -71 -61 110 

55 11 〃 65 -107 112 182 

12 〃 67 -107 152 180 

13 El-centro-100%(XY) 389 -496 1034 958 75 

14 
Random(X) 47 - -54 - 

265 
Random(Y) - 57 - -59 

15 
Random(X) 42 - -54 - 

Random(Y) - 48 - -59 

16 JMA-Kobe-20%(XYZ) 92 127 213 -375 

45 
17 〃 120 161 402 498 

18 〃 109 127 156 254 

19 〃 124 160 391 472 

20 JMA-Kobe-80%(XYZ) 1580 2042 -1961 2131 50 

21 
Random(X) 47 - 44 - 

265 
Random(Y) - -51 - 49 

* Excluding orthogonal direction response in unidirectional shaking case about Random wave 

** Sampling frequency equals to 1000 Hz 
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3.2.2 試験体 2 3-7) 

試験体 2（Fig. 3-2）は，試験体 1 と同様に，RC 造 4 階建てを模擬した試験体で，総質量は

約 600ton，長辺方向（X 方向）7.2m×2 スパン，短辺方向（Y 方向）7.2m×1 スパン，階高は各

階 3m の実大スケールである。なお，試験体 2 の実験では，Fig. 3-2 に示した試験体とほぼ同

形状かつ同質量のプレストレストコンクリート造建物の試験体が同一の振動台上に設置され

ているため，Ｅ－ディフェンスの最大搭載質量とほぼ同じ約 1200ton の試験体が設置された

状態で加振が行われている点に留意する必要がある。 

 試験体 2 の実験は，Table 3-2 に示すように，試験体の損傷を段階的に進行させる目的で，

まず JMA 神戸波を 10%~100%と徐々に入力レベルを上げて加振を行っている 3-7)。続いて，

繰り返し大変形を与える目的で，JR 鷹取波を 40%と 60%の 2 レベルで加振を行っている。 

ここでは，これらの本加振に加えて，試験体 1 と同様，各本加振の前後に実施されたホワイ

トノイズ加振（以後，試験体 1 と同じくランダム加振と呼ぶ）も含めた全ての加振を検討対

象としている。なお，試験体 1 および後述の試験体 3 では，事前に調整加振を行い，ターゲ

ットである本加振に近づける入力補償制御を採用しているのに対し，試験体 2 では，調整な

しの基本制御（無補償加振）を採用しているため，加振数が少ないなど加振条件がやや異な

る。 

 

  
(a) Plane to 2nd to 4th floor (b)1-frame and 2-frame 

Fig. 3-2 Configuration of Specimen 2 added some descriptions to the original figure in 3-7), 3-8) 
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Table 3-2 List of Input wave (Specimen 2) 3-26) 

No. Input wave 

Max. Acc. (Gal) 
Duration time* 

(sec) 
1FL Top 

X Y X Y 

1 White-Noise(XYZ) 28 -29 38 49 

50 

2 JMA-Kobe-10%(XYZ) 75 -100 -112 168 

3 White-Noise(XYZ) 30 -29 39 -52 

4 JMA-Kobe-25%(XYZ) 169 -263 -309 662 

5 White-Noise(XYZ) 29 -25 -36 46 

6 JMA-Kobe-50%(XYZ) 345 -461 724 1134 

7 White-Noise(XYZ) 26 25 23 35 

8 White-Noise(XYZ) 26 -29 -22 34 

9 JMA-Kobe-100%(XYZ) 776 -1250 989 -1650 

10 White-Noise(XYZ) 29 27 -22 -33 

11 White-Noise(XYZ) 22 -22 -21 31 

12 JR-Takatori-40%(XYZ) -295 -341 -607 -758 

13 White-Noise(XYZ) 21 21 -19 -28 

14 JR-Takatori-60%(XYZ) -445 -558 -790 -987 

15 White-Noise(XYZ) -24 -23 21 26 

*Sampling frequency equals to 1000 Hz 

 

3.2.3 試験体 3 3-12), 3-13) 

試験体 3（Fig. 3-3）は，RC 造 20 階建ての建物を模擬した試験体で，階高 3m，建物高さ

60m の超高層建物を想定するため，試験体 1，2 とは異なり実大の 1/4 スケールである。試験

体の総質量は 415ton，長辺方向（X 方向）1.625m×3 スパン，短辺方向（Y 方向）1.625m×2 ス

パン，階高は 0.75m である。なお，加振時には，周囲に鋼材による防護フレームを組んでい

ることから，振動台に加わる総質量としては，試験体の質量に防護フレームの質量（210ton）

を加えた 625ton である（Table 3-4 には試験体のみの質量を記した）。 

試験体 3 の実験では，Table 3-3 に示すように検討対象を長周期地震動として，3.11 地震時

に関東地方で観測された東京観測波（3 軸加振）と，南海トラフを震源とした三連動地震を想

定して作成された津島波（1 軸加振）を基本に，これら 2 種の地震波を目標応答レベルに応じ

て増幅して入力している 3-12)。本実験では，3 スパンとなる X 方向を主要な加振方向とし，東

京観測波を増幅する場合は，X 方向成分（地震波 NS 成分）のみを増幅していることから，他
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の試験体と異なり，X 方向および Y 方向で試験体の損傷レベルが大きく異なることが特徴で

ある。また，当実験においても，ランダム加振，調整加振，本加振の全てを検討対象とした。 

 

 

 
(b) Floor plan 

 

 

(a) Elevation plan (c) Birds eye view 

Fig. 3-3 Configuration of Specimen 3 added some descriptions to the original figure in 3-12), 3-13) 
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Table 3-3 List of Input wave (Specimen 3) 3-26) 

No. Input wave 

Max. Acc. (Gal) 
Duration time*  

(sec) 
1F Top 

X Y X Y 

1 Random(XYZ) -19 -22 59 -53 

185 

2 Random(XYZ) 29 -30 87 -75 

3 Tokyo-40%(XYZ) 30 -26 -120 110 

4 〃 30 -26 -144 -130 

5 〃 29 -42 168 164 

6 〃 -32 -40 179 167 

7 Tokyo-100%(XYZ) -80 -74 -340 254 

8 Random(XYZ) 39 -40 -60 61 

9 Tokyo-80%(X)40%(YZ) 38 -26 -176 55 

175 

10 〃 -53 -42 273 -74 

11 〃 48 -37 277 -81 

12 Tokyo-200%(X)40%(YZ) -121 -76 -458 -237 

13 Random(XYZ) 36 -40 56 52 

14 Tokyo-120%(X)40%(YZ) -57 -25 -181 70 

15 〃 -75 -41 296 95 

16 〃 -71 -39 333 97 

17 Tokyo-300%(X)40%(YZ) -188 -76 654 234 

18 Random(XYZ) 33 -41 48 -55 

19 Tsushima-80%(X) 67 -6 334 -28 

20 〃 72 6 449 -43 

21 Tsushima-150%(X) 145 9 748 -53 

22 Random(XYZ) 36 -39 43 -55 

23 Tsushima-80%(X) 64 8 330 -25 

24 〃 73 -10 -483 37 

25 Tsushima-200%(X) 189 12 785 -76 

26 Random(XYZ) 37 -37 37 -57 

*Sampling frequency equals to 200 Hz 
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Table 3-4 Specimen data 3-26), for more descriptions see 3-7)~3-15) 

Specimen No. Story 
Height* 

(m) 

Weight 

(ton) 

1st natural period（s) 
Scale 

X Y 

1 4 15.0 760 0.24 0.24 Full 

2 4 12.0 609 0.43 0.31 Full 

3 20 15.8 415 0.51 0.56 1/4 

* From 1FL to RFL 

 

Table 3-5 Maximum story drift 3-26), for more descriptions see 3-7)~3-15) 

Specimen No. No. Input wave 
Max. story drift γstd. (×10-3 rad) 

X dir. Y dir. 

1 

2 Sannomaru   0.2   0.2 

8 Yokohama   2.0   1.5 

13 El-centro   1.6   2.0 

20 JMA-Kobe   2.8   2.9 

2 

2 JMA-Kobe-10%   0.5   0.6 

4 JMA-Kobe-25%   2.0   3.0 

6 JMA-Kobe-50%  16.0  10.0 

9 JMA-Kobe-100%  34.0  34.0 

12 JR-Takatori-40%  34.0  27.0 

14 JR-Takatori-60%  46.0  51.0 

3* 

7 Tokyo-100%   4.3  

12 Tokyo-200%   7.3 

17 Tokyo-300%  11.6 

21 Tsushima-150%  15.6 

25 Tsushima-200%  28.6 

* Y dir. data are not listed in references. 
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3.3 振動特性の同定方法 

 各試験体に対し，水平方向の 1 次および 2 次の固有周期と減衰定数を対象に，振動特性を

同定して得られた結果を分析する。同定手法は，試験体に関する振動特性の時間変動を，比

較的簡便かつ効率良く推定するため，入出力データに予めバンドパスフィルターを用いた，1

入力 1 出力系の ARX モデル 3-5),3-23)を採用する。 

検討対象とする実測データは，防災科学技術研究所の公開データ 3-22)を用いた。同定にあた

り，1 次モードを対象とする場合は，建物の最上階と 1 階の水平加速度記録を用い，2 次モー

ドを対象とする場合は，建物の中間階（試験体 1，2 は 3 階，試験体 3 は 11 階）と 1 階の水

平加速度記録をそれぞれ用いた。加速度計の位置を Fig. 3-1~3-3 中に示す。平面内の設置位置

は，試験体 1 では医療機器などの配置に影響されない角位置の 1 点，試験体 2 では Fig. 3-2 に

示す 2 点（加速度は 2 点の平均としたが，一方のノイズが大きいと判断される場合に限り他

の 1 点の値とした），試験体 3 では Fig. 3-3 中に示す 1 点(対角位置でもほぼ同等の応答が得ら

れることを確認済)を，それぞれ選定した。 

ARX モデルの解析条件は，既往の文献 3-5),3-23)を参考に，解の安定性やパラメータの変動に

よる同定結果への影響が小さいことを確認の上で，以下のように各試験体で共通に設定した。 

 ・収録時間刻みの 10 倍の間隔でリサンプリングを行う。 

 ・算定区間は，20 秒とし 5 秒ピッチでランニングさせる。 

 ・モデル次数は，N=2 とする。 

 ・時間遅れ項は考慮しない。 

 各試験体の振動特性は，以降の検討で示すように，入力レベルが上がり試験体の損傷が進

むにつれて，固有周期（固有振動数）が大きく変化する。そのため，予め設定するバンドパス

フィルターは，伝達関数を確認し，損傷過程に応じて各モードのピークを包絡するような台

形型のフィルターを，各加振でそれぞれ決定している。 

Fig. 3-4 に各試験体の加振 1 において，振幅が概ね一定となる範囲を対象に，1 階と最上階

の X 方向応答より求めた伝達関数を示す。図に示すように，1 次および 2 次モードの卓越振

動数帯を各加振で同様に確認する。更に，ねじれ応答の励起の有無を確認し，比較的影響が

小さいと判断したうえで，ねじれモードは分析対象から除外した。 

 なお，各試験体とも X，Y の 2 方向の検討を行っているが，X 方向と Y 方向の結果は，概

ね同様の傾向を示すため，以降では X 方向の結果を中心に整理する。 
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3.4 各試験体の振動特性 

Fig. 3-5~3-7 に，各試験体で対象とした全ての加振に対する，X 方向の 1 次と 2 次の固有周

期 T（各図の(a)と(b)，同図右側の縦軸 T/T0 は最初の加振の周期に対する変化率）と減衰定数

h（同(c)と(d)），平均変形角 γavg.の変動（同(e)と(f)）を示す。横軸には，各加振中の全ての算

定区間の結果（例えば試験体 1 では｜加振 1（0~20（s),5~25(s),…,245~265(s)の計 50 区間)｜加

振 2｜…｜加振 21(0~20（s),…,245~265(s)の計 50 区間)｜であり,｜は加振番号毎の区切りを表

す）を示している。凡例は色が濃いほど大きな加振であることを示し，Fig. 3-5~3-7 で共通で

ある。 

 平均変形角は，各算定区間で最大となる平均変形角（1 次モードの場合は，1 階と屋上階，

2 次モードの場合は，1 階と中間階の間の変形角として，各階の加速度値を積分して得られた

相対変位を 1 階~屋上階または 1 階~中間階の高さで除した値）を指す。なお，ARX モデルで

の同定には，バンドパスフィルターをかけた入出力波を用いていることから，全モード成分

と各モードのみから求めた変形角の双方を併せて示した（ただし，全モード成分の平均変形

角の算定時には，0.1~0.4Hz 程度のローカットフィルターを設定することで，加速度積分で生

じる過剰な変位を除いて算定した 3-13)）。 

 損傷程度を示す上での参考として，Table 3-5 に既往の文献 3-7)~3-15)に示された各試験体の本

加振時の最大層間変形角を示す。なお，試験体 3 の Y 方向の値は，記載がないため省略した。

値をみると，試験体 1 と試験体 2 では，それぞれ最初の本加振である三の丸波ならびに JMA

神戸波 10%では応答レベルが小さく，損傷も明確に生じていない 3-7), 3-10)。2 度目の本加振以

降は，試験体 1~3 とも損傷が進行し，概ね同じ傾向となる。よって，以降の固有周期と減衰

定数の変化に関する検討は，（1）最初の本加振前後の変動，（2）繰り返し本加振を受ける場

合の変動，とに分けて行う。 

 

   
(a)Specimen 1 (b)Specimen 2 (c)Specimen 3 

Fig. 3-4 Transfer function of Wave No.1 3-26) 

 

3.4.1 固有周期の変化 
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（1）最初の本加振前後の変動 

・各試験体の最初のランダム加振から，1 次周期は，試験体 1 で 0.23 秒，試験体 2 で 0.42 秒，

試験体 3 で 0.52 秒前後であり，概ね Table 3-4 と対応する（Fig. 3-5~3-7 (a)の加振 1 を参照）。 

・同じく 2 次は，試験体 1~3 でそれぞれ 0.06 秒，0.12 秒，0.17 秒前後となっており，1 次と

2 次の比率は，いずれも 3 から 4 程度となっている（Fig. 3-5~3-7 (b)の加振 1 を参照）。 

・試験体 1，2 は，いずれも最初の本加振中に，最大変形発生に伴い長周期化し，変形が小さ

くなると減少し元の周期に近づく。これは，変形の大きさに応じた周期の変動傾向，すなわ

ち振幅依存性 3-23)と考えられる（Fig. 3-5，3-6 (a)，(b)を参照）。 

・試験体 1，2 の本加振経験前後のランダム加振における周期を比べると，いずれの試験体も，

1 次，2 次とも本加振前と後で同程度の周期となっている（Fig. 3-5，3-6 (a)，(b)の加振 1 と

加振 3 を比較）。 

・上記の試験体 1，2 の傾向は，両試験体の損傷が小さいこと（ヘアクラック程度 3-10)）に加

え，それぞれの変形が，最大層間変形角で 1/5000（0.2×10-3），1/2000（0.5×10-3）程度，平均

変形角で 1/3000（3×10-4），1/1500（7×10-4）程度と比較的小さく，ほぼ弾性応答範囲に留ま

ったためと考えられる（Table 3-5 および Fig. 3-5，3-6 (e)，(f)の加振 2 を参照）。 

・一方，試験体 3 の傾向について，まず調整加振時には，試験体 1，2 の本加振時と同様，振

幅依存性を伴う周期変動傾向がみられる。更に，加振毎の周期の変化に着目すると，一つ前

の加振時の周期よりも，後続する加振の各区間とも全体的に周期が若干伸びており，繰り

返し加振を受けることで，周期が漸増している様子がみられる（Fig. 3-7 (a)，(b)の加振 3~6

を参照）。 

 

・試験体 3 における上記の傾向は，中間層において層間変形角 1/500 程度（後述の Fig. 3-10

より，平均変形角では 1/800~1/900 程度に相当すると推察）の振幅で，剛性低下が生じはじ

めること 3-12)，振幅レベルが同程度の調整加振が連続する中で，加振毎に周期が漸増してい

る様子と併せて推察すると，平均変形角 1/1000（1×10-3）程度においても各層で生じる軽微

な損傷が累積し，徐々に全体の剛性が低下するためと考えられる（Fig. 3-7 (e)，(f)の加振 3~6

を参照）。 

・試験体 3 は，最初の本加振中に大きく周期が増大し，本加振前後のランダム加振において

も，1 次が 0.75 秒，2 次が 0.2 秒程度と，1.4 倍ほど長周期化する様子がみられる（Fig. 3-7 

(a)，(b)の加振 7，および加振 2 と 8 の比較による）。 

・試験体 3 の変化は，最大層間変形角が 1/230 程度と大きく，曲げひび割れも多数確認され

ていることから 3-14)，非線形化に伴う剛性低下の影響が大きく表れていると考えられる

（Table 3-5 の試験体 3 の加振 7 を参照）。 
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（2）繰り返し本加振を受ける場合の変動 

・試験体 1~3 とも，振幅レベルを増大させた本加振中において，最初の本加振と同様，振幅

に依存した周期変動傾向がみられる（例えば，Fig. 3-5 (a)，(b)の加振 8，Fig. 3-6 (a)，(b)の

加振 4，Fig. 3-7 (a)，(b)の加振 12 を参照。以降の本加振(●)も同様）。 

・2 度目以降の本加振を経験した後のランダム加振における周期は，本加振中に増大した周

期に対し減少する傾向がみられるが元の周期には戻らず，長周期化した状態をいずれの加

振後も保つ（例えば，Fig. 3-5 (a)，(b)の加振 9，Fig. 3-6 (a)，(b)の加振 5，Fig. 3-7 (a)，(b)の

加振 13 を参照。以降のランダム加振(●)も同様）。 

・各試験体における上記の傾向は，試験体 3 の最初の本加振前後の場合と同様である。これ

を各試験体の変形角と対応させると，2 度目の本加振時には，各試験体とも平均変形角が

1/500~1/300（2~3×10-3）程度となっている（試験体 3 は本加振 1 度目）。この時，試験体 1，

2 は最大層間変形角が 1/500（2×10-3）程度であり，2 度目以降の変形を見ると，各本加振後

の長周期化傾向は，層間変形角の最大値の更新の有無によらず同様である（平均変形角は，

Fig. 3-5 (e)，(f)の加振 8，Fig. 3-6 (e)，(f)の加振 4，Fig. 3-7 (e)，(f)の加振 7 を参照。最大層

間変形角は，Table 3-5 参照）。 

・試験体 1 では，調整加振以前に，より入力レベルの大きい本加振を経験していると，調整

加振の変形レベルが 1/10000~1/1000（10-4~10-3）程度と比較的小さい振幅を繰り返す場合で

も，加振中に生じる固有周期の最大値は，概ね直近の本加振で生じた最大の周期に漸近す

る傾向がある（Fig. 3-5 (a)，(b)の加振 4~7 に対する加振 2，加振 10~12 に対する加振 8 を比

較）。 

・試験体 3 では，調整加振の変形レベルが，以前の本加振に比べやや小さい場合においても，

最大変形時には，概ね過去最大の固有周期と同程度の値を示す。更に，連続する各調整加振

の開始後に示す最大周期が右上がりに漸増して変化しており，特に 2 次では過去最大周期

をわずかに更新する様子もみられる。この周期の変動傾向は，本項（1）で確認した本加振

経験前の調整加振時と同様であり，比較的小さい損傷の累積によるものと考えられる。す

なわち，降伏後に非線形が進んだ状態でも，各層に軽微な損傷が蓄積し，剛性低下が引き続

き生じることが考えられる（Fig. 3-7 (a)，(b)の加振 9~11 に対する加振 7，加振 14~16 に対

する加振 12 を比較）。 

 

3.4.2 減衰定数の変化 

 ここでは，Fig. 3-5~3-7 (c)，(d)における減衰定数の変化に着目する。得られた傾向を以下に

示す。 
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（1）最初の本加振前後の変動 

・試験体 1~3 とも，本加振入力前のランダム加振では，1 次減衰定数はややばらつきが大き

く，それぞれ 8~10%，4~8%，1~2%であるのに対し，2 次は 3%，2%，1%前後と比較的ばら

つきが小さい（Fig. 3-5~3-7 (c)，(d)の加振 1 参照）。 

・試験体 1~3 とも，最初の本加振中に，1 次，2 次とも減衰定数が変形の増大に伴い変動し，

比較的大きな値を示す傾向がみられる（Fig. 3-5，3-6 (c)，(d)の加振 2，Fig. 3-7 (c)，(d)の加

振 7 参照）。 

・試験体 1,2 では，本加振経験前後のランダム加振において，減衰定数の変化は小さいのに対

し，試験体 3 では，本加振後に 2 倍程度まで増大する。これは固有周期の変化傾向と対応

する（Fig. 3-5, 3-6 (c)，(d)の加振 1 と加振 3，Fig. 3-7 (c)，(d)の加振 1 と加振 8 を比較）。 

・試験体 3 では，本加振前の調整加振において，直前のランダム加振に比べ，1 次，2 次とも，

減衰定数は変動があるものの平均的に大きくなる｡これは，固有周期と同様，軽微な損傷が

累積する影響であると考えられる（Fig. 3-7 (c)，(d)の加振 3~6 を参照）。 

なお，試験体 1，2 では，初期の 1 次減衰定数が，設計で慣用的に使われる値（RC 造で 3%程

度）に比べてやや大きい傾向がみられる。この要因の詳細については 3.6 項において，あらた

めて考察する。 

 

（2）繰り返し本加振を受ける場合の変動 

・試験体 1~3 とも，2 度目以降の本加振中において，1 度目と同様，1 次，2 次とも減衰定数

は変形の増大に伴い変動し，加振前より大きな値を示す。また，試験体 1 の 1 次を除き，

一連の実験の後半に行われた本加振時に，より大きな値を示す傾向にある（Fig. 3-5 (c)，(d)

の加振 8，Fig. 3-6 (c)，(d)の加振 4，Fig. 3-7 (c)，(d)の加振 12 および以降の本加振(●)を参

照）。 

・上記の減衰定数の変動傾向は，試験体が非線形化することに伴い生じる履歴減衰によるエ

ネルギー消費が付加されるためと考えられる。これは，試験体 3 において，最大変形発生

区間にやや遅れて，各加振の後半に減衰定数が大きくなる点からも伺える（例えば，Fig. 3-7 

(c)と(e)，(d)と(f)の加振 7 を比較。以降の本加振(●)も同様）。 

・一方，試験体 1 が異なる性状を示す点について，明確な原因が特定できないものの，特に

初期の減衰定数から大きな値を示していること，更に後半の本加振においても入力レベル

が段階的に上がらず，塑性化の進行が小さいことから，履歴減衰による付加効果も比較的

小さいことが影響した可能性が考えられる。 

・本加振後のランダム加振における減衰定数を比較すると，ばらつきがあるものの，概ね初

期の値に比べて上昇する傾向がある。特に試験体 2,3 では，試験体に大変形が生じた後は

2~3 倍程度となっている（例えば，Fig. 3-6 (c)，(d)の加振 1 に対し加振 10，Fig. 3-7 (c)，(d)

の加振 1 に対し加振 8 を比較。以降のランダム加振(●)も同様）。 
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・試験体 1,3 の調整加振時には，それ以前に入力レベルの大きい本加振を経験した場合，概ね

直近の本加振で生じた最大の減衰定数に漸近する傾向がある。過去の最大変形に依存した

傾向を示す点は，固有周期の場合と共通である（例えば，Fig. 3-5 (d)の加振 10~12 に対し加

振 8，Fig. 3-7 (c)，(d)の加振 9~11 に対し加振 7 を比較）。 

 

3.4.3 各試験体の振動特性のまとめ 

これまでの結果より，各試験体の固有周期および減衰定数について得られた特徴を以下に

まとめる。 

・変形レベルが平均変形角 1/1000 程度の本加振，あるいは調整加振の繰り返しに伴い，周期

および減衰定数の漸増がみられる。周期に関しては，過去の強震観測分析より微小地震の

累積によるとされる建物竣工後の経年変化（周期漸増傾向）3-2)~3-4)と概ね対応する。これら

は，非構造部材の固定度等の変化に伴う剛性の低下等が指摘されているが，コンクリート

部材の微小な損傷の蓄積が変動要因であった可能性を示唆するものと考える。ただし，実

建物における経年変化は頭打ちする様子も見られることから，要因の特定には，重量の変

化や最大変形に着目した検討等より詳細な分析が必要である。 

・本加振時には，変形角に応じた周期の変動傾向，すなわち振幅依存性が顕著にみられる。

また，入力レベルが増大した本加振では，その後の小振幅加振時（ランダム加振）にかけて,

周期は元の値に近づく傾向にあるが完全には戻らない。これは，3.11 地震などの観測記録

の分析より得られた周期の変動傾向，および地震後の周期の回復傾向 3-2), 3-5)と概ね対応して

いる。 

・減衰定数についても，固有周期と同様に，変形の増大に伴う増加傾向が見られ，本加振後

も大きな値を示す傾向がある。これは，非線形化に伴い生じる履歴減衰の影響が相対的に

大きくなるためと考えられる。この傾向は，徐々に入力レベルを増大させた本加振を経験

する場合も同様である。 

・本加振経験後の調整加振時には，それまで回復した周期が，再び振幅の大きさに応じて徐々

に長周期化し，過去最大の固有周期に漸近する。この傾向は，減衰定数についても同様に認

められた。 

・これらの周期変動に関する特徴，すなわち，変形レベルに応じて周期（剛性）が増減を繰り

返すこと，過去最大変形に概ね依存して長周期化する（剛性が低下する）ことなどには，武

田モデルに代表される最大点指向の RC 造の復元力特性と類似した傾向が表れていると推

察される。 

・減衰定数についても，固有周期と同様，最大変形に依存して最大値（履歴減衰を含む）が概

ね決まる傾向にあり，最大変形を更新するごとに値が大きくなる傾向が確認された。これ

は，文献 3-16)の高次の減衰定数の傾向とも概ね対応する。 
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以上，本節より得られた固有周期および減衰定数の変化に関する特徴は，RC 構造の復元力

特性と調和的であることからも，既往の RC 建物の強震観測結果における振動特性変化の要

因として挙げられていた，主要架構の特性変化による影響が支配的である可能性が示唆され

たと考える。  
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3.5 固有周期に関する検討 

3.5.1 振幅依存性に関する検討 

ここでは，3.4 節で得られた振幅依存性について詳細に検討する。性質が異なる 3 種の加振

（本加振，ランダム加振，調整加振）が含まれ，かつ振幅レベル毎の変化が明瞭な試験体 1，

3 について，X 方向を対象に，全ての加振における各加振区間の最大平均変形角（全モード成

分）と 1 次および 2 次の固有周期の関係を，Fig. 3-8 の(a)，(b)に示す。凡例は色が濃いほど大

きな加振を示し，本加振を経験する毎の変動がわかるよう，ランダム加振~本加振に至る一連

の加振（加振群）の結果を同系色で分けて示した。また，本加振毎の固有周期変化が明瞭な

試験体 3 では，各本加振前後におけるランダム加振（加振 1 と 2，8，13，18，22，26）につ

いて，平均変形角と固有周期の関係より求めた回帰直線（見やすくするためグラフ端部まで

延長している）を併記した。 

はじめに，変化の明瞭な試験体 3 を対象に考察する。Fig. 3-8 (b)より，1 次，2 次とも，初

期のランダム加振時には，平均変形角で 1/5000（2×10-4）程度まで，変形角の大きさによらず

固有周期にほとんど変化がない，すなわち，ほぼ弾性範囲内と考えられる場合には振幅依存

性が小さく，ランダム加振（加振 1 と 2）より求めた回帰直線 T1/2の傾きも概ねフラットであ

る。続いて，最初の本加振（加振 7(●)）を経験するまでは，平均変形角で 1/1000（10-3）程度

までの範囲を，対数軸上の回帰直線 T1/2 より若干大きな傾きで直線の上方を推移する。その

後，2 度目の本加振（加振 12(●)）を経験するまでは，概ね 1 度目の本加振直後のランダム加

振（加振 8(●)）より求めた回帰直線 T8 に沿ってやや右上方に推移する。これは，3 度目以降

の本加振毎の変化を見ても同様であり，一旦周期が大きく変動すると，次の本加振を経て周

期が変動するまでは長周期化した状態を保ち，その間に経験する比較的小振幅の加振（ラン

ダム加振，調整加振）中は，概ね回帰直線 T13~26 上を推移する傾向を繰り返すことがわかる。 

なお，5 度目の本加振（加振 25(●)）に着目すると，平均変形角 1/500（2×10-3）程度を超え

ると，増加していた周期が急激に低下をはじめ，最大変形付近で大きく変動後，更に変形角

1/300（3×10-3）程度まで周期が増加したのち，回帰直線 T26上に近づく傾向が見られる。これ

は，試験体の塑性化進行に伴い，スリップ性状が卓越する応答履歴が観測されていること 3-15)，

すなわち，小変形時は，スリップ性状が卓越し緩やかな剛性低下（周期の増加）が生じ，変形

角 1/500 程度を超えると，剛性がややハードニング（周期が低下）して履歴を描く逆 S 字型

の挙動と対応すると考えられる。 

ここで，各ランダム加振の回帰直線に着目すると，周期変動時の傾きは本加振毎に徐々に

大きくなり，繰り返し大振幅を経験することで振幅依存性が増大する傾向が認められる。振

幅依存性（傾き）変化をみると，1 次，2 次とも 1 度目（加振 7(●)）および 5 度目（加振 25(●)）

の本加振経験前後の変動が比較的大きい。1 度目および 5 度目において変動が生じる平均変

形角は，それぞれ 1/500~1/300（2~3 ×10-3），1/100~1/50（1~2×10-2）程度となっており，一定の

変形レベルを経験する度に，変動幅が大きくなる傾向が伺える。 
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次に，試験体 1 の結果を考察する。Fig. 3-8 (a)より，小変形時の傾向は試験体 3 と概ね同じ

である。すなわち，明確に損傷の生じた 2 回目の本加振（加振 8(●)）を経験するまで，平均

変形角で 1/2500（4×10-4）程度までは，各加振とも概ね一定の傾きで周期が変化する傾向が伺

え，緩やかな振幅依存性が認められる。その後，4 度目の本加振（加振 20(●)）を経験するま

では，1 次周期にややばらつきがあるものの，1 次，2 次ともに平均変形角で 1/500~1/300

（2~3×10-3）程度までの範囲を，各加振群が概ね同程度の傾きで右上りに推移しており，経験

した最大変形に依存した振幅依存性を有する傾向が伺える。 

 

● : Random  ● : Adj. seismic  ● : Main seismic 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Specimen 1 (b) Specimen 3 

Fig. 3-8 Relation of natural period T and avg. drift angle γavg. (Specimen 1, 3) 3-26) 

 

3.5.2 剛性低下率の検討 

 ここでは，試験体 1~3 について，各本加振における剛性低下率を求め，本加振時の最大層

間変形角（Table 3-5）と平均変形角との関係を検討する。剛性は，試験体 1~3 のランダム加振

の各加振区間において，次式で簡便に荷重－変形関係を仮定して得られた履歴曲線に対し，

原点を通る直線 y=ax で回帰することにより，各加振で一つの等価剛性（回帰直線の傾き a）

を求めた。 
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 Ki = (2π/Ti)2 (3-2) 

ここで，δi は各加振区間の平均変形角，Tiは各加振区間の固有周期であり，式(3-2)は単位質量

として式(3-1)に適用する。剛性の算定に用いた平均変形角は，回帰精度が良好であった，バ

ンドパスフィルターを用いて 1 次モード成分のみを抽出した波形より算定した。 

 算定例として，試験体 3 で求めた各ランダム加振時の等価剛性（回帰直線），ならびに各本

加振に対し式(3-1)，(3-2)を適用した場合の荷重－変形関係曲線を，等価 1 自由度縮約による

各本加振時の最大応答点 3-15)と併せて Fig. 3-9 に示す。図より，ARX モデルによる同定結果を

用いて各ランダム加振より求めた等価剛性，本加振時の履歴曲線は，等価 1 自由度縮約の結

果と概ね対応していることがわかる。 

Fig. 3-10 に最大層間変形角 γstd.と平均変形角 γavg.との関係を示す。図より，低層の試験体 1,2

では，層間変形角が 1/100（0.01）程度以下では，平均変形角との比率は 1.0 に近い。更に試

験体 2 で塑性化が進んだ場合や高層の試験体 3 では，平均変形角は層間変形角の約 6 割程度

に近く，高次モードの影響が相対的に大きいものと考えられる。 

Fig. 3-11 (a)，(b)に，各試験体のランダム加振における，前記の方法で求めた等価剛性から

算定した剛性低下率 K/K0（最初のランダム加振における剛性を 1 に基準化した場合の各加振

の比率）と，最大層間変形角および平均変形角との関係をそれぞれ示す。 

 図より，試験体によってややばらつきがあるものの，(a)の層間変形角で 1/100（0.01）程度,(b)

の平均変形角で 1/200（0.005）程度で，各試験体，各方向とも初期剛性の 3~4 割程度まで概ね

同様の傾きで剛性が低下し，以降は，低下率がやや緩慢になる傾向がみられる。これより，

RC 試験体においては，Fig. 3-1~3-3 に示す通り，建物規模や構造形式（壁式構造あるいはラ

ーメン）が異なる場合でも，概ね同様の段階的な剛性低下傾向を有することが推察される。 

 

 

 

 
Fig. 3-9 Relation of load Qα and relative 

disp. δ（Specimen 3) 3-26) 

Fig. 3-10 Relation of max. story drift γstd. 

and avg. drift angle γavg.
 3-26) 
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       (a) γstd. & K/K0 (b) γavg. & K/K0 

Fig. 3-11 Relations between max. story drift γstd., avg. drift angle γavg. and stiffness decline 

rate K/K0 
3-26) 

 

3.5.3 経験した平均変形角に応じた変化 

 3.5.1，3.5.2 項では，固有周期あるいは剛性の変化に関して，経験した変形レベルに応じて

段階的に状態が変化する傾向を確認した。ここでは，各試験体について，本加振前後の比較

的入力が小さいランダム加振，調整加振のみに着目し，加振毎にその時点で経験した最大の

平均変形角と固有周期の関係を検討する。なお，各試験体とも，最初の本加振以前には，加

振中に経験する変形角の最大値が更新されることがあり，この場合は更新後の値を採用した。 

ここでは，前節までの傾向を踏まえ，以下の 4 つの変形レベル S1~S4を定義する。 

 S1 微小変形：平均変形角 1/3000（3×10-4）程度 

 S2 小変形 ：S1を超え，1/1000（10-3）程度 

 S3 中変形 ：S2を超え，1/100（10-2）程度 

 S4 大変形 ：S3を超える範囲 

 Fig. 3-12 (a)，(b)に，各試験体の X，Y 方向について求めた 1 次，2 次の固有周期比と平均

変形角の関係を示す。ここで，固有周期は一つの加振に対し，当該加振全区間の平均値とし

て一つ求め，最初のランダム加振時の周期を T0としている。図中には，定義した変形レベル

に応じて，4 つの範囲を区切り，S2~S4 範囲は，それぞれの範囲で求めた回帰直線および近似

式を併せて示す。 

 図より，S2~S4 の範囲では，1 次と 2 次の固有周期比の増加率に 1.5~2 倍程度の開きはある

が，1 次，2 次とも S1~S4 まで経験した変形角に応じて右上がりに周期比が推移しており，仮

定した各範囲内において概ね一定の変化率で変動している様子が伺える。ただし，決定係数

R2は 0.5~0.9 程度となっており，精度にややばらつきがある点には注意が必要である。 
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    (a) 1st mode (b) 2nd mode 

Fig. 3-12 Relation of experienced avg. drift angle γex. and natural period ratio T/T0 
3-26) 

 

3.5.4 固有周期に関する変化のまとめ 

以上より，固有周期は変形レベルに応じた振幅依存性を有し，一定の変形レベルに達する

とやや大きく状態が変化する傾向がみられる。さらに，剛性低下率，固有周期比と経験した

最大変形の関係においても，一定の変形レベルを経験することで傾きが段階的に変化する傾

向がみられる。これら周期と剛性の変動特性は，一般にトリリニアなどで段階的に状態遷移

を表現されることが多い RC 構造物の特徴と概ね対応すると考えられる。  
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3.6 減衰定数に関する検討 

3.6.1 1 次減衰定数に関する考察（試験体 1，2） 

 3.4.2 項より，試験体 1，2 では 1 次減衰定数が設計等で用いられる慣用値よりもやや大き

い傾向がみられた。この点については，本章の検討範囲において，明確な原因は断定出来な

いが，過去の検討における指摘 3-18)~3-21)を踏まえ，検討対象とした実験の状況を含めて以下に

整理する。 

 試験体 1 では，他の試験体とは異なり，非構造部材や試験体内に設置された医療機器によ

り加振時の減衰定数に影響が生じた可能性がある。また，試験体 1 と試験体 2 では，振動台

に搭載されている試験体の全重量（構造体以外も含む）が比較的大きい。特に重量が大きい

場合は試験体と振動台との連成挙動を考える必要があること 3-18)，連成することで振動台の台

回転により伝達特性へ影響が出る場合があること 3-20)，更にアクチュエータが持つ減衰特性に

より見かけの振動特性が変化すること 3-19)，などが指摘されている。これらの影響から付加的

な減衰効果が生じている可能性がある。また，加振時の制御方法が基本制御の場合は，水平

成分により入力されたエネルギーの多くが台の回転により逸散することも指摘されている
3-21)。 

今回の検討範囲においては，これらの影響について特段の配慮はしておらず，更なる考察

が必要である。この点については，本論の 5 章においてあらためて検討する。 

 

3.6.2 経験した平均変形角に応じた変化（試験体 3） 

3.4 節において，固有周期と同様，減衰定数も経験した変形角に依存して徐々に大きくなる

傾向が確認された。ここでは，この傾向について試験体 3 を対象に検討する。検討方法は，

3.5.3 項での方法に倣い，本加振以外の小振幅~中振幅レベルでの加振に着目し，加振毎に減衰

定数を求めて検討を行った。以下，減衰定数と 3.5.3 項で求めた固有周期比の関係，更に経験

した最大の平均変形角との関係について整理する。 

Fig. 3-13 (a)，(b)に，1 次，2 次の固有周期比と減衰定数との関係を示す。図中には回帰直線

および近似式を併記している。図より，1 次は 2 次よりばらつきがやや大きいものの，固有周

期比が大きいほど減衰定数が増加する傾向が確認できる。また，近似直線の傾きは 1 次，2 次

とも約 0.04 であり，固有周期比に対する減衰定数の増加率はほぼ同じである。これより，非

線形化（長周期化）に伴い付加される履歴減衰の影響は，次数によらず同程度と推察される。 

Fig. 3-14 (a)，(b)に，1 次，2 次の減衰定数と経験した平均変形角との関係を示す。図中には

回帰直線および近似式を併記している。ただし減衰定数に関しては，変形レベルに応じた段

階的な変動が見られなかったため，S2~S4の範囲では全ての結果に対する回帰とした。決定係



－62－大型振動台実験に基づく建築構造物の振動特性評価法に関する研究 
 

 
 

数 R2 は 0.8~0.9 と比較的良好な回帰を示している。参考として，S1 範囲の減衰定数の最小値

も図中に記した。 

まず最小値を見ると，材料減衰が支配的と考えられる S1 範囲（微小変形時）の 1 次，2 次

減衰定数は概ね 1%前後と推察される。S2以降，非線形化が生じる変形レベルになると，経験

する平均変形角に対し，概ね対数軸上を一定かつ右上がりに増加する傾向がみられる。1 次と

2 次とを比べると，1 次の方が直線の傾きが 1.5 倍程度大きく，2 次の方が変形角に対する減

衰の変化は緩慢である。 

 

 

  

    (a) 1st mode (b) 2nd mode 

Fig. 3-13 Relation of natural period ratio T/T0 and damping factor h 3-26) 

 

 

   

    (a) 1st mode (b) 2nd mode 

Fig. 3-14 Relation of experienced avg. drift angle γex. and damping factor h 3-26) 

 

3.6.3 減衰に関する変化のまとめ 

以上より，試験体 3 における減衰定数と固有周期比の関係は，一方が増加すると他方も増

加する正の相関であることが認められた。この傾向は，3.11 地震における多数の強震記録の
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うち，比較的震度が大きい地点での記録について得られた固有周期と減衰定数の関係と概ね

対応する 3-24)。また，固有周期は主要架構の変形レベルに応じて段階的に変化するのに対し，

減衰定数は概ね一定の変化を示す傾向が確認された。 

ただし，これらの傾向はあくまで限られた試験体での結果であり，今後，より多くの試験

体を対象に検証していくことで信頼性が向上すると考えられる。  
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3.7 まとめ 

3 章では，Ｅ－ディフェンスで行われた RC 建物を模擬した試験体の振動台実験より得られ

た加速度記録に対し，水平 1 次，2 次の固有周期と減衰定数を対象に，これらの振動特性の変

化に着目した検討を行った。特に今回の検討では，振幅レベルを徐々に増加させることで，

変形レベルに応じた振動特性の変化，更に経験した最大変形と振動特性に対する影響につい

て詳細に検討できたことに意義があると考える。得られた結果を以下に示す。 

・初期の 1 次固有周期が 0.2 秒，0.4 秒，0.5 秒程度と特性の異なる 3 つの試験体において，1

次減衰定数はそれぞれ 8~10%，4~8%，1~2%程度とややばらつく一方，2 次の減衰定数はそ

れぞれ 3%，2%，1%程度で，値，ばらつきとも 1 次より小さい傾向であった。 

・試験体 1，2 の 1 次を除き，概ね弾性応答範囲からわずかに非線形化に入るレベルの小加振

を繰り返し受ける場合も，1 次および 2 次の固有周期，減衰定数は漸増しながら変動する傾

向にある。これは微小な損傷の累積による影響と推察される。また，本加振を経験後，過去

に経験した最大変形に満たない加振においても，同様に周期が漸増する傾向がみられる。 

・固有周期は，既往の検討結果例えば 3-23)と同様，加振中の振幅（変形角）の増大に伴い，周期

が増大するいわゆる振幅依存性がみられる。更に，振幅レベルの大きな加振を繰り返し経

験する毎に長周期化し，経験後は加振以前に比べやや大きな傾きを持って変動する。すな

わち，振幅依存性自体にも増大傾向がみられる。 

・固有周期は，過去に経験した最大変形が大きくなるほど増大する傾向にある。また，剛性

低下率や固有周期比でみると，建物規模や構造形式が異なる場合でも，変形レベルに応じ

て概ね段階的な変化を示す傾向がみられる。 

・減衰定数は，固有周期と同様，変形の増大に伴う増加傾向が見られ，非線形化後は，比較的

小振幅の加振においても大きな値を示す傾向がある。これは，非線形化に伴い生じる履歴

減衰の影響が相対的に大きくなるためと考えられる。 

・固有周期と減衰定数の関係には，固有周期比が大きくなるほど，減衰定数が直線的に増大

する正の相関がみられる。また，経験した最大変形が大きくなるほど，減衰定数の増大傾向

が見られ，その変化率は変形レベルによらず概ね一定である。 

 

 なお，一部の試験体の 1 次減衰定数について，設計の慣用値や，既往の分析結果あるいは

地震観測シミュレーションで用いられる RC 造の減衰定数 1~3%など例えば 3-4), 3-25)に比べて，全

般に値が大きい傾向が見られた。理由としては，試験体と振動台との相互作用による影響等

も指摘されているが 3-18)~3-20)，これについては 5 章において，詳細な検討を行う。 
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4. S 造試験体の振動特性分析 

4.1 はじめに 

 前章では，Ｅ－ディフェンスで過去に行われた加振実験のうち RC 造建物に関して検討を

行った。それぞれ周期特性の異なる 3 体の試験体について，弾性応答範囲から終局状態に至

るまで，現行の設計規準による建物の健全性と 1 次，2 次モードの固有周期と減衰定数に関

する変化の関係に着目した。これにより，弾性応答範囲からわずかに非線形化するレベルの

小加振を繰り返し受ける場合も，微小な損傷の累積による影響から各次の固有周期，減衰定

数は漸増しながら変動する傾向があること，大振幅レベルの加振を受けることで振幅依存性

自体にも増大傾向がみられることなど明らかにした。これらは，RC 造や SRC 造の実建物に

おける各振動特性の経年変化あるいは振幅依存性として表れる各振動特性の変動傾向例えば 4-1), 

4-2)の一因になっていると考えられる。また，3 章の分析においては，各試験体の損傷がほとん

どない初期の状態においても 1 次の減衰定数が 1~10%とばらつく傾向が確認されるなど課題

も明らかになった。この傾向は，実建物の 1 次減衰定数が，相互作用の影響によって建物高

さや固有周期の違いで大きくばらつく傾向 4-3)に類似している。すなわち，振動台上の試験体

においても，振動台と試験体の連成例えば 4-4)を考えた場合の相互作用と呼べる影響が生じた可

能性が考えられる。一方，前章の検討対象は RC 造の試験体にとどまっており，S 造において

も同様の視点から振動特性の変動傾向を検証する必要がある。 

本章では，前章で示した RC 造に関する検討 4-5)と同様の観点から，3 体の試験体 4-6)~4-19)を

対象に，微小変形から終局状態に至るまで，現行の設計規準に基づく建物の健全性と振動特

性の変化の関係を分析する。検討対象とする S 造の試験体の一部に関して，既往の検討にお

いて実験結果や解析による応答特性の評価がなされている。また，固有周期や減衰定数など

の振動特性の同定結果も一部で報告され，主要架構などの損傷に伴い振動特性が変化するこ

とが指摘されている 4-6)~4-19)。しかしながら，それらは様々な評価手法が用いられている点，

高次モードに対する分析が十分ではない点において課題がある。これらを踏まえて，ここで

は 3 章と同様に ARX モデル 4-16)を用いて統一的な方法により各試験体の振動特性を評価する

とともに，2 次モードを含めて各加振中の振動特性の変動（振幅依存性）に着目した検討を実

施する。 

なお，本章での成果は，「大型震動台実験に基づく S 造中層建物の振動特性の分析」4-17)お

よび及び「Vibration Characteristics of Steel Buildings based on Large Shaking Table Tests at E-Defense」
4-18)としてそれぞれ 2018 年 4 月の日本建築学会構造系論文集，2020 年の 17th WCEE にて発表

している。  
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4.2 試験体および加振計画の概要 

 本章では，以降に示す 3 体の S 造建物を模擬した耐震構造の試験体（試験体 1~3）を対象

として検討を行う。試験体の形状および加振ケース一覧を，Fig. 4-1~4-3 および Table 4-1~4-3

にそれぞれ示す。加振ケース一覧には，1 階および頂部での最大加速度を併せて示す 4-19)。な

お，表中の加振ケースの色分けは，加振種類（詳細は後述）で区分けしており，ランダム加

振，調整加振，本加振としている。 

 Table 4-4 に各試験体の諸元を示す。試験体は，全て実大規模であり，表中の 1 次固有周期

は，初期のランダム加振より算定している 4-6), 4-11), 4-14)。 

 

4.2.1 試験体 1 4-6)~4-8) 

 試験体 1（Fig. 3-1）は，4 層建物を模擬し，高さは約 14.4m，長辺（Y）方向は 5m×2 スパ

ン，短辺（X）方向は 6m の 1 スパンである。本試験体の実験は，現行設計で想定するレベル

の地震動を受けた際の構造性能や損傷程度を確認すること，さらに大きな振幅レベルの地震

動を受けて建物が完全な崩壊に至るまでの余裕度を明らかにすることを目的に行われている。

また，同時に建物の機能保持能力を評価することを目的として，実建物を模擬して建物内外

に非構造部材が取り付けられており，本試験体の結果にはそれらの影響が含まれる点に注意

を要する。なお，Table 4-4 の一次固有周期は，設計時の 1 次固有周期（0.9 秒）に比べ 0.1 秒

ほど短く 4-6)，非構造部材などの影響が出ていると考えられる。 

 試験体 1 の実験では，Table 4-1 に示すように，兵庫県南部地震で観測された JR 鷹取波の振

幅レベルを徐々に大きくして入力している。試験体 1 では，地震波による本加振に加えて，

振動特性を把握するためのランダム加振（ホワイトノイズ），本加振での波形の再現性を高め

るため，本加振と同じ地震波を用いる調整加振（対象とする本加振に対し，15~60%程度の出

力での加振）も行われており，これら全ての加振結果を検討対象とする。但し，主要加振方

向と直交する方向の振動特性は検討から除外する。また，表中の各加振で，主要動後に入力

加速度が非常に小さくなる場合，同定精度の低下が懸念されるため，予めその部分を除外し

て継続時間を設定する（後述の試験体も同様）。なお，最後の加振である JR 鷹取波 100%（加

振 20）入力時は，1 層の柱頭が塑性化することにより 1 層の層崩壊が生じ，地震波の途中で

加振を終了したため，継続時間が短くなっている。 
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(a) Typical floor plan (b) Framing elevation 

Fig. 4-1 Configuration of specimen 1 added some descriptions to the original figure in 4-6), 4-9) 
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Table 4-1 List of input wave of specimen 1 4-17) 

No. Input wave 

Max Acc. (Gal) 
Duration time* 

(sec) 
1F Top 

X Y X Y 

1 
White-Noise 140 -9 -196 -7 

140 
White-Noise 17 -207 -7 -250 

2 JR-Takatori-5% 30 -37 -82 -97 65 

3 
White-Noise 204 -11 185 -7 

670 
White-Noise 10 135 -5 -228 

4 JR-Takatori-10% 63 -67 -162 -208 

65 

5 JR-Takatori-13% 78 -87 -210 -264 

6 JR-Takatori-No1 -46 -51 -142 -161 

7 JR-Takatori-No2 -76 -85 -218 -277 

8 JR-Takatori-No3 85 -97 -231 -289 

9 JR-Takatori-20% 144 -154 -339 -428 

10 
White-Noise 118 6 198 7 

670 
White-Noise 8 -129 -7 228 

11 JR-Takatori-12.5% 86 -94 -234 -278 

65 12 JR-Takatori-40% 522 -309 -695 -712 

13 JR-Takatori-60% 784 -475 942 -952 

14 
White-Noise 136 6 193 8 

670 
White-Noise -10 -131 -11 217 

15 JR-Takatori-No1 107 -115 -392 -336 

65 

16 JR-Takatori-No2 176 -170 -611 -534 

17 JR-Takatori-No3 196 -185 -659 -578 

18 JR-Takatori-No4 -191 -188 -662 -570 

19 JR-Takatori-No5 -192 -182 -668 -586 

20 JR-Takatori-100% -852 -858 -1128 -884 30 

* Sampling frequency equals to 1000 Hz 
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4.2.2 試験体 2 4-11) 

 試験体 2（Fig. 4-2）は，5 層建物を模擬し，高さは約 15.8m，平面の長辺（Y）方向長さが

12m，短辺（X）方向長さが 10m である。事務所ビルを想定し，可能な限り実状に合わせるた

め，試験体 1 と同様に非構造部材を設けている。試験体 2 の実験では，大地震下での制振装

置付き建物の性能検証を目的としているため，制振装置としてブレース型ダンパーを用い，

同一の試験体に対し，①鋼材，②粘性，③オイル，④粘弾性，⑤ダンパーなしの順に加振実験

が行われている。本報では，このうち「⑤ダンパーなし」の実験結果のみを対象とする。⑤の

時点では，①～④の各ダンパーを設置して行われた複数の加振を経験しているが，主要架構

は弾性範囲に留まっている。但し，スラブのひび割れが生じ，それに伴う剛性低下が①~④の

実験で既に発生しており，Table 4-4 の固有周期は，⑤の初期状態である点を補足しておく。 

試験体 2 の実験では，Table 4-2 に示すように，加振波には兵庫県南部地震で観測された JR 

鷹取波を用いており，振幅レベルを 5%から 70%まで段階的に大きくして実験を行っている。

本実験も，他の試験体と同様，ランダム加振，調整加振，本加振を検討対象とする。 
 

 

 

 

 

(a) Typical floor plan (b) Framing elevation 

Fig. 4-2 Configuration of specimen 2 added some descriptions to the original figure in 4-11), 4-12) 
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Table 4-2 List of input wave of specimen 2 4-17) 

No. Input wave 

Max Acc. (Gal) 
Duration time* 

(sec) 
1F Top 

X Y X Y 

1 
White-Noise -93 14 85 14 

255 
White-Noise 19 69 -11 101 

2 JR-Takatori-5% -48 38 -84 69 

45 
3 JR-Takatori-20% -171 -153 -429 292 

4 JR-Takatori-30% -224 -236 -637 -530 

5 JR-Takatori-40% -313 -249 -819 -866 

6 
White-Noise -91 -10 85 -11 

255 
White-Noise -12 70 12 101 

7 JR-Takatori-50% -393 337 -1018 -1132 

45 8 JR-Takatori-50% -396 385 -1161 -856 

9 JR-Takatori-70% -533 -521 -1322 -1302 

10 
White-Noise -141 12 146 -20 

255 
White-Noise 13 109 22 177 

* Sampling frequency equals to 500 Hz (White Noise) or 1000Hz (JR-Takatori) 
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4.2.3 試験体 3 4-14) 

 試験体 3（Fig. 4-3）は，3 層建物の軸組の 1 構面を模擬し，高さは約 11m，長辺（Y）方向

6m×2 スパン，短辺（X）方向 5m×2 スパンである。長辺方向のうち，A・C 通りの柱は，床ス

ラブを鉛直方向にのみ支持し，水平力には抵抗しないよう，各階柱頭および柱脚はピン支持，

B 通り 1 階の柱脚は露出柱脚となっており，B 通りの柱脚のみが固定されているため，通常

の建物条件とはやや異なる試験体であることに留意が必要である。本試験体の実験は，構造

上の主要部材に被害を受けた建物の継続使用に着目し，損傷を受けた建物の残存耐震性能を

評価する手法の構築などを主たる目的としている。 

 試験体 3 の実験では，Table 4-3 に示すように，加振は Y 方向へ一方向加振とし，加振には

JR 鷹取波の NS 成分および想定南海トラフ波を用いて，各地震波の振幅レベルを徐々に大き

くして加振を行っている。JR 鷹取波 100%入力時（加振 16）に，梁端部の破断が確認されて

いるが，先述の目的に従い，破断後も複数の加振が継続して実施されている。本試験体にお

いても，ランダム加振，調整加振，本加振の全てを検討対象とする。 

 

(a) Typical floor plan 

 

(b) Framing elevation 

 
Fig. 4-3 Configuration of specimen 3 added some descriptions to the original figure in 4-14) 
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Table 4-3 List of input wave of specimen 3 4-17) 

No. Input wave 

Max Acc. (Gal) 
Duration time* 

(sec) 
1F Top 

X Y X Y 

1 RandomY -16 47 -22 74 170 

2 Nankai-35% -17 154 -36 507 

140 
3 Nankai-45%  26 211 -54 698 

4 Nankai-50%  30 216 -210 1279 

5 Nankai-50%-2 -22 211 -58 667 

6 RandomY 14 49 24 84 170 

7 Nankai-100% -301 417 -301 -2302 140 

8 RandomY 16 63 -24 74 170 

9 JR-Takatori-40% 78 254 -53 817 55 

10 RandomY 21 -49 -21 75 
170 

11 RandomY -18 -61 -20 80 

12 JR-Takatori-60% 98 389 79 858 55 

13 RandomY -17 -48 22 -64 170 

14 JR-Takatori-80% -105 549 99 1035 50 

15 RandomY -13 -46 22 -68 170 

16 JR-Takatori-100% -836 750 -309 -1087 55 

17 RandomY -17 -46 25 -56 170 

18 RandomY -16 -48 21 -64 180 

19 Nankai-50% -22 211 -32 -283 150 

20 RandomY -16 49 23 -62 180 

21 Nankai-100% 32 422 -70 -466 150 

22 RandomY -16 49 -21 -59 180 

23 Nankai-150% 49 661 -79 -574 150 

24 RandomY 19 -47 21 -55 180 

* Sampling frequency equals to 1000 Hz 

 

Table 4-4 Specimen data 4-17), for more descriptions see 4-6)~4-15) 

Specimen No. Story 
Height (m)  

(From 1FL to RFL) 
Weight (ton) 

1st natural period (s) 
Scale 

X Y 

1 4 14.375 219 0.82 0.78 

Full 2 5 15.835 498 0.66 0.69 

3 3 10.750 196 - 0.64 
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4.3 振動特性の同定方法 

各試験体に対し，水平方向の 1 次および 2 次の固有周期と減衰定数を対象に，振動特性を

同定して得られた結果を分析する。同定手法は，入出力データに予めバンドパスフィルター

を掛けた，1 入力 1 出力系の ARX モデル 4-2)を用いる。 

検討対象とする実測データは，防災科学技術研究所の公開データとする 4-19)。同定にあたっ

ては，水平方向の加速度記録を用い，1 次モードを対象とする場合は，建物の最上階と 1 階，

2 次モードを対象とする場合は，建物の中間階と 1 階の記録をそれぞれ用いる。対象とする

加速度計の位置を Fig. 4-1~4-3 の図中に示す。平面内の設置位置は，試験体 1，3 は中央の 1

点，試験体 2 は隅部 2 点とし，後者については 2 点の値を平均して用いる。 

ここで，試験体 2 については，文献 4-13)によると，振動台の台回転の影響が比較的大きく，

回転加速度成分が無視できないことが報告されている。同文献では，振動特性の同定にあた

り，振動台の回転を加味した運動方程式より，試験体の調和振動を考え，k 階での絶対加速度

応答uሷ tot, kと j 次モードに対応する調和加速度入力uሷ g+Heq, j θሷgの比として，伝達関数を次式で定

義している（導出の詳細は本章付録，文献 4-13)を参照）。 

 
Gk,jሺωሻ=

uሷ tot,k

uሷ g+Heq,jθሷg
 (4-1) 

ここに，Heq,jは j 次の等価高さである。同文献では，式(4-1)の伝達関数の仮定から求めた理

論伝達関数を，同様に回転を考慮して求めた実測データのスペクトル比に適合させ，振動特

性を同定している。 

そこで，本検討においても，試験体 2 の同定に用いる入力データを，式(4-1)に従い振動台

の回転を考慮して予め補正する。必要となる 1 次および 2 次の等価高さは明示されていない

が，塑性化程度が小さいことから，簡便のため，主要部材の断面諸元・重量情報 4-11)から解

析モデルを作成し，固有値解析より求めた値を各加振共通で使用する。後述の同定結果は文

献 4-11), 4-13)と概ね対応していることを確認している。 

試験体 1 および 3 については，試験体の重量が比較的軽いため回転の影響が小さいと考え

られることを考慮し，既往の検討 4-6), 4-14)と条件を揃えて結果を俯瞰するため，振動台の回転

について特に補正は行わない場合 4-17)，次に補正をした場合 4-18)について検討を実施した。

これより，前者と後者では大きな差ではないものの，試験体 1 では後述の 1 次減衰定数の結

果について一部で最大 10%程度，補正を行うことで補正しない場合に比べて値が減少する傾

向を別途確認した（この時，等価高さは概ね整形な試験体であることから簡易値 4-13)を使用

している）。また，試験体 3 では有意な差はみられなかった。一方，以降で示す振動特性の

定性的な変動傾向には差がないことを確認しており，4.4 節では試験体 1 と 3 は既往の検討
4-6), 4-14)にそろえる形で，回転に関する補正を行わない場合の基本的な振動特性を概観し
4-17)，4.5 節以降は回転を補正した場合の結果 4-18)について分析した結果を示す。 

ARX モデルの解析条件は，文献 4-5)と同様に，解の安定性やパラメータの変動による同

定結果への影響が小さいことを確認の上で，以下のように各試験体で共通に設定する。 
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・収録時間刻みの 10 倍の間隔でリサンプリングを行う。 

・算定区間は，パルス性の強い JR 鷹取波は 10 秒，他の加振は 20 秒とし，算定区間の 1/4 秒

ピッチでランニングさせる。 

・モデル次数は原則 2 とするが，損傷が進行し次数 2 では同定精度が安定しない場合に限り

4 とする。 

・時間遅れ項は考慮しない。 

各試験体の振動特性は，以降の検討で示すように，入力レベルが上がり試験体の損傷が進

むにつれて，固有周期（振動数）が変化する。そのため，予め設定するバンドパスフィルタ

ーは，各加振の伝達関数を確認し，損傷過程に応じて各モードのピークを包絡するような台

形型のフィルターを決定している。 

Fig. 4-4 に各試験体の加振 1 において，1 階と最上階および中間階の Y 方向応答より求め

た伝達関数を示す。図に示すように，いずれの試験体とも，1 次，2 次モードともに比較的

明瞭なピークが確認できる。また，1 次では頂部，2 次では中間階の応答が，それぞれ卓越

した様子が見られる。 

 

   

(a) Specimen 1 (b) Specimen 2 (c) Specimen 3 

Fig. 4-4 Transfer function of wave 1 in Y direction 4-17) 
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4.4 各試験体の振動特性 

Fig. 4-5~4-7 に，試験体 1~3 で対象とした全ての加振に対する，1 次と 2 次の固有周期 T（各

図の(a)，同図縦軸は左側に 1 次，右側に 2 次をそれぞれ示す）と減衰定数 h（同(b)），平均変

形角 γavgの変動（同(c)）を示す。横軸には，3 章の手順に従い求めた各加振における全ての算

定区間の結果を時間の経過順に連続で示している。凡例の濃淡は Table 4-1~4-3 と揃え，Fig. 

4-5~4-7 で共通である。また，4.5 節で示す非構造部材，主要架構の損傷などと対応させた変

形レベルのステージの区分けに従い，同系色で色分けする。 

平均変形角は，各算定区間で最大となる入出力点間の相対変位を高さで除した値として定

義する。1 次の場合は 1 階と頂部，2 次の場合は 1 階と中間階（試験体 1 は 3 階，試験体 2 は

4 階，試験体 3 は 2 階とし，各階の変位は，加速度値を積分して算定する）。同定時には，バ

ンドパスフィルターを掛けた入出力波を用いていることから，全モード成分と各モードのみ

から求めた変形角の双方を併せて示す。なお，図に示す全モード成分は 1 階と頂部との平均

変形角とし，算定時には 0.3Hz 程度のローカットフィルターを設定し，積分によって生じる

過剰な変位を除外している。 

以降で示すように，各試験体において，主要架構の塑性化の程度に違いはあるものの，損

傷の進行に伴う剛性低下が生じる点は共通となる。これを踏まえ，以降の固有周期（4.4.1 項）

と減衰定数（4.4.2 項）の変化に関する検討は，主要架構が（1）弾性範囲，（2）塑性化以降，

とに分けて行い，（3）に各振動特性のまとめを示す。また，X，Y の方向に依らず概ね同じ傾

向であるため，代表して Y 方向の結果を整理する。はじめて塑性化したとされる加振前後
4-6)~4-8), 4-11), 4-14)の境界を Fig. 4-5~4-7 に←｜→で示す。また，参考として，最大層間変形角

Rmax=1/200，1/120rad（1/100rad を超える場合は併記）を超える加振を，Fig. 4-5~4-7 (c)中に▽

で示す（詳細は 4.4.3 項に後述）。 

 

4.4.1 固有周期の変化 

（1）弾性範囲 

ここでは，主要架構の変形が弾性範囲内の状態における固有周期，およびその変化につい

て整理する。はじめに，試験体 1~3 の初期の周期に着目し，傾向を以下に記す。 

・各試験体の最初のランダム加振から，1 次周期は，試験体 1 で 0.8 秒，試験体 2 で 0.7 秒，

試験体 3 で 0.6 秒程度であり，概ね Table 4-4 と対応する。同じく 2 次周期は，試験体 1~3

でそれぞれ 0.25 秒，0.21 秒，0.20 秒前後で，1 次と 2 次の比率はいずれも 3 程度である（Fig. 

4-5~4-7 (a)の加振 1 を参照）。 

・試験体 1~3 とも，後続の本加振または調整加振中に，最大変形の発生に伴い，最初のラン

ダム加振時と同程度かやや長い周期を示し，変形が小さくなると減少する。これは，変形
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の大きさに応じて周期が変動する振幅依存性 4-2)によると考えられる。なお，振幅依存性に

よる周期変動は，後述の各加振も同様に認められる（Fig. 4-5~4-7 (a)，(c)の加振 2 を参照）。 

 

次に，試験体 1 を中心に，各試験体の変化に着目する。はじめに試験体 1，次に試験体 3，

最後に試験体 2 の順に考察する。 

【試験体 1】 

・層間変形角 Rmax=1/200 を超える 4 度目の本加振中で，最大変形の発生に伴い，わずかに最

大周期を更新する様子が見られ，1 次，2 次周期とも，その後のランダム加振の周期が，加

振経験前に比べ漸増する。それ以前は，本加振前後のランダム加振，調整加振とも，変動

は小さい。（Fig. 4-5 (a)の加振 9 を参照。更に加振 1，3 のランダム加振，加振 7，8 の調整

加振を比較。同図(c)の変形角も参照。但し，変形角 1/1000（10-3）rad 程度での周期を比較）。 

・上記の 4 度目の本加振について，主要架構には損傷がなく，各層の荷重－変形関係におい

てもほぼ弾性応答を示すものの，ALC 外壁の接触痕などが確認されている 4-6)。従って，4

度目の本加振前後で得られた変動傾向は，非構造部材の固定度の変化や損傷を生じた影響

が表れたものと推察される。 

【試験体 3】 

・一方，試験体 3 では，弾性範囲内とされる調整加振および本加振中において，経験する最

大変形の更新に伴い，1 次，2 次とも最大周期が漸増する傾向が窺える（Fig. 4-7 (a),(c)の加

振 2~5 を参照）。 

・更に，前述の一連の加振前後のランダム加振においては，加振前に対し加振後は僅かに長

周期化している（Fig. 4-7 (a)，(c)の加振 1 と 6 を比較）。 

・文献 4-14)では，明記がないものの一連の加振時に各階スラブにひび割れが生じ始めたこと

が示唆されており，前述の周期の漸増傾向は，これらの影響が表れたものと考えられる。

また，当該本加振時に Rmax=1/200 を超えている点は，試験体 1 と共通である。但し，平均

変形角 γmaxは，本加振前の調整加振時点で 1/200rad を超えていた。 

【試験体 2】 

・最初の本加振時に Rmax=1/200 を超えるものの，前後のランダム加振で 1 次周期には変動が

ほとんどなく，2 次も 1%程度の変化に留まる。本試験体（⑤ダンパーなし）では既に複数

回の加振を経験しており（4.2.2 節参照），スラブを含む非構造部材の損傷程度にも大きな変

化は認められない 4-11)。これが，比較的変動が小さい要因と考えられる（Fig. 4-6 (a),(c)の加

振 1 と 6 を比較）。 

 

（2）塑性化以降 

ここでは，主要架構が塑性域に入る変形レベルの固有周期，およびその変化について以下

に整理する。はじめに，試験体 1~3 で初めて塑性化が生じたとされる加振（1 層柱脚部等 4-7), 

4-11), 4-14)）における周期変化に着目し，以下に傾向を記す。 
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・試験体 1~3 とも，本項（1）の弾性範囲と同様，振幅依存性による周期の変動がみられる。

一方，本加振中の最大変形発生後は塑性化に伴い，一旦増加した周期が減少するが元の値

には戻らず，加振終盤もやや長周期化した状態を保つ傾向にある。この時，各試験体とも

Rmax=1/120rad（試験体 1，3 は 1/100rad）を超える点は共通である。（Fig. 4-5 (a)の加振 12，

Fig. 4-6 (a)の加振 9，Fig. 4-7 (a)の加振 7 を参照）。 

・上記の本加振前後のランダム加振を比較すると，同様に，塑性化に伴う長周期化が確認で

きる。一方，塑性化前後の周期の増加率は，各試験体で程度に差異が生じている。この点

については，試験体 1 と 3 を中心に 4.5 節（4.5.1 節）に詳述する。（Fig. 4-5 (a)の加振 10 と

14，Fig. 4-6 (a)の加振 6 と 10，Fig. 4-7 (a)の加振 6 と 8 を比較）。 

 

次に，塑性化後も繰り返し本加振が行われる試験体 3 に着目し，以下に塑性化後の周期の

変動傾向を記す。 

・より振幅レベルの大きい本加振を繰り返し経験すると，全体的に各部の塑性化の進行に起

因すると考えられる最大周期の増加傾向がみられる（例えば Fig. 4-7 (a)の加振 12，以降の

本加振(●)も同様）。 

・塑性化による最大周期の更新が見られる一方で，JR 鷹取波 100%（加振 16：梁が破断 4-14)）

を経験するまでは，前後のランダム加振の変化は比較的小さい（Fig. 4-7(a)の加振 11，13，

15 と 17 を比較） 

・上記の傾向は，ノーマルバイリニアやトリリニア型に代表される鋼構造材の非線形特性と

対応がみられる。すなわち，降伏点を超えて塑性化した際の剛性低下に対応し，本加振時

に周期の増大を示す一方で，除荷後にランダム加振を受けた際には，概ね初期の剛性（周

期）を保って推移すると考えられる。 

 

（3）固有周期のまとめ 

以上に示した各試験体の固有周期に関する知見を以下に整理する。 

・既往の検討結果と同様，加振中の振幅（変形角）の増大に伴い，周期が増大する振幅依存性

がみられる。 

・固有周期は，現行設計で規定される弾性応答範囲の閾値（4.4.3 項に詳述）に概ね対応する，

1/200rad，1/100rad 程度の変形を経験すると，増大する傾向にある。前者は，非構造材の損

傷に伴う影響，特にスラブの損傷が及ぼす影響が大きく，後者は主要架構（鋼構造材）の

塑性化に伴う影響が顕在化するものと推察される。 

・塑性化後，最大変形を更新する場合には，同様に，周期が増加する傾向となる。但し，主要

架構が破断や破壊に至らない程度であれば，著しい周期の増大は認められず，小振幅時は，

概ね初期状態で推移する鋼構造部材の復元力特性と対応した傾向を示す。 
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4.4.2 減衰定数の変化 

（1）弾性範囲 

ここでは，主要架構の変形が弾性範囲内の状態における減衰定数，およびその変化につい

て整理する。はじめに，試験体 1~3 の初期の減衰定数に着目し，傾向を以下に記す。 

・試験体 1~3 において，最初のランダム加振時の 1 次減衰定数は，それぞれ 2~4%，1~1.5%，

2~3%程度，2 次はそれぞれ 2~3%，2%，2%程度である。1 次と 2 次の差は各試験体とも小

さい。これら同定結果の一部は，既往の検討で報告された値（試験体 1 の JR 鷹取波 5%で

1 次 4%4-10），試験体 2 のランダム波で 1 次，2 次それぞれ 1%，2%程度 4-11)）と概ね対応す

る（Fig. 4-5~4-7 (b)の加振 1 を参照）。 

・各試験体とも，最初の本加振中（試験体 3 ではそれ以前の調整加振時とも）に変形角の増

大に伴い，減衰定数はやや減少し，変形が小さくなると加振初期の値に戻るような傾向が

みられる。後述する他の加振も同様である（Fig. 4-5 (b)，(c)の加振 2，Fig. 4-6 および Fig. 

4-7 (b)，(c)の加振 5 を参照）。 

 

次に，非構造部材の損傷を伴う試験体 1 と 3 に着目すると，以下のようになる。 

・試験体 1 では，本加振（加振 9）前後のランダム加振時の値は，変形角 1/1000（10-3）rad 程

度で生じる値を比べると概ね同程度であり，非構造部材の損傷の有無による値の変動は小

さい（Fig. 4-5 (b)，(c)の加振 3 と 10 を比較）。 

・一方，試験体 3 について，本加振（加振 5）前後のランダム加振時の値を比べると，値が上

昇している。これは，主要架構が弾性範囲であることを考えると，スラブのひび割れなど

に伴い，減衰が増加したと推察される（Fig. 4-7 (b)，(c)の加振 1 と 6 を比較）。 

 

（2）塑性化以降 

ここでは，主要架構が塑性域に入る変形レベルの減衰定数，およびその変化について整理

する。はじめに，各試験体で初めて塑性化が生じたとされる加振に着目し，減衰定数の変動

傾向を以下に記す。 

・試験体 1~3 とも，振幅レベルを増大させ，塑性化が生じたとされる各本加振中においては，

最大変形付近で減衰定数がやや大きくなる傾向がある（Fig. 4-5 (b)の加振 12，Fig. 4-6 (b)の

加振 9，Fig. 4-7 (b)の加振 7 を参照）。 

・試験体 1，2 では，本加振経験後のランダム加振時の 1 次，2 次の減衰定数が，本加振前と

比べ，同等あるいはやや小さくなっており，主要架構の塑性化に伴い減衰定数が減少する

可能性も示唆される（Fig. 4-5 (a)の加振 10 と 14，Fig. 4-6 (a) の加振 6 と 10 を比較）。 

・一方，試験体 3 では，他の試験体と異なり，塑性化後にランダム加振時の減衰定数が増加

する傾向を示す（Fig. 4-7 (b)の加振 6 と加振 8 を比較）。 
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次に，傾向の異なる試験体 3 に着目して考察する。 

・初めて塑性化を生じたとされる本加振（加振 7）では，主要架構の塑性化は軽微である一方，

スラブのひび割れが大きく進展している 4-14)。これが，減衰定数増加の要因であると推察さ

れる。 

・加振 7 以降のランダム加振に着目すると，減衰定数が頭打ちとなり，他の試験体と同様，

塑性化の進行に伴い，値が減少する傾向も窺える。スラブのひび割れの進展が，加振 7 以

降は比較的小さい 4-14)ことで，他の試験体と同様，塑性化に伴う影響が相対的に大きくなる

と考えられる（Fig. 4-7 (b)の加振 8 と 13 と 15 を比較）。 

・JR 鷹取波 100%（加振 16）を経験時に梁破断が生じるため，直後のランダム加振や以降の

本加振経験後のランダム加振時の減衰定数は，その影響を受けて，更に大きい値を示す傾

向がみられる（Fig. 4-7 (a)の加振 15 と 17 を比較，以降のランダム加振（●）も参照）。 

 

（3）減衰定数のまとめ 

・減衰定数の初期値は 1 次が 1~4%程度，2 次が 2~3%程度であり，1 次の値は，同定手法が異

なる既往の報告 4-6), 4-10)~4-13)と概ね対応する。 

・比較的小振幅時には，変形角の増大に伴い値が減少する傾向が認められる。これは，既往

の風観測記録を分析した場合の減衰特性とも概ね対応する 4-20)。更に，振幅の増大に応じて

値が減少する傾向は，一般の S 造建物の分析でも報告されており 4-21)，基礎の接地条件に依

らず（文献 4-20), 4-21)は地盤上，本検討は振動台上），同様の傾向がみられた。 

・塑性化を伴う本加振変形時には，最大変形の発生に伴い大きな値を示す傾向が認められる。

これは，塑性化により生じる履歴減衰の影響と考えられる。 

・主要架構の塑性化に起因する値の変化は比較的小さく，スラブなどのコンクリート系部材

の損傷を伴う場合に，変化が顕著となる傾向がみられた。 
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● : Random  ● : Adj. seismic  ● : Main seismic 

 
Fig. 4-5 Vibration characteristics of specimen 1 (1st・2nd，Y) 4-17) 

 

 

Fig. 4-6 Vibration characteristics of specimen 2 (1st・2nd，Y) 4-17) 
 

 

Fig. 4-7 Vibration characteristics of specimen 3 (1st・2nd，Y) 4-17) 
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4.4.3 層間変形角に関する検討 

ここでは，損傷程度を示す上での参考として，Table 4-5 に既往の文献 4-6)~4-8), 4-11), 4-14)に示さ

れた表またはグラフより読み取った各試験体の本加振時の最大層間変形角を，X，Y 両方向に

ついて示す（試験体 3 は 1 方向加振のため Y 方向のみ記載）。同表には，各試験体の損傷の推

移と後述の 4.5 節で定義する損傷状態（S1~S3（または S4））を併せて示す。更に，Fig. 4-8 に

は，3 章で検討した RC 試験体における，最大層間変形角 Rmax と剛性低下率 K/K0 の関係を，

Fig. 4-9 (a)，(b)に各本加振時の最大層間変形角 Rmaxと剛性低下率 K/K0または最大平均変形角

γavg（頂部および中間階に対して求めた平均変形角）の関係を示す。便宜上，Fig. 4-8 の RC 試

験体 1~3 の凡例を RC.1~3，Fig. 4-9 の S 造試験体を St.1~3 と表記する。 

Table 4-5 をみると，最大層間変形角 Rmax=1/200（5×10-3）rad を超えるのは，Fig. 4-5~4-7 に

も示した通り，試験体 1~3 に関してそれぞれ，JR 鷹取波 20%（加振 9），JR 鷹取波 40%（加

振 5），想定南海波 50%（加振 5）となる。文献 4-6), 4-11), 4-14)では当該本加振経験後も，主要架構

は弾性域であったと推察されている。各試験体とも，以降の本加振ではじめて，Rmax=1/120

（8.3×10-3）（試験体 1，3 は 1/100）rad を超える。前者は，保有水平耐力計算時に，内外装材

の損傷を考慮する場合の閾値であり，後者は，内外装材の損傷を防止する処置を予め講じる

ことで緩和される閾値である。 

Fig. 4-8 に示すように，RC 試験体では，最大層間変形角 Rmax = 1/1000 rad 以下から，振幅の

増大に伴い剛性が大きく低下することがわかる。一方で Fig. 4-9 (a)の S 造試験体では，振幅

が Rmax = 1/200 rad を超えることで剛性低下が生じているものの，その低下率は比較的小さく

なっている。既往の検討 4-6), 4-10)~4-13)より，この時点では各試験体とも弾性範囲内に留まってい

ると考えられるが，非構造部材の損傷が寄与したものと推察される。さらに，各試験体とも

Rmax = 1/100 rad を超えると，いずれも比較的顕著に剛性が低下し，試験体 St.3 については，

梁の破断 4-13)により剛性低下率が約 0.3 と最も大きな剛性低下を示している。同図 (b)の平均

変形角と層間変形角を比べると，Rmax = 1/100rad 程度までは，両図とも，Rmaxと γavgの比率は

1 に近く，1 次モードが支配的な傾向が窺える。それを超えると，各試験体の塑性化が進行す

ることで，γavgは Rmaxの 6 割程度となる。 

以上より，各モードで算定に用いた平均変形角と層間変形角の比率には違いがあるものの，

各試験体の傾向は共通であり，Rmax(=γmax) =1/120 ~ 1/100 程度の変形を経験することで，主要

架構の塑性化および振動特性の変動が生じる目安となることが示唆される。 
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Table 4-5 Maximum story drift 4-18), for more description see 4-6)~4-8), 4-11), 4-14) 

Specimen Excitation wave 
Maximum story drift  
angle Rmax (×10-3 rad) 

Deformation level stage and damage  
state after experienced excitation 

X Y Stage Damage state 

St.1 

JR-Takatori-5% 1.2 1.1 

S1 
damage in  

exterior cladding 
JR-Takatori-10% 2.6 2.4 
JR-Takatori-13% 2.6 2.8 
JR-Takatori-20% 6.0 5.0 
JR-Takatori-40% 10.0 11.0 

S2 yield main frame 
JR-Takatori-60% 14.0 19.0 

JR-Takatori-100% 91.4 152.4 S3 story collapse 

St.2 

JR-Takatori-5% 0.7 0.5 

S1 

(damages in  
exterior cladding 
and slab before  
the stage, S1) 

JR-Takatori-20% 3.5 2.0 

JR-Takatori-30% 4.8 3.5 

JR-Takatori-40% 5.5 5.7 
S2 yield main frame JR-Takatori-50% 7.0 7.4 

JR-Takatori-70% 11.0 8.4 

St.3 

Nankai-50% - 5.4 S1~S2 damage in slab 
Nankai-100% - 12.7 S2 

JR-Takatori-40% - 15.2 

S3 
yield main frame JR-Takatori-60% - 28.4 

JR-Takatori-80% - 30.7 
JR-Takatori-100% - 76.5 beam fractures 

Nankai-50% - 13.9 
S4 - Nankai-100% - 24.5 

Nankai-150% - 31.2 

 

  

   

Fig. 4-8 Relationship 

between stiffness decline 

rate K/K0 and maximum 

story drift angle Rmax of RC 

specimens 4-18) 

(a) K/K0 and Rmax (b) γavg and Rmax 

Fig. 4-9 Relationships between stiffness decline rate K/K0, 

maximum story drift angle Rmax and average drift angle γavg of 

steel specimens 4-18) 
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4.5 振幅依存性に関する検討 

 ここでは，4.4 節で分析した固有周期および減衰定数について，振幅依存性およびその変動

傾向について，詳細に検討する。検討対象は，加振数が多く，振動特性の変化が比較的明瞭

な試験体 1，3 とする。 

 

4.5.1 固有周期 

 Fig. 4-10 の(a)，(b)に試験体 1，3 について，全ての加振における各加振区間の平均変形角

γavg（全モード成分）と 1 次および 2 次の固有周期 T の関係を示す。上段が 1 次モード，下段

が 2 次モードとする。固有周期は，初期のランダム加振時の全区間の平均周期を T0とした場

合の固有周期比として示す。なお，上記のランダム加振以降の加振において振幅レベルが当

該加振に満たない場合に，振幅依存性に応じて固有周期比が 1.0 を下回る場合がある点を補

足しておく。凡例は，各試験体とも 4.4 節で記載した損傷程度の進行と変形角の関係を目安

に，以下 S1～S4の 4 つ（試験体 1 は 3 つ）のステージに分けている。なお，試験体 1 は，X，

Y 各方向の変動傾向が同様であるため（4.4.3 項も参照），Y 方向のみを示す。 

 S1：経験する平均変形角 γavg=1/200rad を超える加振まで（試験体 1 では外装材，試験体 3 で

はスラブの損傷が発生）。 

 S2：S1以降，γavg=1/100rad を超える加振まで（試験体 1 では加振が 1 層中脚等の塑性化，試

験体 3 ではスラブが大きく損傷）。 

 S3：S2 以降，試験体 1 では層崩壊する最終加振まで。試験体 3 では，梁が破断するまで

（γavg=1/25~1/12.5rad を超えるまで）。 

 S4：S3以降最終加振まで（試験体 3 のみ）。 

 参考として，各ステージにおいて，前ステージで経験した最大の平均変形角（図中では γex

と記す）を更新する変形以下として求めた回帰直線および近似式（S1 は，微小変形範囲とし

て 1/500rad 程度に達するまでと仮定し算定）を，凡例の色と揃えて併記する。 

 はじめに，試験体 1 について考察する。Fig. 4-10 の(a)，(b)より，全体的な傾向として，1

次，2 次周期とも，損傷程度の進行によらず，変形角の増加に伴い固有周期比も増大する振幅

依存性が認められる。 

Fig. 4-10 (a)において，ステージ S1~ S3の変化に着目すると，はじめに S1においては，平均

変形角で最大 1/200（5×10-3）rad 程度に達するまで，1 次，2 次の固有周期比ともに概ね一定

の傾きで推移する。回帰直線および近似式を見ても，概ね直線の近傍に沿って同定結果が分

布し，決定係数 R2も 1 に近く安定することを確認している。S2では，S1に比べ，2~5%程度の

長周期化が見られ，全体的に S1の回帰直線よりも上方に分布が推移する。S2では，1/100（10-

2）rad 程度の変形角に達して比較的顕著な塑性化を示すまでは，概ね S1 と同程度の振幅依存

性を保って右上方に推移する。回帰直線および近似式の変化も小さい。この時点でスラブに
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亀裂が生じたとの報告があるが 4-7)，程度は不明であり，後述の試験体 3 の結果からは軽微で

あると推察される。S3 に移行後は，S1 に比べ最大 10％程度と，長周期化がやや明瞭になる。 

 次に試験体 3 の結果を考察する。Fig. 4-10 (b)より，全体的な傾向として，試験体 1 と同様，

損傷程度によらず，各ステージとも振幅依存性が認められる。 

 ただし，ステージ S1~S3(S4)までの変化には次の違いがみられる。同図(b)上段の 1 次周期比

をみると，S1から S2に移行した段階で，振幅依存性（傾き）の変化は試験体 1 と同様に比較

的小さい。一方，周期比は 1.05 程度を超え，やや大きく長周期化する傾向を示す。更に S2か

ら S3 に移行した段階では，1 次周期比は顕著に大きくなり，近似式の値を見ても S1 に対し

20~30%程度大きく，振幅依存性，全体的な周期変動ともに増加率が大きい。一方，同図下段

の 2 次は変化が小さく，モード間の差異は 4.4.3 項の傾向と対応する。試験体 3 では主要架構

の塑性化は軽微である一方，スラブのひび割れが大きく進展する 4-14)。これが，試験体 1 に比

して，S1~S3の固有周期比の増加率が大きく，振幅依存性が顕著になる要因として挙げられる。

更に，S3で 1/25~1/12.5（4~8×10-2）rad 程度の変形角に達し，2 階の梁に破断が生じ，S4に移

行する。この段階で 1 次は S1 の 2 倍程度にまで長周期化する。一方，2 次については 1 次に

比べ，変動が小さく，梁破断の影響についてもモード間の差異が大きい。 

鋼構造物の振動特性の変化については，床スラブの合成効果の影響が大きいという指摘も

あり 4-22)，上記の試験体 1 と 3 の比較から，振幅依存性についてもスラブなどコンクリート系

材料の損傷による影響が比較的表れやすいと推察される。 

 

4.5.2 減衰定数 

 Fig. 4-11 の(a)，(b)に試験体 1，3 について，平均変形角 γavg（4.5.1 項に同じ）と 1 次（各図

上段）および 2 次（各図下段）の減衰定数 h の関係を示す。凡例のステージ分け S1~S4は Fig. 

4-10 と同様である。同図(a)の試験体 1 では，減衰定数が振幅に応じて増加および減少する性

状が見られ（詳細は後述），目視にて判定した境界部分を▽にて示す。 

 はじめに，試験体 1 の減衰定数を対象に考察する。Fig. 4-11(a)より，全体的な傾向として，

1/200~1/120（5~8.3×10-3）rad 程度以下の変形内においては，1 次，2 次とも比較的小振幅時

（2~3×10-4程度以下）に，振幅（変形）の増大に応じて減衰定数の値がやや大きくなる傾向

を示し，上記の振幅を超えると，反対に値が減少する傾向が認められる。変形角 1/120rad 程

度を超えると，特に 1 次では顕著に減衰定数の値が増加するが，これは塑性化に伴う履歴減

衰の影響と考えられる。 

 上記の概ね弾性変形範囲で認められた振幅依存性は，風観測記録を分析した既往の研究に

おいても報告されている 4-20)。同文献では，この性質に対し，一定振幅までは建物全体の剛性

に寄与する非構造壁を仮定し，同部材の外部摩擦に伴うエネルギー消費を表す等価粘性減衰

（Stick-Slip モデル）で概ね現象が捉えられることを示している。試験体 1 では，内外装材な

ど非構造部材が多数含まれており，減衰定数の増減にこれらが寄与した可能性もある。また，
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試験体 1 と同様に各種の非構造部材が含まれる試験体 2 においても，2×10-4rad 程度を境に減

衰定数の増減が反転する傾向を別途確認している。一方，スラブ以外の非構造部材を含まな

い試験体 3 では，増加する傾向はみられない。但し，各試験体の振幅レベル（変形レベル）

が異なり，前述の増減の境となる振幅も，文献 4-20)の S 造超高層建物で示された値と 10 倍

程度異なる点には注意が必要である。試験体数も少ないことから，より多くの試験体での検

証が必要と考える。 

続いて，試験体 1 におけるステージ S1~S3の差異を確認する。Fig. 4-11 (a)の 1 次減衰定数を

見ると，変形角が 1/200（5×10-3）rad 程度より小さい範囲では，S1，S2に比べ S3の方が，全

体的に減衰定数が小さい値を示す傾向にある。すなわち，経験する変形が大きくなり，主要

架構の塑性化が進行することによって，全体的に減衰定数の値が変動する可能性が示唆され

る。一方，1 次と比して，同図(b)の 2 次の値は明瞭な変化は見られない。 

 次に試験体 3 について考察する。Fig. 4-11 (b)より，1/120（8.3×10-3）rad 程度の変形角以下

では，各ステージとも，試験体 1 でみられた振幅に応じて値が低下する振幅依存性が同様に

認められる。 

一方，ステージ S1~S3(S4)までの変化は次の違いがみられる。1 次，2 次減衰定数ともに，S1

と S2，更に S3の値を比べると，全体的に減衰が増大する傾向があり，試験体 3 の変化とは反

対の性質を示す。これらの差異として，固有周期の変化でも指摘したスラブのひび割れによ

って，減衰が大きくなる可能性が考えられる。更に，梁破断を伴う S3~S4も同様に値が増加す

る傾向にある。なお，1 次，2 次とも，塑性化が顕著となる 1/120~1/100（8.3×10-3~1×10-2）

rad程度の変形角に達すると，S1~S4で値の差異は比較的小さく，1~2%前後を示す傾向にあり，

振幅の増大に伴う値の減少が大きい結果となる。 

 上記の試験体 1，3 の結果より，減衰定数の振幅依存性の変化は，非構造部材の多寡によら

ず，振幅に応じて減少する傾向は共通となる。架構の変形量が大きくなる一方で，鋼材やス

ラブ間で生じる摩擦などのエネルギー消費に伴う減衰が一定であり，相対的に減衰定数が小

さくなる可能性も考えられる 4-20)。但し，明確な要因の特定には至っておらず，非構造部材の

影響を分離して分析するなど更なる検討が望まれる。また，減衰定数においても固有周期と

同様，コンクリート系部材の損傷を伴う場合に，変動が比較的顕著となる可能性が示唆され

る。 

  



－88－大型振動台実験に基づく建築構造物の振動特性評価法に関する研究 
 

 
 

1st 

  

2nd 

  

 (a) Specimen 1 (b) Specimen 3 

Fig. 4-10 Relation of natural period T and avg. drift angle γavg (Upper:1st，Bottom:2nd) 4-18) 

 

1st 

  

2nd 

  

 (a) Specimen 1 (b) Specimen 3 

Fig. 4-11 Relation of damping ratio h and avg. drift angle γavg (Upper:1st，Bottom:2nd) 4-18) 
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4.5.3 経験した平均変形角に応じた変化 

 4.4，4.5 節より，一定の変形レベルに達し，非構造部材の損傷や塑性化の進行に応じて，全

体的に固有周期や減衰定数が変動する傾向が認められた。ここでは，試験体 1~3 について，

上記の振動特性の変化と経験した変形レベルの関係を検討する。具体的には，各試験体につ

いて，本加振前後の比較的入力が小さいランダム加振，調整加振のみに着目し，加振毎にそ

の時点で経験した最大の平均変形角と各振動特性の関係を整理する。 

 

（1）固有周期 

 Fig. 4-12 の(a)，(b)に，各試験体の X，Y 方向について求めた 1 次，2 次の固有周期比 T/T0

と経験した平均変形角 γexの関係を示す。ここで，固有周期は一つの加振に対し，当該加振全

区間の平均値として一つ求め，最初のランダム加振時の周期 T0 で基準化する。参考として，

4.5.1 項で定義した 4 つのステージ分けを基に，S1~S2，S3~S4 の範囲に対し固有周期比と経験

した変形角の関係から求めた回帰直線を，既報 4-5)の 3 つの RC 試験体における同関係の回帰

直線とともに各図中に併記する。 

 同図(a)，(b)より 1 次と 2 次の固有周期比は，変形角 1/250~1/200（4~5×10-3）rad 程度を経

験すると，スラブの損傷が生じる試験体 3 は増加傾向が見られるものの，他の試験体は変化

が小さく，回帰直線の傾きも比較的小さい。RC 試験体の同範囲の直線と比較すると，S 造の

試験体 1~3 とも周期の増加率は相対的に小さいといえる。また，周期比が増加しはじめる変

形レベルも RC では 1/1000（10-3）rad 程度で比較的大きな傾きの変化が確認できるのに対し，

S 造では変形角 1/120~1/100（8.3×10-3~1×10-2）rad 程度を経験して，各試験体で長周期化が

顕著となり，変形レベルに 10 倍程度の差がある。 

文献 4-2), 4-21)では，多数の建物を対象に 3.11 地震前後の固有周期の振幅依存性を比較し

ており，S 造建物は RC 造建物に比べ振幅依存性の変化が小さい傾向も示唆されており，上記

の傾向と概ね対応する。 
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○Sp.1 (Y) 

▴Sp.1 (X) 

▵Sp.1 (Y) 

□Sp.3 (Y) 

 
        (a) 1st mode (b) 2nd mode 

Fig. 4-12 Relation of experienced avg. drift angle γex. and natural period ratio T/T0
 4-18) 
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（2）減衰定数 

Fig. 4-13 の(a)，(b)に，1 次，2 次の減衰定数と経験した平均変形角との関係を示す。減衰定

数においても，値は全区間の平均値とし，加振毎に 1 つの値を求めている。前節と同様に S

造の各試験体および RC 試験体（但し，試験体は 1 つ）4-5)より求めた回帰直線を併記する。

なお，回帰直線は，全ステージの結果に対し一つ求めた。また，各図には，検討対象とした S

造または RC 造 4-5)の試験体について，建物高さあるいは固有周期に応じて設定される文献

4-3), 4-23)の耐震設計用減衰定数の推奨値を，それぞれ hS，hRCとして併せて示す。 

Fig. 4-13 の(a)，(b)より 1 次と 2 次の減衰定数は，変形角 1/500（2×10-3）程度に達するまで

は，RC 造で 1~3%，S 造で 1~2%程度であり，各文献の推奨値と概ね対応するかやや小さい値

を示す傾向となっている。さらに，変形角 1/250~1/200（4~5×10-3）rad 程度を経験すると，試

験体 3 は固有周期比と同様に増加傾向を示し，他の試験体は値が概ね一定か漸減する。更に，

1/100（10-2）rad 程度の変形角を経験すると，各試験体とも塑性化が進行するが，試験体 3 に

おいても 1/25~1/12.5（4~8×10-2）rad 程度の変形角に達し，梁の破断が生じるまでは，減衰定

数の変化は小さい。回帰直線の変化を見ても，1/1000（10-3）rad での値に対し 1/100（10-2）rad

で，RC 試験体では 2 倍程度であるのに対し，S 造では，変化の比較的大きい 1 次でも 1.5 倍

程度であり，両者の減衰特性は異なっている。但し，S 造の試験体間でもばらつきが大きい点

には注意を要する。 

上記の結果より，RC 造および S 造における概ね弾性範囲における初期の減衰定数につい

ては，国内外の耐震設計の推奨値 4-3), 4-23)と概ね同程度かそれ以下の値を示すしている。さら

に，振幅の大きい地震動を繰り返し経験した場合におけるスラブを除く非構造部材の損傷や，

主要架構（鋼構造材）の塑性化（特に破断や破壊以前）が，減衰定数の変化に及ぼす影響は，

コンクリート系部材の塑性化に比べ相対的に小さいことが示唆される。 
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 (a) 1st mode (b) 2nd mode 

Fig. 4-13 Relation of experienced avg. drift angle γex. and damping ratio h modified some values 

from 4-18) 
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4.6 まとめ 

本章では，Ｅ－ディフェンスで行われた S 建物の振動台実験より，水平 1 次，2 次の固有

周期と減衰定数を対象に，振動特性の変化に着目し，検討を行った。特に今回の検討では，

振幅レベルを徐々に増加させることで，変形レベルに応じた振動特性の変化，更に経験した

最大変形と振動特性に対する影響について詳細に検討した。得られた結果を以下に示す。 

・初期の 1 次固有周期が 0.8 秒，0.7 秒，0.6 秒程度と周期の異なる 3 つの試験体において，減

衰定数は，1 次が 2~4%，1~1.5%，2~3%程度，2 次が 2~3%，2%，2%程度であり，1 次と 2

次の差は各試験体とも比較的小さい。また，1 次の同定結果は，同定手法が異なる既往の検

討結果 4-6), 4-10)~4-13)と概ね対応する。 

・固有周期は，既往の検討結果例えば 4-21)と同様，加振中の振幅（変形角）の増大に伴い，周期

が増大する振幅依存性がみられる。 

・固有周期は，現行設計で規定されている弾性応答範囲とされる閾値に概ね対応する，

1/200rad，1/120~1/100rad 程度の変形を経験すると，増加する傾向にある。前者は，非構造

材の損傷に伴う影響，特にスラブの損傷が及ぼす影響が大きく，後者は主要架構（鋼構造

材）の塑性化に伴う影響が顕在化するものと推察される。 

・減衰定数は，スラブ以外の非構造部材（内外装材など）を伴う場合（試験体 1，2）では，

ある一定の変形角までは値が増加し，その後反転して変形角の増大に伴い，値が減少する

振幅依存性が認められる。また，主要架構とスラブのみからなる場合（試験体 3）において

も，振幅に依存して値が減少する振幅依存性は同様に認められる。これらは，既往の風観

測記録を分析した場合の減衰特性とも概ね対応する 4-20)。 

・固有周期と減衰定数に関する振幅依存性を含む振動特性の変化について，主要架構（鋼構

造部材）の塑性化に起因する変化は比較的緩慢であり，スラブなどのコンクリート系部材

の損傷を伴う場合に，変化が顕著となる傾向が示唆される。 

・経験した変形角と各振動特性の関係について，既報の RC 試験体の結果 4-5)と比較した場合，

S 造試験体（建物）の変動は相対的に小さく，3.11 地震に関する既往の分析結果 4-2), 4-21)とも

対応関係にある。 

 

以上より，3 章で示した RC 造 4-5)および今回検討した S 造の初期減衰定数については，国

内外における耐震設計時の推奨値 4-3), 4-23)と概ね同程度かそれ以下の値を含むものとなった。

現行耐震設計の慣用値である RC 造 3%，S 造 2%を使用することは一概には否定されないも

のの，耐震安全性の観点では，相互作用の影響や振幅依存性等のばらつきを考慮して設定さ

れた減衰定数の参考値（安全側確率 50~70%に対して，それぞれ RC 造 2%~1.5%，S 造 1.5~1%）
4-24)は一定の合理性を示すものと考えられる。ただし，本検討で得られた結果は，3 つの試験

体と限られた範囲の結果であり，また，得られた傾向について，主要架構あるいは他の非構

造部材等の影響がどの程度含まれるかは明らかとなっていない。更に多くの実験等を分析す

ることで，これらのデータを拡充することが望まれる。  
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4 章の付録 

 ここでは，ARX モデルに準用した式(4-1)の導出について示す。文献 4-13）に従うと，振動

台の回転を加味した場合の運動方程式は次式で表せる。 

 𝐌𝐮ሷ ൅ 𝐂𝐮ሶ ൅ 𝐊𝐮 ൌ െ𝐌൫𝟏𝑢ሷ௚ ൅ 𝐇𝜃ሷ௚൯ (4-2) 

ここに，M，C，K は，それぞれ質量，減衰，剛性マトリクス，u は，剛体回転する振動台中

心からの相対変位ベクトル，1 = {1 1 … 1}T，H = {Hn Hn-1 … H1}は高さベクトルであり，Hn

は第 n 層までの高さである。𝑢௚，𝜃௚はそれぞれ，振動台の水平変位と回転角である。この時，

固定座標における絶対変位ベクトルを𝐮୲୭୲は，次式となる。 

 𝐮୲୭୲ ൌ 𝐮 ൅ 𝟏𝑢௚ ൅ 𝐇𝜃௚ (4-3) 

 式(4-2)の減衰項を 0 とした場合の固有値問題を解くと次式を得る。 

 ൫𝐊 െ 𝜔௝
ଶ𝐌൯𝛟୨ ൌ 0，𝐮 ൌ෍𝛟୨ 𝑞௝

௡

௝ୀଵ

 (4-4) 

ここに，𝜔௝
ଶ，𝛟୨ は第 j 次モードの固有円振動数と固有ベクトル，𝑞௝ は一般化座標である。さ

らに減衰マトリクス C が質量または剛性マトリクス（M，K）に比例すると仮定すると第 i 次

モードの運動方程式は次式で表せる。 

 𝑞ሷ଴௝ ൅ 2ℎ௝ 𝜔௝ 𝑞ሶ଴௝＋𝜔௝
ଶ𝑞଴௝ ൌ െ൫𝑢ሷ௚ ൅ 𝐻௘௤,௝𝜃ሷ௚൯，𝑞௝ ൌ 𝛽௝ 𝑞଴௝ (4-5) 

ここに，hj，βj，Heq, j は，それぞれ j 次モードの減衰定数，刺激係数，等価高さであり，それ

ぞれ次のように表せる。 

 
ℎ௝ ൌ

𝛟୨
୘𝐂𝟏

2𝜔௝ 𝛟୨
୘𝐂𝛟୨

，𝛽௝ ൌ
𝛟୨
୘𝐌𝟏

𝛟୨
୘𝐌𝛟୨

，𝐻௘௤,௝ ൌ
𝛟୨
୘𝐌𝐇

𝛟୨
୘𝐌𝟏

 (4-6) 

 次に，各次の伝達関数を求める場合の入力として，式(4-5)の右辺に第 j 次モードに対応す

る調和加速度-Ajeiωtを考えると，j 次モードの調和応答と入力は以下となる。 

 𝑞ሷ଴௝ ൌ
𝐴௝ 𝜔

ଶ

𝜔௝
ଶ െ 𝜔ଶ ൅ 2𝑖ℎ௝ 𝜔௝ 𝜔

𝑒௜ఠ௧，𝑢ሷ௚ ൅ 𝐻௘௤,௝𝜃ሷ௚ ൌ 𝐴௝ 𝑒
௜ఠ௧ (4-7) 

ここで，試験体で計測される絶対加速度𝐮ሷ ୲୭୲は，式(4-3)の右辺の各項に対して，式(4-8)の関係

を用いることで，式(4-9)のように表せる。 

 

𝐮 ൌ෍𝛽௝𝛟୨ 𝑞଴௝

௡

௝ୀଵ

，𝟏 ൌ෍𝛽௝𝛟୨

௡

௝ୀଵ

，𝐇 ൌ෍𝛽௝𝛟୨ 𝐻௘௤,௝

௡

௝ୀଵ

 (4-8) 

 

𝐮ሷ ୲୭୲ ൌ ෍𝛽௝𝛟୨ ሺ𝑞ሷ଴௝

௡

௝ୀଵ

൅ 𝑢ሷ௚ ൅ 𝐻௘௤,௝𝜃ሷ௚ሻ (4-9) 

よって，式(4-9)に対して式(4-7)を考慮すると，𝐮ሷ ୲୭୲は，最終的に次式となる。 
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𝐮ሷ ୲୭୲ ൌ ෍𝛽௝𝛟୨ 𝐴௝

௡

௝ୀଵ

൭
𝜔ଶ

𝜔௝
ଶ െ 𝜔ଶ ൅ 2𝑖ℎ௝ 𝜔௝ 𝜔

൅ 1൱ 𝑒௜ఠ௧ (4-10) 

 次に試験体の調和振動を考え，k 階での絶対加速度応答𝑢ሷ ௧௢௧,௞と j 次に対応する調和加速度

入力𝑢ሷ௚ ൅ 𝐻௘௤,௝𝜃ሷ௚の比として，伝達関数 Gk,j(ω)を次式で定義する。 

 𝐺௞,௝ሺ𝜔ሻ ൌ
𝑢ሷ ௧௢௧,௞

𝑢ሷ௚ ൅ 𝐻௘௤,௝𝜃ሷ௚
 (4-11) 

式(4-9)の k 階成分および式(4-7)を上式に代入することで，次式を得る。 

 𝐺௞,௝ሺ𝜔ሻ ൌ
1

𝐴௝
෍ 𝐴௠𝛽௠𝜙௞௠

௡

௠ୀଵ

ቆ
𝜔ଶ

𝜔௠ଶ െ 𝜔ଶ ൅ 2𝑖ℎ௠𝜔௠𝜔
൅ 1ቇ (4-12) 

ここに，𝜙௞௠は𝛟୫中の k 階にあたる成分である。Gk,j(ω)は 1~n 次までの調和応答の和である

が，次数ごとの独立性が高いと仮定し，j 次モードのみを取り出すことで，式(4-12)は次式の

ように近似できる。 

 𝐺௞,௝ሺ𝜔ሻ ൎ 𝛽௝𝜙௞௝ ൭
𝜔ଶ

𝜔௝
ଶ െ 𝜔ଶ ൅ 2𝑖ℎ௝ 𝜔௝ 𝜔

൅ 1൱ (4-13) 

 一方，k 階で計測した加速度時刻歴のフーリエ変換に基づき，各離散値 ω におけるフーリ

エスペクトル比 G’k,j(ω)を，式(4-11)に倣い次式で定義する。 

 𝐺௞,௝ሺ𝜔ሻ ൌ
𝐴௧௢௧,௞ሺ𝜔ሻ

𝐴௚ሺ𝜔ሻ ൅ 𝐻௘௤,௝𝐴ఏሺ𝜔ሻ
 (4-14) 

ここに，Atot,k(ω)，Ag(ω)および Aθ(ω)は，計測より得られた𝑢ሷ ௧௢௧,௞，𝑢ሷ௚および𝜃ሷ௚のフーリエ変換

したものを表す。 

 本検討では，ARX モデルにおいても同様に，式(4-11)およびそのフーリエ変換に対応する

式(4-14)を用いて各モードの振動特性が評価できると仮定し，入出力データに本式を適用した。

ただし，次数ごとの独立性が小さい場合等には，精度の限界が生じる可能性が考えられるた

め，各次の等価高さが参考値 4-13）と概ね対応するか，あるいは数値解析モデルを用いて精度

の確認等を行うことで有効性を確認しておく必要がある。 
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5. 振動台の回転が振動特性に及ぼす影響の評価 

5.1 はじめに 

 3 章および 4 章では，Ｅ－ディフェンスで過去に行われた加振実験のうち周期特性の異な

る RC 造および S 造の各 3 体の試験体に着目し，現行の設計規準に基づく建物の健全性およ

び 1 次，2 次モードの固有周期と減衰定数に関する変化の関係について検討した。これによ

り，RC 造 5-1)および S 造 5-2)において得られた上部構造の初期の減衰定数については，国内外

における耐震設計時の推奨値 4-3), 4-23)と概ね同程度かそれ以下の値を含む傾向を示した。また，

振動台上に建物においても，振幅レベルに応じた S 造および RC 造建物における振幅依存性

を有することを確認した。これらの振幅依存性は，実建物で指摘される振幅の増加傾向に応

じた固有周期および減衰定数の増加または減少傾向 5-5), 5-6)と概ね類似している。さらに，経験

した変形角の増大に応じたそれらの変動は，S 造に比べて RC 造の方が顕著に大きい点も実

建物と共通である。しかしながら，前述の RC 造の検討では，一部の試験体 5-1)において概ね

弾性範囲の振幅レベルにも関わらず，1 次減衰定数が大きいもので 10％を超えるなど，耐震

設計における慣用値や実建物での評価値に比して，過大となる場合が見られた。以下ではこ

の点について検討する。 

三次元振動台においては，試験体重量が大きい場合などに，振動台のロッキング（以下，

回転とする）が大きく生じ，振動特性の同定に影響を及ぼす可能性が指摘されている例えば5-8),5-

9)。4章のS造の検討においては，この台の回転の影響を考慮した場合の振動特性の補正法5-9)を

システム同定時に適用した結果，それほど大きな差は生じなかったものの，回転の影響を補

正しない場合に比べて補正した場合は減衰定数がやや低下する場合があることも確認してい

る。一方で，S造の試験体は重量が小さく影響は限定的であった可能性も考えられる。 

そこで，本章では，既報5-1)にて減衰定数の増大が見られたRC造試験体の一つ5-10)を対象に，

詳細な分析を行う。はじめに解析モデルを用いて加振実験の再現解析を行い，振動台の回転

の有無が，試験体の応答へ与える影響を検討する。次に，その結果をもとに，解析モデル，試

験体の双方について回転入力の影響を加味したシステム同定を行い，建物自身（試験体）の

振動特性を推定する。Ｅ－ディフェンスでは実際に，振動台の制御のために並進3成分，各軸

回りの回転3成分の加速度を入力しており，振動台内部の加速度センサにおいて再現された応

答も計測している。上記の制御値と応答値は同じではないものの，本章では，水平軸回りの

回転成分の振動台の応答を回転入力と定義する。 

なお，本章での成果は，「大型震動台実験における RC 造建物の振動特性に及ぼす振動台の

回転入力に関する影響」5-12)として 2019 年の日本地震工学会論文集の第 19 巻，第 5 号にて発

表している。 

  



－98－大型振動台実験に基づく建築構造物の振動特性評価法に関する研究 
 

 
 

5.2 検討概要 

5.2.1 検討対象試験体および加振波 5-10), 5-13) 

本章では，既報 5-1)にて 1 次減衰定数が比較的大きな数値で同定された，中層の RC 造建物

を模擬した耐震構造の試験体 5-10)（3 章に同じく試験体 1 と称す）を検討対象とする。検討対

象とした試験体の形状および加振ケース一覧を，Fig. 5-1 および Table 5-1 にそれぞれ示す。加

振ケース一覧には，振動台および建物頂部での最大加速度を併せて記載する。Table 5-2 に試

験体設計時の主要な諸元を設計時の 1 次固有周期と併せて示す。試験体の詳細については，

文献 5-10),5-13)を参照されたい。 

Table 5-1 の検討対象とした加振は，次に詳述する①ランダム加振，②調整加振，③本加振

の 3 種類であり，種類に応じて表を色分けしている。①ランダム加振は，ランダム波（ホワ

イトノイズ波）を用いて主要な地震波による本加振前後に行われる，振動特性を把握するた

めの小振幅の加振である。②調整加振は，本加振の再現性を高めるため本加振と同一の地震

波の倍率を小さくし，得られた応答から目標波（本加振）に対して振動台へ情報をフィード

バックするための調整用の加振である。また，③本加振は，試験体の損傷進行を主な目的と

する比較的振幅レベルの大きい加振を指す。  
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Table 5-1 List of Input wave (Specimen 1) 5-12) 

No Input wave 

Max. Acc. (m/s2) 

Table Top (Avg.) 

X Y X Y 

1 Random(XY) 0.4 0.4 0.8 0.7 

2 Sannomaru-100%(XY) 2.0 1.5 2.7 2.6 

3 Random(XY) 0.4 0.4 0.8 0.7 

4 Yokohama-20%(XY) 0.4 0.4 1.1 1.2 

5 〃 0.8 0.9 2.6 2.6 

6 〃 1.0 1.0 3.5 3.7 

7 〃 1.0 1.0 4.0 4.0 

8 Yokohama-100%(XY) 7.0 6.7 21.5 16.3 

9 Random(X) Random(Y) 0.4 0.4 0.6 0.7 

10 El-centro-20%(XY) 0.4 0.7 0.9 1.8 

11 〃 0.6 1.0 1.8 2.8 

12 〃 0.7 1.1 2.1 2.7 

13 El-centro-100%(XY) 3.7 4.4 12.9 15.6 

14 Random(X) Random(Y) 0.4 0.4 0.6 0.6 

15 Random(X) Random(Y) 0.4 0.4 0.6 0.7 

16 JMA-Kobe-20%(XYZ) 0.9 1.3 3.6 4.8 

17 〃 1.2 1.6 6.2 7.3 

18 〃 1.1 1.3 2.6 3.6 

19 〃 1.3 1.6 6.3 6.9 

20 JMA-Kobe-80%(XYZ) 8.0 12.0 25.6 21.8 

21 Random(X) Random(Y) 0.4 0.4 0.6 0.6 

 

Table 5-2 Specifications of Specimen 1 5-12), for more descriptions see 5-10),5-13) 

Floor 
Height 

(m) 

Weight (kN) 1st natural period (s) 

Floor Total X Y 

R - 981 - 

0.23 0.24 

4 3.40 1,187 981 

3 3.90 1,116 2,168 

2 3.40 1,181 3,284 

1 3.90 2,972 4,465 

Table 1.55 - 7,437 
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5.2.2 大型振動台実験の再現解析 

（1）解析モデル 

 Fig. 5-1に示した試験体1は，概ね整形な形状であること，また，Table 5-1に示した全ての地

震波について連続して地震応答解析を行う際の解析効率も考慮し，等価せん断型多質点系モ

デル（以下，質点系モデル）を採用する。Fig. 5-2に解析モデルを示す。地震動入力点（かつ

回転入力時の回転中心）となる最下層の質点（Table）は，Fig. 5-1中の振動台表面高さに設定

し，非常に大きい質量（Large Massとして1013 t (またはt･m2)を設定）としている。質点系モデ

ルの非線形特性は，Fig. 5-3に示すように，後述のフレームモデルにおいて求めた荷重－変形

関係（Q-γ関係）をトリリニア型の骨格曲線に近似して設定する。第1折れ点は，Table 5-2に示

した1次固有周期と整合するよう，各層で初期剛性に対する割線剛性低下率0.6~0.8倍程度を目

安に調整した。第2折れ点は，部材の初降伏点とし，第3折れ点は，試験体設計時の想定に従

い，層間変形角γ = 1/100 radとなる点で定義した5-10)。第3折れ点以降は剛性を維持し，復元力

特性は，修正武田モデル5-14)として除荷勾配に関わる係数β=0.4を採用する。Table~1FL間は，

ほぼ剛であるとみなし，非常に大きな剛性（上部要素で設定した初期のせん断剛性に対して

1010倍程度）とした線形の梁要素で結ぶ。 

 質点系モデルの作成に先立ち，構造解析プログラムBRAIN5-15)を用いて3次元フレームによ

る解析モデルを作成する（以下，フレームモデル）。フレームモデルは，文献5-10), 5-13)の断

面情報，部材剛性および耐力を参考にモデル化し，Table 5-2に示した非構造部材や内外装材

も含む各フロアの重量と整合するよう，床面に積載荷重を与えて作成した。Fig. 5-4に，フレ

ームモデルにおいて，外力分布をTable 5-2の重量を用いてAi分布5-16)より設定し，X方向に静

的一方向載荷解析を実施して得られた荷重－層間変形角関係を，トリリニア型に置換したも

の（MDOF model）および文献5-13)の1FLの結果（Modified design model）と併せて示す。同文

献では，実験後の検討により，中柱（Fig. 5-1中の耐震壁wC1，wC2）の耐力評価に中間鉄筋を

考慮した壁耐力式を用いて設計モデルを補正することで，実験結果との整合性が良くなるこ

とが報告されている。Fig. 5-4に示す本モデルでも同様に耐力を補正しており，文献5-13)の結

果と概ね対応することがわかる。 
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Fig. 5-1 Configuration of specimen 1 (Left: plan view, Right: framing elevation) added some 

descriptions to the original figure in 5-10), 5-11) 

 

 

 

Fig. 5-2 Analysis model 5-12) Fig. 5-3 Setting of restoring force characteristics 5-12) 
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Fig. 5-4 Relations of load and deformation (Specimen 1，X direction) 5-12) 

 

（2）解析条件 

 質点系モデルを用いて，Table 5-1に示した全ての加振ケースを連続させた地震応答解析を

行う。ここで，解析時間ステップは実験データ5-7)のサンプリング周波数に従い，Δt = 0.001sと

し，時間積分は，Newmark-β法（β = 0.25）を用いる。各モードを通じて減衰が一定となるよ

う，歪エネルギー比例減衰を採用し，RC造建物の慣用値3%とする。また，解析時は，Fig. 5-2

に示すように質点系モデル最下層の質点に対し，水平1方向（Fのみ），または同水平および

回転（ロッキング）の2方向（FおよびM）に加振を行い，実験時に振動台表面直下のセンサで

得られた各方向の加速度応答そのもの（ただし，回転加速度は，公開データ5-7)について単位

を度からradに換算）にLarge Massの質量を乗じた加振力を直接入力する。なお，試験体1は各

階で重心と剛心が若干異なるが，その程度は小さい（偏心率で最大0.01程度）。更にねじれ剛

性を考慮した固有値解析より，ねじれの影響は少ないことを確認した。 
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5.2.3 回転を加味した振動特性の同定方法 

（1）ARX モデルを用いたシステム同定 

 本検討では，前述の質点系モデルを用いた実験再現解析（以下，単に解析と呼ぶ）および

実際の実験で取得された試験体の応答結果に対し，水平方向の1次の固有周期と減衰定数を同

定し，得られた振動特性を評価する。同定手法は，時刻歴で変動する各振動特性を比較的安

定した精度で同定可能であること5-18)，モード形の同定は対象外として多量のデータを効率的

に処理する観点から，3章と同様に入出力データに予めバンドパスフィルターを掛けた，1入

力1出力系のARXモデル例えば5-5), 5-17)を用いる。 

同定にあたっては，解析および実験より得られた水平方向の加速度応答を用いる。入出力

に使用するのは，振動台および建物頂部の記録（Fig. 5-2 の質点系モデルにおける Table，RFL

位置の応答に対応）とする。Fig. 5-1 に実験について振動特性の同定時に使用した加速度計の

位置を で示す。振動台は 1 点，建物頂部は対角の 2 点とし，頂部の記録は時刻歴で平均す

る。ARX モデルの解析条件は，文献 5-1)に従い，算定区間を 20s，ランニングピッチを 5s，

モデル次数 N=2 とし，各地震波で共通とする。 

Fig. 5-5 に，代表で Table 5-1 の各ランダム加振に関して，実験から得られた振動台と頂部の

X 方向加速度応答より求めた伝達関数（前述の各算定区間で求めた伝達関数の平均値）を，

定義する台形型のバンドパスフィルターの概念図（f1~ f4に対し，透過量を 0.0，1.0，1.0，0.0

で設定）と併せて示す。同図に示すように，初期の伝達関数（No.1）より 4Hz 付近に 1 次モ

ードのピークが確認できる。多数の加振を経て塑性化が進行するのに伴い，徐々に低振動数

側にピークが移動し最終加振（No.21）に至る。この時，図中のように伝達関数の変動が大き

い場合は，バンドパスフィルターに関して，対象とする 1 次モードのピークを包絡するよう

範囲を変更している。 

 

Fig. 5-5 Transition of transfer function of 

Specimen 1 

(X direction, building top/shaking table) 5-12) 

(a) Not considering 

rocking effect 

(b) Considering 

rocking effect 

Fig. 5-6 Conceptual diagram of the vibration 

system for obtaining the transfer function 5-12) 
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（2）振動台の回転入力を加味した加速度応答の補正方法 

次に，振動台の回転入力を加味した加速度応答の補正方法を概説する。補正方法は，文献

5-9)に従い以下とする。同文献では，振動特性の同定にあたり，振動台の回転入力を加味した

運動方程式である(5-1)式を前提とする。同式について，分解したモードの重ね合わせより伝

達関数を定式化し，次数ごとの独立性が高いとの近似から，k階での絶対加速度応答uሷ tot,kとj次

モードに対応する調和加速度入力uሷ g+Heq,jθሷgの比より，各モードの伝達関数を(5-2)式で定義し

ている。 

 𝐌𝐮ሷ ൅ 𝐂𝐮ሶ ൅ 𝐊𝐮 ൌ െ𝐌൫𝟏𝑢ሷ௚ ൅ 𝐇𝜃ሷ௚൯ (5-1) 

 
Gk,jሺωሻ=

uሷ tot,k

uሷ g+Heq,jθሷg
 (5-2) 

ここで，ug，θgはそれぞれ振動台の水平変位と回転角，u は振動台中心からの相対変位ベクト

ル，M，C，K はそれぞれ質量，減衰，剛性マトリクス，H は高さベクトルである。また，Heq,j

は j 次モードの等価高さを表す。当該補正法の利点は，同定に用いる実測データのうち入力

側に同定前にモード特性値（等価高さ）の予測が必要となることを除けば，入出力に実測値

を直接使用できることにある。同定時に用いる入出力データにおいて近似値や予測値の使用

を極力避けて，回転入力が各振動特性の同定結果に及ぼす影響に焦点を当てる観点から当該

補正法を採用した。以後，本補正法を適用し回転入力を用いて水平入力（水平加速度応答）

を補正することを指して，回転補正と称す。Fig. 5-6 (a)，(b)には，伝達関数を求める振動系の

概念図を，回転補正の有無に応じて示す。同図(a)は，回転補正なし（回転入力がないとみな

す場合に同じ）とした場合，同図(b)は回転補正した場合である。各図で上部構造の変形成分

を usとすると，同図(a)では usが，振動台からの相対値であるのに対し，同図(b)では回転入力

による変位成分 Heqθからの相対値となる点が異なる。 

本検討では，式(5-2)の方法に従い ARX モデルによるシステム同定時の入力データを回転補

正する。具体的には，同定に用いる水平方向の入力加速度（振動台応答）に対し，1 次モード

の等価高さを乗じた回転加速度を時刻歴で足し合わせた水平加速度応答を用いる。ここで必

要となる 1 次等価高さは，簡便のため，質点系モデルの固有値解析より求めた値（建物高さ

の 0.8 倍程度）を，解析および実験結果に対する同定時に共通で使用する。ただし，塑性化が

大きく進行すると，当該モードの等価高さは変化することも考えられる。そのため，塑性化

が進んだ場合の回転入力の影響を，やや過大あるいは過少に評価する可能性もあり，この点

は今後の課題と考える。 

 

  



第 5 章 振動台の回転が振動特性に及ぼす影響の評価 －105－  

 
 

5.3 解析モデルを用いた振動台の回転入力の影響に関する検討 

 本章では，振動台実験の再現解析を行い，回転入力の有無が建物の応答特性に与える影響

について検討する。解析は，実際の実験に従い水平および回転の2方向を入力した場合と，水

平1方向入力とした場合の結果を比較する（以下，単に2方向入力，1方向入力と呼ぶ）。以後，

回転入力の有無に応じた建物応答への影響について，5.3.1項で入力地震動に着目した検討を

行い，5.3.2項で解析および実験より得られた応答を比較し，傾向をまとめる。 

 以降に示す結果は，定性的な傾向がXおよびY方向で同様であるため，X方向を代表で示す。

また，Table 5-1に示した各本加振（加振2：Sannomaru，8：Yokohama，13：El-Centro，20：JMA-

Kobe）を対象に示す。 

 

5.3.1 入力地震動に関する影響の検討 

 試験体へ入力される地震動に着目し，振動台の回転入力の有無が，建物応答に与える影響

を考察する。Fig. 5-7 (a)~(d)に，試験体1に入力された各本加振のX方向およびY軸回転方向の

加速度時刻歴波形，u，Hθの比較をそれぞれ示す。Hは等価高さであり試験体の全高さの0.8倍

とする。また，最大加速度をu/Hθの順に併記する。同図(a)のSannomaruは，長周期の地震動で

あり，同(b)~(d)の各本加振は，短周期の地震動となる。試験体1は耐震建物であるため，

(a)Sannomaruではほぼ弾性応答範囲であり，5.3.2項で示すように，(b)Yokohama以降の本加振

において損傷が比較的大きく進行する。また，それぞれ等価高さを乗じた回転入力Hθが水平

入力uに対して最大値で0.5~1.2倍程度と水平加速度に匹敵する大きさとなることがわかる。 

次に，上述の各本加振より求めた加速度応答スペクトルについて検討する。式(5-2)に従う

と，回転入力が有る場合には，試験体に入力される振動台入力（伝達関数の分母）は，水平加

速度uሷ gに加えて，1次モードの等価高さに回転角を乗じた入力uሷ g ൅ Heq,1θሷgとして表すことがで

きる。そこで，Fig. 5-8 (a)~(d)に，Fig. 5-7に示した水平加速度（図中u：1方向入力に対応），

回転加速度（図中Hθ：回転入力に対応）および各回転加速度に応じて回転補正した場合の水

平加速度（図中 u + Hθ：2方向入力に対応）より求めた加速度応答スペクトル（減衰5%）の

比較を示す。参考のため，各図に試験体設計時の初期1次周期（0.23s）および実験時における

最終本加振後の1次周期（0.35s）5-1)を▲で併記する。同図(a)~(d)の各本加振について，初期1

次周期0.23s付近の応答に着目すると，Sannomaruでは，水平uのみに比して，回転補正したu + 

Hθが，半分程度に低減されている。一方，他の加振を見ると，Fig. 5-8 (b) Yokohamaでは，u + 

Hθが顕著に大きく，同(c)，(d)の各加振は同程度以上となる。続いて，各加振について，塑性

化が進んだ場合の周期0.35s付近までを見ると，各(a)~(d)に共通で，水平uのみに比して，回転

補正したu + Hθの応答が大きい傾向にあり，同図(c) El-Centro，(d) JMA-Kobeでは0.3s付近で

1.3~1.5倍程度となる。回転入力Hθは，周期0.23~0.35sで各地震ともピークが見られる傾向にあ
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るが，u + Hθにおいて応答値がuに対して増減する点は，水平および回転の各入力の位相特性

に関係するものと考えられる。 

以上より，振動台より入力される地震波について，建物応答が弾性応答範囲では，水平と

回転の2方向が入力されていながら，回転入力を無視して水平1方向入力とみなした場合，見

かけ上，入力を過大に評価する可能性が高く，塑性化以降は，反対に入力を過小評価する可

能性がある。なお，ここでは省略したが，塑性化前後のランダム加振の結果においても同様

の傾向であることを確認している。 

 

 

Fig. 5-7  Acceleration time history of shaking table horizontal input (main excitation, X 

direction) 5-12) 

 

 

 

Fig. 5-8 Comparison of acceleration response spectra (main excitation, X direction, h = 

5%) 5-12) 
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5.3.2 解析と実験における応答特性の比較 

 本項では，回転入力の有無が建物の応答特性に与える影響について質点系モデルの解析か

ら考察する。以下，5.3.1項の検討結果を考慮し，（1）項で弾性範囲，（2）項で塑性化以降の

応答の順に検討する。 

 

（1）弾性範囲での応答 

Fig. 5-9に，Sannomaruに関して，1方向および2方向入力した場合の解析より得られた建物頂

部の加速度応答時刻歴波形を，実験における同部の加速度応答と併記し，回転入力の有無の

影響に加え，解析と実験結果の対応関係を確認する。なお，時刻歴は0.01s間隔で描画し，横

軸は主要動付近の範囲に限定する。同図中には，解析（Analy.），実験（Exp.）のそれぞれの

最大加速度（max）に加え，2方向入力の解析と実験の時刻歴の二乗平均平方根の比率（実験

/解析（2方向）：以下，RMSr = RMS(uexp.) / RMS(uanaly.)とする）を併せて示す。 

 同図より，まず解析同士を比較すると，1方向入力は，2方向入力に比して加速度応答が大

きく，最大で2倍程度大きい。次に，2方向入力した場合の解析による応答と実験を比較する

と，実験に比して，最大値で10%程度，RMSrで10%程度解析の方が大きいが，実験との整合

性は比較的良い。双方の解析結果から，回転入力の有無が建物の加速度応答に影響を及ぼす

ことが確認できる。また，回転入力の有無による応答の大小関係は，5.3.1節の入力地震動の

検討から推定された傾向とも対応する。 

続いて，回転入力の有無が振動特性を同定する際に及ぼす影響を比較するため，Fig. 5-10 (a)

に，振動台と建物頂部の水平加速度応答のみを使って求めた伝達関数（Fig. 5-5に同じく各算

定区間の結果を平均化する）を，1方向入力と2方向入力の解析，および実験の3者を比較して

示す。また，同図(b)には，同図(a)のうち2方向入力の解析，および実験について，(5-2)式によ

り回転補正した振動台の水平応答を入力（分母）とした場合の伝達関数を，凡例に*印を添え

てそれぞれ示す。 

Fig. 5-10 (a)について，解析より求めた伝達関数を比較すると，弾性範囲であるため建物モ

デルの減衰はともに3%であるものの，ピーク高さは1方向入力に比して2方向入力が1/3倍程度

と，後者の場合は，水平入力のみとみなす（回転補正は考慮しない）ことで，見かけ上の減衰

効果が大きくなることがわかる。また，実験による結果は解析に比べて更にピークが鈍化し

ており，一般的なRC造建物の減衰に対して減衰定数の値が大きく同定された5-1)ことと対応す

る。 

続いて同図(b)について，1方向入力と，回転補正をした2方向入力および実験を比較すると，

特に解析では1方向入力と2方向入力のピーク高さ，振動数とも概ね一致する。すなわち，Fig. 

5-6に示したように，後者の2方向入力の伝達関数においても建物変形成分に着目することで，

弾性範囲であるため解析上で設定した建物自身の減衰および周期特性が比較的精度よく表れ

ていると考えられる。回転補正をした実験に着目すると，2方向入力の解析と同様に，補正前
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後でピーク高さが3倍程度に増加する。また，3者の1次振動数は概ね4.3Hz（0.23s）程度で一

致しており，今回の補正方法が実験についても概ね有効に働くものと考えられる。なお，実

験の減衰効果が解析に比して大きい要因として，解析モデルでは考慮されない非構造部材が

存在する影響なども考えられるが，ここでの特定は難しい。 

 

 

Fig. 5-9 Comparison of acceleration time history 5-12) 

(Sannomaru, building top, X direction)  

 

  
(a) Analysis (1 dir., 2 dir.) and experiment  

(Both of them are without rocking correction: u) 

(b) Analysis (1 dir., 2 dir.*) and experiment * 

(* shows that they are with rocking correction: 

u+Hθ) 

Fig. 5-10 Comparison of transfer functions 5-12) 

(Sannomaru, building top/shaking table, X direction)  

 

 

Fig. 5-11 Comparison of acceleration time history 5-12) 

 (Yokohama, building top, X direction)  
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（2）塑性化以降の応答 

 次に塑性化以降における応答を確認する。Fig. 5-11に，代表で最大変形が生じるYokohama

に関して，解析および実験より得られた建物頂部の加速度応答時刻歴波形を併せて比較する。

描画方法は，Fig. 5-9と同じとする。 

 同図より，まず解析同士を比較すると，回転入力の有無により，1方向入力に比して，2方

向入力の場合の加速度応答が大きいことがわかる。これらの大小関係は，5.3.1節の加速度応

答スペクトルの比較で推定された塑性化以降の応答傾向と対応する。次に，2方向入力の解析

と実験を比較する。最大値では20％程度前者の応答が小さいものの，RMSrは1.0であり，平均

的な応答としては，解析により実験結果を概ね捉えられており，1方向入力の場合に比べて，

整合性が良いといえる。 

Fig. 5-12 (a)，(b)に，代表で第1層の荷重－層間変形角関係について，2方向入力の解析に対

し，1方向入力の解析，および実験の2者との比較をそれぞれ示す。解析の層間変形角にはせ

ん断歪を用い，実験の層間変形角は，変位計から得られた層間変位を層高さで除した値とす

る。層せん断力は各層の応答加速度と質量より算出した5-10)。また，各凡例の横に，等価粘性

減衰定数heq（=1/4π･ΔW/Wで算定）の値を併記する。heqは，図中に太線で示した最大変形時の

代表1ループを損失エネルギーΔWとし，変形エネルギーWは塑性化による残留変形があるこ

とを考慮してループ重心位置から最大変形に達した場合の三角形の面積として，各値を算定

した。 

 Fig. 5-12(a)の解析同士の比較に関して，Fig. 5-11で1方向入力に比して，2方向入力の加速度

応答が大きくなっていたのと同様に，ここでは省略したが建物各階の加速度応答とも増加し，

1層に生じる層せん断力ならびに最大変形とも後者の方が大きくなることがわかる。このよう

に，回転入力の有無により各層の塑性化程度が異なるため，剛性の低下に伴う周期の変動に

も両者で差違が生じることとなる。また，等価粘性減衰定数heqは塑性化の大きい2方向入力で

16%であり，1方向入力の12%に比べて30%程度大きい。すなわち，弾性範囲の場合とは異な

り，塑性化以降は，回転入力の有無に応じて材料減衰と履歴減衰を含む建物自身の減衰，更

に周期の値とも異なるといえる。次に，Fig. 5-12(b)の2方向入力の解析と実験を比べると，最

大変形の絶対値（両者とも0.002 rad程度）やheqの値は（それぞれ16%，14%），解析の減衰値

がやや大きいものの比較的良い対応を示す。一方，実験に見られるやや楕円形を描くような

復元力特性と，解析で簡略化した復元力特性（トリリニア型の修正武田モデル）とでは，剛

性の低下率や履歴特性にやや差違がみられる。なお，heqはいずれも10%以上と，摩擦等により

発生すると想定される材料減衰（解析では3%）に比して大きく，塑性化後の減衰特性におい

ては，履歴減衰の影響が相対的に大きくなるものと考えられる。 

続いて，回転入力の有無が振動特性を同定する際に及ぼす影響を確認する。Fig. 5-13 (a)，

(b)にFig. 5-10に同じく3者の伝達関数の比較を示す。Fig. 5-13(a)は，いずれも水平入力のみと

みなす（回転補正は考慮しない）場合であり，同図(b)は，Fig. 5-10(b)と同様に2方向入力の解

析および実験の2者に対し回転補正を行ったものである。 
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Fig. 5-13(a)より，いずれの伝達関数ともに3~4Hz付近で，概ね同程度の応答の増幅がみられ

る。一方，2方向入力の解析と実験では2.5Hz付近においても比較的大きな増幅がみられる。

Fig. 5-12で確認した回転入力の有無に応じた塑性化程度の大きさ，および周期の変動との関係

を考えると，1方向入力の解析に比べて，2方向入力および実験の伝達関数のピーク振動数が

低下する（長周期化する）ものと想定されるが，後者2つは1次モード付近の裾野が大きくピ

ーク振動数も不明瞭である。続いて同図(b)の1方向入力の解析と，回転補正した2方向入力の

解析および実験の応答を比較すると，1方向入力に比べて，2方向入力の解析と実験のピーク

振動数は，全体として3Hz付近に移行し裾野が小さくなることで，Fig. 5-12から想定される長

周期化の傾向が比較的明瞭に認められる。また，1方向と2方向入力の解析におけるピーク高

さはFig. 5-12の等価減衰定数の大小関係とも概ね対応する。ただし，1方向と2方向入力の解析

では，回転入力の有無に起因して塑性化程度が異なること，解析と実験の復元力特性にも差

異がある点を考慮すると，各伝達関数におけるピーク振動数や高さの比較から，回転補正の

有効性を定量的に捉えることは難しい。これらの結果を考慮したうえで，以下に示すまとめ

では，塑性化以降における回転入力の影響については，定性的な傾向を推定するにとどめる。 

 

  

(a) Analysis (1 dir.) and (2 dir.) (b) Test and analysis (2 dir.) 

Fig. 5-12 Comparison of relationship of load and story drift angle/shear strain 5-12) 

(Yokohama, 1st floor, X direction) 

 

  

(a) Analysis (1 dir., 2 dir.) and experiment  

(Both of them are without rocking correction: u) 

(b) Analysis (1 dir., 2 dir.*) and experiment * 

(* shows that they are with rocking correction: 

u+Hθ) 

Fig. 5-13  Comparison of transfer functions 5-12) 

(Yokohama, building top/shaking table, X direction) 
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（3）応答特性のまとめ 

弾性範囲，塑性化以降の双方において，解析により振動台の回転入力の有無が建物の応答

特性に影響を及ぼすことを確認した。弾性範囲においては，水平1方向のみを入力する場合に

は，水平と回転2方向を入力する場合に比べて建物応答を過大に評価する。また，2方向入力

において，回転入力を無視し，水平1方向入力とみなして（回転補正を考慮しない）振動特性

を推定する場合，解析および実験の減衰効果が，見かけ上大きく推定される。伝達関数のピ

ーク高さは，2方向入力の解析，実験とも回転補正がある場合には，同補正がない場合に比べ

て3倍程度大きくなる結果であった。また，回転補正を考慮することで周期を含む建物自身の

振動特性が概ね有効に推定できる可能性が高い。 

塑性化以降においては，水平1方向のみを入力する場合には，水平と回転の2方向を入力す

る場合に比べて建物の最大加速度応答や最大変形が小さくなる傾向にあり，建物応答を過小

に評価する可能性が高い。2方向入力において，水平1方向入力とみなして振動特性を推定す

る場合の影響を，回転補正前後の伝達関数の変化から判断することは難しいが，履歴減衰が

支配的となり応答の増幅が平滑化されることに加え，1次振動数付近におけるピークが不明瞭

となり裾野が大きくなることで，減衰効果がやや過大に評価される可能性もある。 
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5.4 振動台の回転入力を加味した振動特性の同定 

本章では，5.2.3項の方法に従い，Table 5-1の全ての加振について解析および実験で得られた

応答を用いて振動特性を同定し，結果を考察する。ここでも，5.3節に同じく代表でX方向の

結果を示す。 

Fig. 5-14 (a)，(b)に解析より得られた，1次固有周期および減衰定数をそれぞれ示す。各図は，

全ての加振波を時間経過順に連続でプロットする。色分けは各本加振を経験するのを区切り

として同系色でまとめ，色の濃淡はTable 5-1の加振種別①~③に対応する。回転入力の影響を

無視して同定した場合（回転補正なし）は●で，回転入力を用いて補正した場合（回転補正あ

り）を△で併記する。 

Fig. 5-14(a)より，1次固有周期を見ると，回転補正の有無に依らずYokohamaの本加振時に大

きく周期が増加し，これ以前は弾性範囲，以後は塑性域に達し明瞭な長周期化が確認できる。

次に，回転入力による補正の影響を見ると，塑性化前後に依らず，特にランダム加振時は，

いずれも回転補正前に比してやや短周期側に補正される。これは，5.3.2節のFig. 5-10 (a)，(b)

の伝達関数の見かけ上の変化からもわかるように，ピーク周期が比較的明瞭になるためと考

えられる。続いて，Fig. 5-14(b)の減衰定数に着目する。補正前の結果について，初期の状態か

ら10%以上の大きな減衰であり設定値（3%）を上回る。塑性化以降は履歴減衰の影響が大き

くなるため同様に10~20%前後の比較的大きな値を示す。これに対し，補正後の結果は，弾性

範囲では，設定値である3%にほぼ一致し，塑性化以降は，補正後の減衰定数が，ほぼ同程度

かやや小さくなる傾向にあり，10%~15％程度となる。 

Fig. 5-15 (a)，(b)には実験より得られた各振動特性をFig. 5-14と同様の形式で示す。同図(a)

の固有周期，同図(b)の減衰定数とも，回転補正前後の変化は上述の解析による結果と概ね対

応している。本検討の主眼である補正後の減衰定数の値に着目すると，Yokohama本加振以前

の弾性範囲では，3~4%程度である。続いて，塑性化以降は，回転補正前には解析と同様に10%

前後の値が，補正後には5%程度に低下する。減衰定数が低減する傾向は解析に共通するが，

低減率はやや大きい結果となった。 
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Fig. 5-14 Identification results of vibration characteristics (analysis) 5-12) 

 

 
Fig. 5-15  Identification results of vibration characteristics (Test) 5-12) 
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5.5 まとめ 

 本章では，Ｅ－ディフェンスで行われたRC造建物の大型振動台実験について，質点系モデ

ルを用いて，再現解析を行い，振動台の回転入力が建物応答特性に及ぼす影響について検討

した。更に，解析および実験から得られた応答に対し，回転入力の影響を加味した水平1次の

固有周期と減衰定数をARXモデルにより同定した。対象試験体について，得られた知見を以

下に示す。 

【質点系モデルによる解析と実験の比較】 

・弾性範囲，塑性化以降の双方において，解析の結果から，振動台の回転入力の有無が建物

応答特性に影響を及ぼした可能性が高い。 

・弾性範囲においては，実際に生じた回転入力を無視して1方向入力の解析を行う場合，振動

台による入力が過大評価され，建物応答が実験に比べ大きくなる傾向にある。一方，塑性

化以降においては，反対に入力を過小評価することで，建物応答が小さくなる傾向が認め

られる。塑性化の有無に依らず，水平と回転の2方向を入力した解析と実験は比較的良い対

応を示した。 

・水平および回転の2方向を入力した解析結果に対し，回転入力がないものとして振動台と建

物頂部の伝達関数より振動特性を推定した場合，弾性範囲では，過大評価された入力に対

し，見かけ上応答の増幅が小さくなるため，減衰効果を3倍程度過大に評価した。また，塑

性化以降では，同様の条件で推定を行う場合，過小評価された入力に対して応答の増幅範

囲が平滑化し，履歴減衰を含んだ減衰特性を大きく評価する可能性を示した。 

【ARXモデルによるシステム同定】 

・質点系モデルの解析により得られた応答結果に対し，文献5-9)の方法に従い回転入力の影響

を加味して振動台の入力を補正（回転補正）して同定を行った場合，弾性範囲については，

解析上で設定した建物自身の振動特性（1次固有周期は0.23s，減衰定数は3%）が概ね有効

に推定された。実験の応答について，同様の同定方法を適用した場合の減衰定数は3~4%で

あった。 

・塑性化以降の解析および実験の応答に対し，同様に回転補正して同定を行った場合，補正

前の減衰定数10%程度に比して，値が低下する傾向を得た。但し，解析に比して実験の低減

率が大きい点など，更なる検証が必要である。 

 

今回，検証に用いた質点系モデルによる解析では，特に塑性化以降の応答は復元力特性の

再現精度などから実験との整合性に課題が残る。また，回転入力を加味した場合の振動特性

の同定に用いるパラメータにも改善の余地がある。これらの課題を踏まえ，減衰定数が大き

い傾向がみられる他の試験体でも検討を重ねていく必要がある。 
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6. 地盤－建物連成系実験に基づく水平および回転

を考慮した振動特性の評価 

6.1 はじめに 

5 章では，RC 造の試験体を対象に，振動台と試験体との連成 6-1)~6-3)を考えた場合の相互作

用として，振動台の回転（ロッキング）が試験体の振動特性に及ぼす影響について，質点系

モデルを用いたシミュレーション解析を用いて回転入力の有無による応答結果を比較するこ

とで検討した。さらに，振動台の回転の影響を補正した場合の振動特性の推定方法 6-3)を，ARX

モデルを用いた振動特性の分析に準用し，回転の影響を補正した場合としない場合とで，固

有周期や減衰定数の同定結果がどのように変わるかを確認した。 

上記のシミュレーション解析の結果から，一部の加振波おいては，回転入力を有すること

で，水平方向のみ加振された場合に比べて上部構造の応答が低減するため，見かけ上大きな

減衰効果が付加される場合があることが明らかになった。また，回転入力の影響を補正した

システム同定法を当該実験に適用したところ，回転の影響を補正しない場合に 10％以上の減

衰定数が同定されていたのに対して，回転の影響を補正することで 3~4%程度の値が得られ

た。これは，特に地盤―建物の相互作用の影響が指摘される RC 造の中低層の実建物におけ

る 1 次減衰定数が 1~20%程度と大きくばらつく傾向 6-4), 6-5)の一因として，水平方向だけでな

く回転方向の相互作用の影響が無視できないこと 6-6), 6-7)を示すものと考えられる。これまで

に，Cruz ら 6-8)は，実建物の実測データに基づく高次モードになるほど減衰定数が増加する傾

向について，スウェイ・ロッキング（SR）モデルで相互作用を考慮することによりその現象

を説明している。一方で，各方向の相互作用の寄与については不明瞭であり，低次と高次の

減衰定数がほぼ同程度とする高層建物に基づく近年の知見 6-4), 6-5)への説明性は不十分である。

実測データから，建物，SR 地盤ばねの剛性や減衰を直接推定する試み 6-9)~6-11)もなされている

が，地盤が非常にばらつきの大きい材料であること 6-12)を踏まえると，水平および回転方向の

相互作用を含む振動モード特性を推定し，相互作用の影響を評価する方法が必要である。 

そこで，本章では，森田による ARX モデルを用いた 1 質点系のアプローチ 6-13)を参考に次

の手順で検討を行う。①水平および回転を含む地盤－建物連成系（以下，SSI 系），②回転の

みの相互作用を考慮する系（以下，RB 系）と③上部構造のみを考慮した基礎固定系（以下，

FIX 系）に分け，多質点系における各系の振動特性を，部分空間法 6-14), 6-15)により同定する方

法を提案する。さらに，杭基礎建物の実大振動台実験 6-16)に対して本手法を適用し，微小振幅

から地盤・基礎の非線形化が進行する大振幅レベルの地震動を経験した際の①~③の振動特性

を同定し，それらの対比から各相互作用がそれぞれ振動特性に及ぼす影響について検討する。 
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なお，本章での成果は，「大型振動台実験に基づく地盤－建物の動的相互作用を考慮した RC

造建物の振動特性の分析」6-17)として 2023 年 6 月の日本建築学会構造系論文集にて発表して

いる。  
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6.2 SSI，RB および FIX 系の運動方程式の概要 

はじめに，後述の部分空間法を適用するにあたり，SR モデルを仮定して SSI，RB および

FIX 系の振動モードに分解するための各運動方程式の基本的な考え方を示す。また，各系の

観測に必要な計測点を挙げたうえで，相互作用の評価に関する地震観測における現状と課題

を整理する。Fig. 6-1(a)~(c)は，各系で想定した運動方程式の概念図である。同図より，SSI 系

では地動入力面に対して水平と回転双方の相互作用の影響を建物変位に考慮する。これに対

して，RB 系は基礎水平面を固定とみなし，回転の影響のみを同変位に考慮したもの，さらに

FIX 系は θ0 回転した面を固定として上部構造の変位のみを考慮したものである。各運動方程

式の概要，および仮定するモード分解は既報 6-18)に示す方法を用いるが，新たに加えた RB 系

の運動方程式の導出と FIX 系での留意点を中心に以降に示す。詳細は，同文献も参照された

い。なお，本章では減衰マトリクスを最も単純な内部粘性減衰の形で記載するが，モードの

直交性を仮定する前提において，6.3 節で用いるひずみエネルギー比例型等の減衰についても

適用可能であることを補足しておく。 

 

6.2.1 SSI 系における SR モデルの運動方程式 

SSI 系の運動方程式について概要を示す。Fig. 6-1(a)は遠方自由地盤等の地動変位 y を受け

るせん断型の多質点系 SR モデルを，地動入力点からの相対変位系で表した場合の概念図で

ある。図中，ki，ci はそれぞれ上部構造のせん断剛性と減衰係数，KH，CH と KR，CR は SR ば

ねの剛性と減衰係数，mi は各質点の質量，J0 は基礎に集約される回転慣性質量，Hi は層高さ

である。同図の SR モデルの運動方程式は，次式となる。ただし，時間関数表現は x(t) = x と

して省略した。 

 ሾ𝑀ሿሼ𝑥ሷሽ ൅ ሾ𝐶ሿሼ𝑥ሶሽ ൅ ሾ𝐾ሿሼ𝑥ሽ ൌ െሾ𝑀ሿሼ𝑒ሽ𝑦ሷ  (6-1) 

 ሾ𝑀ሿ ൌ 𝑑𝑖𝑎𝑔ሾ𝑚௜ ⋯ 𝑚ଵ 𝑚଴ 𝐽଴ሿ (6-2) 

 

ሾ𝐶ሿ ൌ

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
𝑐௜ െ𝑐௜
െ𝑐௜ ⋱

⋯ െ𝑐௜𝐻௜
⋮

⋮

െ𝑐௜𝐻௜ ⋯

𝑐ଵ ൅ 𝑐ଶ െ𝑐ଵ 𝑐ଶ𝐻ଶെ𝑐ଵ𝐻ଵ
െ𝑐ଵ 𝐶ு ൅ 𝑐ଵ 𝑐ଵ𝐻ଵ

𝑐ଶ𝐻ଶെ𝑐ଵ𝐻ଵ 𝑐ଵ𝐻ଵ 𝐶ோ ൅෍𝑐௝𝐻௝
ଶ

௡

௝ୀଵ ⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

 (6-3) 

 

ሾ𝐾ሿ ൌ

⎣
⎢
⎢
⎢
⎢
⎢
⎡
𝑘௜ െ𝑘௜
െ𝑘௜ ⋱

⋯ െ𝑘௜𝐻௜
⋮

⋮

െ𝑘௜𝐻௜ ⋯

𝑘ଵ ൅ 𝑘ଶ െ𝑘ଵ 𝑘ଶ𝐻ଶെ𝑘ଵ𝐻ଵ
െ𝑘ଵ 𝐾ு ൅ 𝑘ଵ 𝑘ଵ𝐻ଵ

𝑘ଶ𝐻ଶെ𝑘ଵ𝐻ଵ 𝑘ଵ𝐻ଵ 𝐾ோ ൅෍𝑘௝𝐻௝
ଶ

௡

௝ୀଵ ⎦
⎥
⎥
⎥
⎥
⎥
⎤

 (6-4) 
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ここに，[M]，[C]，[K]はそれぞれ式(6-2)~(6-4)の質量，減衰，剛性マトリクスを表す。ሼ𝑥ሽ ൌ

ሼ𝑥௜ 𝑥௜ିଵ ⋯ 𝑥଴ 𝜃଴ሽ்は，地動入力点から見た自由地盤との相対変位ベクトル，ሼ𝑒ሽ ൌ

ሼ1 ⋯ 1 0ሽ்は慣性力分布を表す状態ベクトルである。本方程式では埋め込み等の影響が

比較的小さい建物を仮定し，SR ばねの非対角項，回転方向の地動加速度は 0 としている。 

 

 

(a) SSI system (b) RB system (c) FIX system 

Fig. 6-1 Concept of multi degree of freedom system SR model 6-17) 

 

6.2.2 RB 系における運動方程式 

 次に，SSI 系から RB 系の運動方程式への変換を示す。RB 系の運動方程式では，Fig. 6-1(b)

に示す基礎水平面を固定とみなした建物の相対変位系を考える。この時，式(6-1)左辺の相対

変位 xiに対して基礎水平変位 x0の差をとり（加速度，速度も同様），各変位を基礎回転のみを

含めた相対変位𝑋෠௜ ൌ 𝑥௜ െ 𝑥଴に置き換え，同様にして式(6-1)の右辺を基礎部の絶対加速度𝑋ሷ଴ ൌ

𝑥ሷ଴ ൅ 𝑦ሷとすることで，同式は基礎水平自由度のみを除外して次のように表せる。 

 ൣ𝑀෡൧ ቄ𝑋෠ሷ ቅ ൅ ൣ𝐶መ൧ ቄ𝑋෠ሶ ቅ ൅ ൣ𝐾෡൧൛𝑋෠ൟ ൌ െൣ𝑀෡൧ሼ𝑒ሽ𝑋ሷ଴ (6-5) 

 ൣ𝑀෡൧ ൌ ൤
ሾ𝑀ௌሿ

𝐽଴
൨，ሾ𝑀ௌሿ ൌ 𝑑𝑖𝑎𝑔ሾ𝑚௜ ⋯ 𝑚ଵሿ (6-6) 

 ൣ𝐶መ൧ ൌ ൦

ሾ𝐶ௌሿ ሾ𝐶ௌோሿ

ሾ𝐶ோௌሿ 𝐶ோ ൅෍𝑐௝𝐻௝
ଶ

௡

௝ୀଵ

൪，ሾ𝐶ௌሿ ൌ ൥
𝑐௜ െ𝑐௜
െ𝑐௜ ⋱

𝑐ଵ ൅ 𝑐ଶ
൩ 

ሾ𝐶ோௌሿ ൌ ሾെ𝑐௜𝐻௜ ⋯ 𝑐ଶ𝐻ଶെ𝑐ଵ𝐻ଵሿ，ሾ𝐶ௌோሿ ൌ ሾ𝐶ோௌሿ்  

(6-7) 

 ൣ𝐾෡൧ ൌ ൦

ሾ𝐾ௌሿ ሾ𝐾ௌோሿ

ሾ𝐾ோௌሿ 𝐾ோ ൅෍𝑘௝𝐻௝
ଶ

௡

௝ୀଵ

൪，ሾ𝐾ௌሿ ൌ ቎
𝑘௜ െ𝑘௜
െ𝑘௜ ⋱

𝑘ଵ ൅ 𝑘ଶ
቏ 

ሾ𝐾ோௌሿሾെ𝑘௜𝐻௜ ⋯ 𝑘ଶ𝐻ଶെ𝑘ଵ𝐻ଵሿ，ሾ𝐾ௌோሿ ൌ ሾ𝐾ோௌሿ்  

(6-8) 

y

m1

m0,J0

k1,c1

x1

x0

KR,CR
θ0

H1

KH,CH

ki,ci

mi-1

mixi

xi-1

Hi

y

θ0

=x0+y
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ここに，ൣ𝑀෡൧，ൣ𝐶መ൧，ൣ𝐾෡൧は，式(6-6)~(6-8)に示す基礎水平自由度を除外した各マトリクス，൛𝑋෠ൟ ൌ

ሼ𝑋෠௜ 𝑋෠௜ିଵ ⋯ 𝑋෠ଵ 𝜃଴ሽ
்は，基礎質点からの回転変位分を含む相対変位ベクトル，ൣ𝐶መ൧，ൣ𝐾෡൧の

各マトリクスは上部構造と基礎回転との非対角項を有し，回転による相互作用を含む。 

 

6.2.3 FIX 系における運動方程式 6-18) 

続いて SSI 系から FIX 系の運動方程式への変換を示す 6-18)。FIX 系では，Fig. 6-1(c)に示す

基礎水平面から θ0 回転した面に対する相対変位系の運動方程式を考える。前節の方法に準じ

て式(6-5)左辺の各相対変位に対して回転による水平変位 ΣHiθ0 との差を取り，同式右辺はこ

れを加えた絶対加速度𝑋ሷ଴ ൅ ∑𝐻௜ 𝜃ሷ଴として式(6-9)に変換する。本操作に伴い上部構造の振動特

性に関わるマトリクスሾ𝐶ௌሿとሾ𝐾ௌሿ，回転地盤ばねの減衰𝐶ோと剛性𝐾ோは独立する。ただし，質量

マトリクスሾ𝑀ഥሿは一部の非対角項が残るため，建物のせん断と回転が完全に分離しない点は注

意を要する。 

 ሾ𝑀ഥሿ൛𝑋ሷ ൟ ൅ ሾ𝐶̅ሿ൛𝑋ሶ ൟ ൅ ሾ𝐾ഥሿሼ𝑋ሽ ൌ െሾ𝑀ഥሿ൫ሼ𝑒ሽ𝑋ሷ଴ ൅ ሼ𝐻ሽ𝜃ሷ଴൯ (6-9) 

 ሾ𝑀ഥሿ ൌ ൤
ሾ𝑀ௌሿ
ሾ𝑀஻ௌሿ 𝐽଴

൨，ሾ𝑀஻ௌሿ ൌ ሾ𝑚௜ ∑𝐻௜ ⋯ 𝑚ଵ𝐻ଵሿ (6-10) 

 ሾ𝐶̅ሿ ൌ ൤
ሾ𝐶ௌሿ

𝐶ோ
൨, ሾ𝐾ഥሿ ൌ ൤

ሾ𝐾ௌሿ
𝐾ோ
൨ (6-11) 

ここに，ሾ𝑀ഥሿ，ሾ𝐶̅ሿ，ሾ𝐾ഥሿは，式(6-10)，(6-11)の各マトリクス，ሼ𝑋ሽ ൌ ሼ𝑋௜ 𝑋௜ିଵ ⋯ 𝑋ଵ 𝜃଴ሽ்は，

基礎質点からの回転変位分を除いた建物せん断変形分に相当する相対変位ベクトル，ሼ𝐻ሽ ൌ

ሼ∑𝐻௜ ∑𝐻௜ିଵ ⋯ 𝐻ଵሽ்は高さベクトルである。 
 

6.2.4 FIX 系におけるモード分解の概要と留意点 6-18) 

 相互作用の影響を評価するため，SSI，RB および FIX 系の各方程式についてモード分解を

行う。SSI，RB 系では，式(6-1)，(6-5)の水平あるいは回転の相互作用を考慮した運動方程式

の右辺を 0 と置いて求めた固有ベクトルに対して，直交性を仮定した一般的なモード分解 6-19)

を適用すればよい。これに対して，FIX 系では式(6-9)について同様にして求まる固有ベクト

ルが，式(6-12)のように上部構造の変形が支配的なモード，回転が支配的なモードに分かれる

とする。この時，例えば回転地盤ばねの剛性が上部構造の剛性に比べて十分に大きいと仮定

して，近似的に各モードではお互いの成分がほぼ 0 とすると，式(6-10)の非対角項の質量マト

リクスሾ𝑀஻ௌሿが無視できるため，以降で示すように上部構造（基礎固定）の剛性ሾ𝐾ௌሿと減衰ሾ𝐶ௌሿ，

回転地盤ばね剛性𝐾ோと減衰𝐶ோが分離された固有振動数等が得られる。 
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ሼ𝑋෨ௌሽ ൌ ቊ

൛𝑋෨௜
ௌൟ

𝜃෨଴
ௌ ≃ 0

ቋ，ሼ𝑋෨ோሽ ൌ ቊ
൛𝑋෨௜

ோൟ ≃ ሼ0ሽ

𝜃෨଴
ோ ቋ (6-12) 

ここに，ሼ𝑋෨ௌሽ，ሼ𝑋෨ோሽはそれぞれ上部構造の変形が支配的なモード，回転が支配的なモードの固

有ベクトルを表す。簡単のため，式(6-9)の運動方程式を，上部構造の水平と基礎回転の 2 自

由度とし，減衰マトリクスを無視すると，1 次，2 次モードの一般化座標，固有ベクトルをそ

れぞれ𝜉ଵと𝜉ଶ，ሼ𝑋෨ଵሽሺൌ ሼ𝑋෨ௌሽሻとሼ𝑋෨ଶሽሺൌ ሼ𝑋෨ோሽሻとして，式(6-9)の運動方程式は以下となる。 

 ሾ𝑀ഥሿ൫𝜉ሷଵሼ𝑋෨ଵሽ ൅ 𝜉ሷଶሼ𝑋෨ଶሽ൯ ൅ ሾ𝐾ഥሿ൫𝜉ଵሼ𝑋෨ଵሽ ൅ 𝜉ଶሼ𝑋෨ଶሽ൯ ൌ െሾ𝑀ሿሼ𝑒ሽ൫𝑋ሷ଴ ൅ 𝐻ଵ𝜃ሷ଴൯ (6-13) 

さらに，各モードの固有ベクトルの転置൛𝑋෨௝ൟ
்
を式(6-13)の左から掛けて，モードの直交性を考

慮すると，式(6-14)，(6-15)を得る。 

 െ𝜔ଶ𝜉଴,௝ ൅ 𝜔௝
ଶ𝜉଴,௝ ൌ െ𝜔ଶ൫𝑋଴ ൅ 𝐻௘,௝𝜃଴൯ (6-14) 

 
𝜔௝
ଶ ൌ

𝐾௘,௝

𝑀௘,௝
，𝜉௝ ൌ 𝛽௝𝜉଴,௝，𝑗 ൌ 1,2 (6-15) 

ここに，𝑀௘,௝は j 次モードの等価質量，𝐾௘,௝は同モードの等価剛性，𝛽௝は刺激係数，𝐻௘,௝は等価

高さであり，それぞれ以下で表される。 

 
𝑀௘,௝ ൌ 𝛽௝

ଶ൛𝑋෨௝ൟ
்
ሾ𝑀ഥሿ൛𝑋෨௝ൟ，𝐾௘,௝ ൌ 𝛽௝

ଶ൛𝑋෨௝ൟ
்
ሾ𝐾ഥሿ൛𝑋෨௝ൟ， 

𝛽௝ ൌ
൛𝑋෨௝ൟ

்
ሾ𝑀ഥሿሼ𝑒ሽ

൛𝑋෨௝ൟ
்
ሾ𝑀ഥሿ൛𝑋෨௝ൟ

，𝐻௘,௝ ൌ
൛𝑋෨௝ൟ

்
ሾ𝑀ഥሿሼ𝐻ሽ

൛𝑋෨௝ൟ
்
ሾ𝑀ഥሿሼ𝑒ሽ

ൌ
൛𝑋෨௝ൟ

்
ሾ𝑀ഥሿሼ𝑒ሽ𝐻ଵ

൛𝑋෨௝ൟ
்
ሾ𝑀ഥሿሼ𝑒ሽ

ൌ 𝐻ଵ，𝑗 ൌ 1,2 

(6-16) 

さらに，1 次と 2 次の固有ベクトル൛𝑋෨௝ൟをそれぞれ式(6-12)のように仮定し，式(6-15)，(6-16)

に代入すると各次の固有円振動数（固有振動数および固有周期）は式(6-17)，(6-18)で表すこ

とができる。 

 
𝜔ଵ
ଶ ൌ

𝐾௘,ଵ

𝑀௘,ଵ
ൌ
𝑘ଵ
𝑚ଵ

，𝑓ௌ ൌ 1/𝑇ௌ ൌ
𝜔ଵ
2𝜋

ൌ
1

2𝜋
ඨ
𝑘ଵ
𝑚ଵ

 (6-17) 

 
𝜔ଶ
ଶ ൌ

𝐾௘,ଶ

𝑀௘,ଶ
ൌ
𝐾ோ
𝐽଴

，𝑓ோ ൌ 1/𝑇ோ ൌ
𝜔ଶ

2𝜋
ൌ

1
2𝜋

ඨ
𝐾ோ
𝐽଴

 (6-18) 

 ここで，多質点系の場合には，式(6-9)の右辺第 2 項に高さ方向ベクトルを含むが，この入

力を採用した検討では，式(6-17)に示すような FIX 系の振動特性が得られなかった。要因の断

定はできないが，システム全体に共通のモードを持つというモード解析の制約条件を満たさ

ない可能性 6-18), 6-20)や類似の応答を持つ異なるシステムが推定されたことも考えられる。そこ

で，式(6-1)，(6-5)と同じく一様な慣性力分布を想定した場合の運動方程式に近似し，安定的

に FIX 系の振動特性を評価するため，笠井らの手法 6-3)を準用し運動方程式および振動特性の

同定を簡略化する 6-18)。具体的には，式(6-9)に対し，モード次数ごとの独立性が高いと仮定し

て，任意の j 次モードに着目した場合の等価高さ𝐻௘,௝を用いた式(6-19)を採用する。 

 ሾ𝑀ሿ൛𝑋ሷ ൟ ൅ ሾ𝐶ሿ൛𝑋ሶ ൟ ൅ ሾ𝐾ሿሼ𝑋ሽ ൌ െሾ𝑀ሿሼ𝑒ሽ൫𝑋ሷ଴ ൅ 𝐻௘,௝𝜃ሷ଴൯ (6-19) 
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 上式の等価高さについては，システム同定の適用前に仮定する必要がある。FIX 系におけ

る上部構造の j 次モードおよび回転ばねの卓越モードにおける等価高さをそれぞれ𝐻௘,ௌೕ，𝐻௘,ோ

とし，均等質量の等価せん断型質点系モデルに対し，逆三角形 1 次モードを仮定すると前者

は式(6-20)で（代表で 1~3 次を記載）6-3)，式(6-12)のሼ𝑋෨ோሽのように上部構造の変形成分を 0 と

すると，後者は式(6-21)で表される 6-18)。 

 𝐻௘,ௌೕ ൌ 𝛼௝𝐻௧௢௧௔௟   ሺ𝛼௝ ൌ 0.8, 0.015, 0.0051;  𝑗 ൌ 1~3ሻ (6-20) 

 𝐻௘,ோ ൌ ሺ𝐻ଵ
ଶ ൅ ⋯൅ ሺ∑𝐻௜ሻଶሻ ሺ𝐻ଵ ൅⋯൅ ∑𝐻௜ሻ⁄   (6-21) 

ここに，𝐻௜は第 i 層の層高さ，𝐻௧௢௧௔௟（ൌ ∑𝐻௜）は建物高さである。上式より，上部構造の卓

越モードにおける等価高さは 1 次が支配的である。回転ばねの卓越モードは，比較的高振動

数であり応答が減衰しやすいと考えられるが，上部構造の卓越モードと近接する場合等は，

振動特性の推定精度に影響が生じる可能性があり，FIX 系として想定したモード形状である

か等の確認が必要である 6-18)。 

 

6.2.5 各系の分析に必要な観測点および相互作用評価の課題 

先に述べた 3 つの系の振動特性の評価に必要となる最小限の観測点および現状の実建物観

測における相互作用の評価の課題を整理する。最も建物応答への寄与が大きい 1 次モードの

振動特性の評価に必要な観測点を想定する場合，各系の運動方程式右辺の入力として，SSI，

RB 系において，前者は建物周辺地盤の地表あるいは地中，後者は最下階等の水平加速度応答

を要する。FIX 系では，RB 系と同じ最下階の水平応答に加えて回転応答を得る必要があり，

例えば対極する 2 点の上下方向の加速度応答等の計測を要する。同様に各系の運動方程式左

辺に対する出力として，最上階等の代表点の水平加速度応答が共通で必要となる。高次モー

ドを評価するには，中間階の水平応答の計測点を増やす必要がある。 

一般のヘルスモニタリング等における地震観測を想定すると，現状の計測点の多くは，そ

の趣旨から建物上下階，地下部や頂部といった代表階の水平方向の計測が主であると考えら

れ，既往の実建物分析 6-4), 6-5)は回転応答を水平方向の応答に含む RB 系の評価となっている場

合が多い。そのため，既往の分析方法からは，RB と FIX 系の振動特性の差異を評価すること

は難しい。このような現状を踏まえて，本論ではそれぞれ SSI と RB 系，RB と FIX 系の対比

から前者で水平，後者で回転の影響を別々に評価する方法を提案する。本手法の定式化上，

RB および FIX 系は，SSI 系で得られる応答に対して，運動方程式の変換および近似を仮定す

ることで各系のモードを推定するため，厳密な解を得るには至らない点は留意が必要であり，

これは本手法の限界の一つと考えられる。しかしながら，本検討は，議論があまりなされて

いなかったこれらの相互作用による影響を明らかにしていくための契機と考える。 
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6.3 SR モデルの数値解析による振動特性同定法の検証 

本節では，振動特性が既知の SR モデルによる地震応答解析を行い得られた応答結果に対

して，前節で示した SSI，RB および FIX 系を想定したシステム同定を行うことで，予め各系

の数値解析より求めた振動モード特性が精度良く評価されるかを確認する。 

 

6.3.1 解析概要 

解析対象は，Fig. 6-2 に示す 4 質点の SR モデルとする。同モデルの諸元を Table 6-1 に示

す。建物諸元は，実大の 3 層 RC 造建物を想定し，4 章の杭基礎建物を模擬した試験体 6-16)を

実建物規模（相似則 λ=2.5 に基づき係数倍）に換算して設定した。解析モデルは建物，SR 地

盤ばねとも線形とする。上部構造は，曲げ剛性を十分大きくした等価せん断型の多質点系モ

デルとする。同部のせん断剛性については，Fig. 6-3 に示すように文献 6-16)の荷重－変形関

係曲線を概ね再現できるようフレームモデルを構築し，静的載荷解析より得られた同曲線に

対してトリリニア型に置換した場合の初期剛性を係数倍して設定した。この時の基礎固定モ

デルの固有振動数 fb は，約 5.1Hz であり，建築基準法の設計用 1 次振動数の概算値 4.3Hz（= 

1/0.02H）よりやや高振動数（短周期）となっている。Table 6-1 の SR 地盤ばねの剛性および

各上段の減衰係数は，杭基礎を対象として薄層要素法（以下，TLM）を用いて得られた動的

地盤ばねを定数化して設定した 6-12)。この時，基礎は上部構造に同じく文献 6-16)に基づき，

PC 杭（計 24 本）に支持された杭基礎として Table 6-2 の諸元を設定し，地盤は Table 6-3 に示

す 2 層地盤を仮定した。表層地盤の減衰定数は，Q 値と VS の関係に基づく近似式 6-21)より設

定した。地盤の固有振動数 fg は，逸散減衰による相互作用の影響が比較的表れやすくなるよ

う，表層を 15m として基礎固定時の建物 1 次振動数（約 5Hz）よりも短い 2.5Hz に設定する

（fb > fg）
6-16)。また，Table 6-1 の各下段の減衰係数は，逸散減衰による相互作用が比較的小さ

いものとして，例えば表層地盤が薄く地盤と建物の 1 次固有振動数の関係が大きく逆転する

等（fb << fg），地盤の材料減衰 h の影響が支配的な場合として設定する。この時，減衰係数 CH，

CRは，下式の等価粘性減衰定数 heqと動的地盤ばね剛性 K および減衰係数 C の関係例えば 6-12)よ

り逆算した。 

 ℎ௘௤ ൌ sinሾ0.5tanିଵሺ𝜔𝐶/𝐾ሻሿ (6-22) 

ここで，ωは地盤－建物連成系の 1 次固有周波数，K は Table 6-1 の SR ばね剛性とし，heqは

CH 算定時には Table 6-3 の表層地盤の減衰定数を，CR 算定時には同表の工学的基盤の減衰定

数をそれぞれ用いる。建物の減衰については低次と高次モードの減衰定数の差異が小さいこ

とも踏まえて 6-5)，上部構造の各層減衰定数を 3.0%，SR 地盤ばねを 0%とした SR モデルの固

有値解析に従い求めたひずみエネルギー比例型の減衰マトリクスを用いた。 

Fig. 6-4(a)に，検討用入力地震動の加速度時刻歴波形を示す。入力地震動は，実験 6-16)で得

られた土槽内の地盤地表面の応答を採用し，ランダム波による加振（RN）と平均的なスペク



第 6 章 地盤－建物連成系実験に基づく水平および回転を考慮した振動特性の評価 －125－  
 

 
 

トル特性を持つ模擬地震動として作成された内山波（Uch）の倍率 20%とする。同図(b)には，

各波形を最大加速度 1.0m/s2に基準化した場合の加速度応答スペクトルの比較を示す。Uch は，

振動台の特性を考慮して 12Hz（0.08s）程度までのローパスフィルターが採用されており 6-16)，

短周期域のスペクトル成分が減少していることがわかる。各地震動は，解析モデルの水平方

向に単独で入力して，時刻歴応答解析を行う。継続時間はそれぞれ約 50s，90s であり，サン

プリング時間 0.005s は共通である。解析での時間刻みは 0.001s として時間積分は，Newmark-

β法（β = 0.25）を用いる。 

 

  

Fig. 6-2 Overview of SR model 6-17) 
Fig. 6-3 Relationship between shear force and 

story drift angle 6-17) 

 
Table 6-1 Properties of Sway Rocking model 6-17) 

Mass 

point 

Story 

height (m) 

Mass 

(t, tm2) 

Stiffness 

(kN/m, kNm/rad) 

Damp.† 

ratio (%) 

Damp. coeff. 

(kNs/m, kNms/rad) 

No Hi mi J0 ki, KH KR hi,(hH) (hR) CH CR 

3 3.75  78.4 

- 

3.51E+5 

- 3.0 - - 2 3.75  94.9 4.11E+5 

1 4.0  94.9 5.24E+5 

0 - 143.3 4656.1 8.11E+5 6.75E+7 0.0 0.0 
8.75E+3 2.86E+5 

3.43E+3 1.06E+5 
† The values are used in calculating strain energy proportional damping. 

 
Table 6-2 Properties of PC pile 6-17) 

Num. of pile N Young’s modulus E(kN/m2) 
Diameter 

(m) 

Poisson’s 

ratio ν 

Damp. 

ratio h(%) 
Pile length L(m) 

24 3.61E+7 0.375 0.2 2.0 16 
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Table 6-3 Properties of soil 6-17) 

Soil 

type 

Thich. 

H (m) 

S-wave vel. 

VS (m) 

Dens. 

ρ (t/m3) 

Poisson’s 

ratio ν 

Damp. 

ratio h(%) 

Natural 

freq. fg (Hz) 

Surface 15 150 
1.5 0.3 

5.3 
2.5 

Bedrock 85 400 2.0 

 

 
(a) Acc. of time history (b) Acc. resp. spectrum (h=5%) 

Fig. 6-4 Input seismic motion for analysis 6-17) 

 

6.3.2 数値解析ケース 

 解析ケースの一覧を Table 6-4 に示す。地震動のスペクトル特性および動的地盤ばねの逸散

減衰の大きさに応じた同定精度について検討するため，それらを変更したパラメトリックス

タディを実施する。Table 6-1 の諸元を用いて，同表の減衰係数上段の値を用いた逸散減衰が

比較的大きい場合を HD，対して下段の値を用いた同減衰が比較的小さい場合を LD とする。

双方に対して RN を入力した場合とともに HD では Uch を入力したケースを行う。同表には，

HD，LD において SSI，RB および FIX 系を想定した場合の複素固有値解析を行い得られた固

有振動数および減衰定数を示す。FIX 系は，回転ばねの卓越モードも存在するため同モード

の卓越振動数（式(6-18)に同じ）および減衰定数を()で併記する。 

 Fig. 6-5 (a)~(c)には，HD および LD における各系の複素固有値解析より求めた水平方向お

よび回転方向（基礎質点における各モードの値を記載）の複素刺激関数 6-22)の実部を示す。同

図より，SSI 系の 1~3 次モードでは，基礎質点が水平方向に比較的大きく変形し，水平方向の

相互作用の影響が表れやすいモードであることがわかる。SSI 系の HD と LD を比較すると，

一部モードでの変形が減少し，逸散減衰の差異に応じた影響が認められ，Table 6-4 の SSI 系

における 2 次や 3 次の減衰定数を見ても，比較的大きな変動が確認できる。また，SSI 系の 5

次，RB 系の 4 次のように，回転が支配的となるモードは，回転方向の刺激関数の値が大きく

-0.8

-0.4
0

0.4

0.8

0 10 20 30 40 50

A
cc

. (
m

/s
2 )

Time (s)

WN Max:0.52 (m/s/s)

-0.5

-0.25

0

0.25
0.5

0 20 40 60 80

A
cc

. (
m

/s
2 )

Time (s)

Uch-20% Max:-0.39 (m/s/s)

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

0.01 0.1 1.0

Sc
al

ed
 a

cc
el

er
at

io
n

(m
/s

2 )

Period (s)

WN

Uch-20%

RN RN 



第 6 章 地盤－建物連成系実験に基づく水平および回転を考慮した振動特性の評価 －127－  
 

 
 

（Fig. 6-5 より例えば HD では前者が 0.008，後者が-0.012），水平方向の値はほぼ 0 となって

おり，これより低次のモードが建物の水平応答に寄与しやすいことがわかる。なお，HD と LD

とも，SSI と RB 系の水平方向の刺激関数の和は，1~4 次または 3 次までにほぼ 1.0 に達する

ことを確認しており，後述のノイズを考慮した検討において，SSI，RB 系とも最も高次のモ

ードは抽出が困難であったことから同定対象外とした。 

 

Table 6-4 Analysis cases and mode vibration characteristics 6-17) 

Case Wave System 
Natural frequency (Hz) Damping ratio (%) 

1st 2nd 3rd 4th 5th 1st 2nd 3rd 4th 5th 

HD 
RN / 
Uch 

SSI 4.1 11.6 15.0 19.2 22.2 5.9 21.0 16.0  5.9 22.0 
RB 4.6 13.4 18.9 21.8 - 3.1  1.9  2.6 23.0 - 

FIX† 5.2 13.5 18.9 (19.2) - 1.5  1.9  2.2 (28.0) - 

LD RN 
SSI 4.0 10.8 15.9 19.4 22.5 3.4  8.6  7.0  4.9  8.5 
RB 4.6 13.4 18.8 21.9 - 2.2  1.9  2.6  9.2 - 

FIX† 5.2 13.5 18.9 (19.2) - 1.5  1.9  2.2 (12.0) - 
† () shows the values of the mode where the rocking spring is predominant in the FIX system. 

 

 

 

 
(a) SSI (b) RB (c) FIX 

Fig. 6-5 Real part of participation function (Upper: HD, Lower: LD) 6-17) 

 

 
Fig. 6-6 Dividing image of input and output data

using system identification 6-17) 

 Fig. 6-7  Filtering image of 

trapezoidal BPF for Uch 6-17) 
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6.3.3 システム同定の方法 

 6.2 節で示した運動方程式およびモード分解の考え方に基づき 3 つの系を対象に，部分空間

法 6-14), 6-15)によるシステム同定を実施する。部分空間法には，いくつかアルゴリズムが提案さ

れているが，事前に検討を行い白色および有色雑音ともに有効な手法との報告がある PI-

MOESP 法 6-15)を採用する。数値計算には，MATLAB を用いる。 

部分空間法による，m 入力 l 出力の連続時間線形時不変の場合の離散時間システムの同定

問題は，式(6-23)に示す状態空間表現の入出力関係式で表すことができる 6-14)。 

 𝐱ሺ𝑘 ൅ 1ሻ ൌ 𝐀𝐱ሺ𝑘ሻ ൅ 𝐁𝐮ሺ𝑘ሻ ൅ 𝐰ሺ𝑘ሻ 

        𝐲ሺ𝑘ሻ ൌ 𝐂𝐱ሺ𝑘ሻ ൅ 𝐃𝐮ሺ𝑘ሻ ൅ 𝐯ሺ𝑘ሻ 
(6-23) 

ここに，𝐮ሺ𝑘ሻ ∈ ℝ௠は第 k ステップの入力ベクトル，𝐲ሺ𝑘ሻ ∈ ℝ௟は出力ベクトル，𝐱ሺ𝑘ሻ ∈ ℝ௡は

状態空間ベクトル，𝑨 ∈ ℝ௡ൈ௡，𝐁 ∈ ℝ௡ൈ௠，𝐂 ∈ ℝ௟ൈ௡，𝐃 ∈ ℝ௟ൈ௠はシステム行列であり，𝐰ሺ𝑘ሻ ∈

ℝ௡および𝐯ሺ𝑘ሻ ∈ ℝ௟はそれぞれプロセス雑音と観測雑音を表すベクトルである。 

式(6-23)の入出力関係式と，式(6-1)等に代表される建築物の運動方程式とを対比することで，

同定対象とする任意の i 次モードにおける固有振動数 fi，減衰定数 hiおよび固有モードベクト

ル Uiは，それぞれ式(6-24)，(6-25)で算定される 6-14), 6-15)。詳細は，同文献を参照されたい。 

 𝑓௜ ൌ |log 𝑝௜| 2𝜋∆𝑡⁄  ， ℎ௜ ൌ െlog|𝑝௜| |log 𝑝௜|⁄  (6-24)

 𝐔௜ ൌ 𝐂𝚿௜ (6-25)

ここに，C は式(6-23)のシステム行列，𝑝௜，𝚿௜は同式の行列 A に関する固有値および固有ベク

トルである。Δt はサンプリング時間である。 

部分空間法によるシステム同定では，入出力関係を想定した各系の運動方程式に対応する

システムとなるよう指定し，それぞれの振動特性をブラックボックス的に求めることになる。

すなわち，提案する SSI，RB および FIX 系の各振動特性をそれぞれ推定するには，入出力デ

ータに用いる時刻歴応答の選び方が重要となる。SSI 系の場合には式(6-1)，RB 系の場合には

式(6-5)，FIX 系の場合には式(6-19)を対象に，入力データは，各式右辺の外力に対応する絶対

加速度応答（m = 1）を，出力データは，比較的高次モードの応答までを捉えられるよう，各

式左辺で得られる応答に対応する各階の水平および基礎回転方向の絶対加速度応答（l = 5 ま

たは 4）を用いる。固有値解析を用いて，式(6-19)の FIX 系の同定に必要な等価高さの換算係

数𝛼௝を事前に算定したところ，1~3 次でそれぞれ建物高さの 0.75，-0.15，0.2 倍であり，2 次

以上の係の絶対値が式(6-20)に比べてやや大きくなった。既報 6-3), 6-18)では，モードの独立性が

比較的低い場合の評価には言及されていないが，本検討では，これらの係数を直接用いる場

合に比べて同定精度の向上が見られたことから，等価高さ𝐻௘,ௌೕと各係数を式(6-26)のように定

義し，FIX 系の入力加速度を設定した。 

 𝐻௘,ௌೕ ൌ 𝛼ௌೕ𝐻௧௢௧௔௟; (fj-1 + fj)/2 < f < (fj + fj+1)/2 
(6-26) 

 𝛼ௌೕ ൌ ∑ 𝛼௝
ଷ  (j = 1~3) 

ここで，𝐻௧௢௧௔௟は建物高さ， ௝は固有値解析より求めた各次の換算係数，𝛼ௌೕは j 次モードに

対して当該次数以上の回転応答が寄与するものとして定義した便宜上の換算係数である。ま
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た，式(6-19)の右辺の回転応答𝜃ሷ଴に𝐻௘,ௌೕを乗じるにあたり，対象次数に応じた振動数範囲 f を

設定する必要がある。ここでは，f を (fj-1 + fj)/2 < f < (fj + fj+1)/2 として，バンドパスフィルター

により対象範囲を抽出して算定した。この時 fj は j 次モードの固有振動数であり f0 は 0Hz と

する。なお，FIX 系の回転の卓越モードについては，Table 6-4 より上部構造の 3 次モードと

近接しているが，当該モードの減衰定数が比較的大きく影響は軽微と考え無視して，上部構

造の 3 次モードの値を用いている。 

入出力データのサンプリング時間は実験データに揃えて 0.005s とし，同定精度に関わる部

分空間法のパラメータ 6-14)は，同定結果が安定的に得られ，かつ計算時間が過大にならないよ

うあらかじめパラメトリックスタディにより影響を検討したうえで，ブロックハンケル行列

の列数 N = 3000（時間幅 T = 15s），ブロック行数 r = 100 とした。同定区間は，Fig. 6-6 に示す

ように，設定した時間幅 T に対し，T/3 ずつ時間をずらして推定区間を変更する。モデル次数

n は，地震動のスペクトル特性を考慮し，RN と Uch に対し次のように分けて設定する。高次

モードに対する入力成分を含む RN では，式(6-1)，式(6-5)および式(6-19)の自由度を考慮し，

それぞれ SSI 系：8，RB 系：6，FIX 系：8 とする。ここで，理想的な J 自由度モデルであれ

ば，n = 2J であるが 6-14)，Fig. 6-5 の刺激関数の結果を考慮して SSI 系と RB 系の最も高次のモ

ードは同定対象外とした。FIX 系では式(6-9)の非対角項の影響とみられる有意でないモード

と上部構造のモードを分離するため，基礎固定時の自由度より一つ多い次数とした。入出力

データは，35Hz 程度までのローパスフィルターを適用する。一方，Uch では 12Hz 前後を超

えると入力成分が減少することから，評価対象とするモードを安定的に抽出するため，既往

の検討 6-5)を参考に，各系とも Fig. 6-7 に概念図を示す各モードの卓越振動数を包絡するよう

な台形型のバンドパスフィルター6-5)（以下，BPF）を入出力データに適用したうえで，各モー

ドを単体で同定して振動特性を評価する。モード次数は共通で 2 とする。 

システム同定時の入出力データには，観測誤差を想定し，SN 比が 100 の白色雑音（以下，

ノイズ）を付加した。ノイズは，平均 0，標準偏差 0.1 の正規分布に基づき生成し，SN 比は

ノイズの分散 σw
2 に対する数値解析の各応答の分散 σr

2 の比として定義した。以降は，特に断

りのない限り全てノイズを考慮した場合の同定結果（SNR100 とする）を示す。 

 

6.3.4 地震動のスペクトル特性を変えた場合の検討 

 はじめに，逸散減衰の影響が大きいケース HD に着目し，入力地震動のスペクトル特性の

違いが同定精度に及ぼす影響について検討する。ここで，SSI 系については，前節の通り同定

対象のモード次数は 4 次まで含むが，RB および FIX 系との対比より相互作用効果を検討す

る観点から以降は最大 3 次モードまでを議論の対象とする。 

 Fig. 6-8(a)~(c)に RN を入力した場合の各系における 1~3 次モードの固有振動数（各図上段），

および減衰定数（各図下段）の同定結果を示す。ノイズがある SNR100 の各同定結果を推定

区間の中央（0-30s 区間であれば 15s）にプロットし，解析による真値（Correct）を実線で併
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記する。各図には，ノイズの有無による影響を確認するため，真値に対する同定結果の平均

値の誤差比をノイズなしの場合と併せて表（SNR100 または NN/Cor.）に示す。色分けは，そ

れぞれ，SR，RB，FIX 系である。同図(a)~(c)上段の固有振動数の結果より，1~3 次モードと

もノイズに依らず各系の真値と同定結果が概ね良く対応することがわかる。続いて，各図

(a)~(c)下段の減衰定数に着目すると，固有振動数と同様に真値と同定結果が概ね対応するが，

特に RB および FIX 系の 1 次モードは，それらの高次モードに比べて同定精度がやや低下す

る傾向にあり，同図(a)の NN の誤差比は，RB，FIX 系でそれぞれ 1.1，1.2 程度である。これ

らの要因については，本来 SSI 系で得られる応答に対して運動方程式の座標系を変換して同

定するため，真値に対応する RB および FIX 系で基礎面を固定した場合のモード減衰とは完

全には一致しないことが考えられる。すなわち，SSI 系における相互作用の影響が比較的大き

い 1 次モードを中心に，この座標変換の影響をうけやすくなり，やや誤差が大きくなったも

のと推察される。さらに，FIX 系では，高次モードの誤差比の傾向も踏まえると，上部構造の

モードが独立するとの仮定と 1 入力の運動方程式に近似する点で RB 系に比べて誤差が大き

くなったと考えられる。SNR100 では，上記に加えて特に，SSI 系の 2 次や 3 次の同定結果に

ノイズによる精度のばらつきが認められる。前述のうち，RB，FIX 系の 1 次モードについて

は，RB 系では回転応答の寄与が比較的大きく（Fig. 6-5 の刺激関数も参照），FIX 系ではこれ

らの回転応答を式(6-19)右辺の入力として用いるため，回転応答が同定精度に及ぼす影響が比

較的大きいと考えられる。この時，SN 比に応じた付加ノイズが相対的に大きい水平応答に対

して，回転応答が含まれるか，あるいは加算されるため，回転応答がノイズに埋もれやすい

影響が表れ同定精度が低下したと推察される。また，SSI 系の高次モードのように振幅が減衰

しやすい応答に対しては，見かけ上，それらの応答成分がノイズにより増減しやすく，固有

振動数に比べて減衰定数への影響が顕著に表れたと考えられる。  

 次に，Uch 入力の結果を確認する。Fig. 6-9(a),(b)に 1 次と 2 次モードの固有振動数および減

衰定数の同定結果を示す。なお，3 次モードについては，後述の 2 次モードと同様に同定精度

の低下傾向を確認したためここでは省略した。凡例等の表記は Fig. 6-8 に倣う。同図(a)の FIX

系では，1 次の固有振動数の推定結果は良好であるが，同減衰定数は主要動後の加振後半で精

度が低下する様子がみられ，同図(b)の SSI 系では，全体として，2 次の固有振動数および減

衰定数の推定値が真値よりも低下することがわかる。同様に RB，FIX 系の 2 次の減衰定数も

推定精度にややばらつきが認められる。これは，FIX 系では水平応答に比べて励起されにく

い回転応答を入力に要すること，SSI 系の高次モードは減衰定数が大きく，12Hz 前後を超え

ると Uch のスペクトル成分が減少すること（Fig. 6-4 参照）から，これらに関する応答はノイ

ズによる影響を相対的に受けやすいことが要因と考えられる。 

Fig. 6-10 には，代表で SSI 系の運動方程式である式(6-1)右辺の入力加速度に対する頂部（Top）

または基礎質点（Base）の応答加速度の伝達関数（前者は実線，後者は破線とする）を，1~3

次の固有振動数▼と併せて示す。上部は RN，下部は Uch の伝達関数を示す。線種の違いは，

薄い色で各区間全ての伝達関数を，濃い色で全区間をアンサンブル平均した結果を示す。基

礎質点はアンサンブル平均のみを示す。これより，同図上部の RN に比べて，下部の Uch の
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伝達関数は，平均の伝達関数に対する推定区間ごとのばらつきが大きいことがわかる。特に

高次モードを中心として薄い線で示す各区間の伝達関数はばらつきが大きくなる様子が見ら

れ， Fig. 6-8（RN）に比べて Fig. 6-9（Uch）の同定精度が不安定化したことと対応する。 

 

  

  

  

(a) Natural frequency (b) Damping ratio 

Fig. 6-8 Identified natural frequency and damping ratio in HD Case subjected to RN (Upper: 

1st mode, Middle: 2nd mode, Lower: 3rd mode) 6-17) 

 

  

  
(a) Natural frequency (b) Damping ratio 

Fig. 6-9 Identified natural frequency and damping ratio using bandpass filter of HD Case

subjected to Uch (Upper: 1st mode, Lower: 2nd mode) 6-17) 
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Avg. of SNR100/Cor. 0.95 1.18 1.38 
Avg. of NN/Cor. 1.00 1.08 1.24 

 

 SSI RB FIX 
Avg. of SNR100/Cor. 0.90 0.98 1.04 
Avg. of NN/Cor. 1.00 0.99 1.05 

 

 SSI RB FIX 
Avg. of SNR100/Cor. 1.02 1.00 1.00 
Avg. of NN/Cor. 1.00 1.00 1.00 

 

 SSI RB FIX  
Avg. of SNR100/Cor. 1.00 1.00 0.99  
Avg. of NN/Cor. 1.00 1.00 0.99  

 

 SSI RB FIX 
Avg. of SNR100/Cor. 1.03 1.00 1.00 
Avg. of NN/Cor. 1.00 1.00 1.00 

 

 SSI RB FIX 
Avg. of SNR100/Cor. 0.92 1.03 1.06 
Avg. of NN/Cor. 1.00 1.01 1.03 
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(a) RN excitation (b) Uch excitation 

Fig. 6-10 Comparison of transfer function (TF) of HD Case subjected to RN and Uch for 

SNR100 6-17) 

 

6.3.5 逸散減衰の大きさを変えた場合の検討 

逸散減衰の大きさを変えたケース HD と LD に対して RN を入力した場合の同定結果を比

較する。Fig. 6-11 の上段に 1~3 次の固有振動数を，下段に減衰定数をそれぞれ示す。各図と

も，SSI，RB および FIX 系毎に結果をまとめ，各系における 1~3 次モードの順に同定結果を

左から順に並べている。濃い色が HD，同系色の明るい色が LD の結果を示す。各凡例は，

SNR100（ ）の同定結果の全区間平均値 µ と標準偏差±σ および解析による真値（□Correct）

を併せて示す。Fig. 6-11 上段に着目すると，逸散減衰の大きさに依らず HD，LD とも概ね真

値と同定結果が良く対応することがわかる。SSI 系の高次モードでは，HD の同定結果は LD

に比べてやや精度が低下する様子がみられる。HD の高次モードは減衰定数が 20％前後と大

きく（同図下段の SSI の減衰定数も参照），ノイズにより応答がばらつく影響が相対的に大き

いものと考えられる。続いて同図下段の減衰定数に着目すると，こちらも逸散減衰の大きさ

に依らず，各ケースとも概ね真値と同定結果が良く対応するが，LD では HD に比べて，FIX

系の 1 次における同定精度の低下傾向がやや大きい。この要因として，SSI 系の 1 次モード減

衰が比較的小さい LD では，FIX 系の入力として用いる基礎の水平応答に対する付加ノイズ

が，同部の回転応答に比べて大きくなりやすく，後者がノイズに埋もれることで同定精度に

及ぼす影響が比較的大きく表れたと考えられる。  
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Fig. 6-11  Comparison of identified 

natural frequency and damping ratio in 

HD & LD case subjected to RN (Upper: 

frequency, Lower: damping ratio) 6-17) 

Fig. 6-12 Comparison of normalized identified 

natural period and damping ratio to the SSI or 

RB values in HD and LD Case subjected to RN 

(Upper: period, Lower: damping ratio) 6-17) 
 

6.3.6 数値解析のまとめ 

最後に，3 つの系に分離した場合の相互作用の影響について同定結果と真値を比較し，6.3

節についてまとめる。Fig. 6-12 に，RN 入力時における RB および FIX 系の 1~3 次までの固有

周期（同図上段）および減衰定数（同下段）について，SSI または RB 系の 1~3 次モードの同

定値（または真値）で基準化した場合の各比率を真値と併せて示す。凡例は，Fig. 6-11 を踏襲

し，同定結果の比率は平均値を用いて算定した。ただし，相互作用の影響が大きい系を基準

とするため周期表示とする（後述の 6.4.4 項も同様）。各図の FIX/RB，RB/SSI および FIX/SSI

の固有周期比に着目すると，HD，LD 双方とも 1~3 次モードの真値と同定結果が概ねよく対

応することがわかる。これに対して同図下段の各次の減衰定数比における定性的な比率の推

移は，真値と同定結果が概ね良く対応するが，1 次についてはやや差が生じる。FIX/RB の 1

次減衰定数比で，HD と LD の真値 0.5~0.7 に対して，各同定結果は 0.6~0.8 程度といずれも

20%程度大きくなっている。これに対して RB/SSI，FIX/SSI に着目すると，特に LD では，推

定精度が低下しやすく真値 0.4~0.6 に対して同定結果は 0.8~0.9 程度と 50%を超える誤差が見

られる。前節で触れたように SSI 系の逸散減衰が低下する場合 RB，FIX 系の同定精度がノイ

ズにより低下しやすい可能性があり，この影響は，RB，FIX 系とは入出力で扱う応答が異な

る SSI 系との対比に表れやすくなっていることがわかる。 

以上より，提案したモード分解を部分空間法に適用してシステム同定を行い，SSI，RB お

よび FIX 系の固有振動数および減衰定数を評価することで，水平または回転の相互作用がそ
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れぞれ振動特性に及ぼす影響を分離して評価可能であること，それらの対比により各相互作

用の影響が推定可能であることを確認した。固有振動数に比べて減衰定数は，ノイズ等が推

定精度へ及ぼす影響が大きい点，各系の減衰定数の差が小さい場合にはその傾向が表れやす

い点は留意する必要がある。また，高次モードまでを精度良く推定するには，スペクトル特

性の偏りが比較的小さい常時微動等を対象に評価を行うことが望ましいと言える。強震観測

等で得られる一般の地震動を扱う場合には，Uch のように周波数成分が極めて限られること

は少ないと考えられるが，一つの地震動だけでなく複数の地震動に対して推定を行うことで，

推定結果の信頼性が向上すると考える。 
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6.4 大型振動台における相互作用を考慮した振動特性評価 

6.4.1 実験概要と加振ケース 6-16) 

 Fig. 6-13 に試験体の平面図および立面図を示す。平面図と立面図にはシステム同定に使用

する加速度センサを併せて示す。試験体は，長辺方向 10.8m，短辺方向 6.8m の剛土槽内に設

置され，長辺方向に加振される。建物，杭および地盤の諸元を Table 6-5~Table 6-7 に示す。本

試験体は，3 層 RC 造の純ラーメン構造であり，縮尺は 1/2.5 倍，階高は 1.5~1.6m で建物高さ

は 4.6m である。杭基礎は 6 基のフーチング（1 基に対し 4 本の PC 杭（杭径 150mm）で支持）

と 24 本の杭で構成される。地盤深さは 0.87m，杭先端はピン支承とし，杭頭部のフーチング

と地盤との間には，30mm 程度の隙間がある。 

1FL フーチング上には，鉄骨（S）梁が剛結され，S 梁下端と土槽の間には 35mm の隙間が

設けられ，杭が軸力保持不能となった場合は，S 梁が土槽に着座し，試験体を支持する。本報

では検討対象外とするが，土槽着座後に S 梁を土槽に固定した基礎固定条件での加振実験も

実施されている。基礎固定時の 1 次周期は約 0.1s，試験体の耐力は通常の耐震設計レベルの

約 2 倍に設計されている。その他試験体に関する詳細は，文献 6-16)を参照されたい。 

Table 6-8 に，検討対象とした地盤－建物連成系実験の加振ケース一覧を示す。同表は，内

山波(Uch)20~300%による本加振毎に振幅レベルが大きいほど濃い色として（Uch-300%は白抜

き），最大層間変形角 Rmaxと上部構造の損傷状況，杭の変形角 Dmax（基礎水平変位を杭長さで

除した値）と杭の損傷状況，振動台の最大加速度 6-16)を記載し，あらたに平均変形角 γavgを追

記した。平均変形角は，各加振において，1FL の加速度と頂部加速度を積分して求めた相対

変位を高さで除した値として定義する。上部構造は，全加振を通じて Rmax が最大 1/580rad で

あり，損傷は曲げひび割れ程度と軽微である。一方，杭基礎は，Uch-60%で上部構造とともに

ひび割れが発生するが，その後 Uch-200%時に Dmax が 1/33rad に達し，PC 鋼棒の降伏とコン

クリートの圧壊ひずみに達する。更に Uch-300%では，杭頭が圧壊し軸力保持性能を消失する。

便宜上これらの上部構造および杭の損傷状態が変化する平均変形角を S1~S3 と定義する。な

お，Rmax と γavg の最大値は概ね対応するが，Uch-300%では後者は杭頭圧壊時の変形を含む影

響から差が生じたと考えられる。本報では，Table 6-8 に併記した主加振前後における，いず

れも小振幅レベルのランダム加振（RN，継続時間約 50s）を主な分析対象とするが，これら

本加振（Uch，継続時間約 90s）に応じた振幅依存性も併せて検討する。 
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Fig. 6-13 Configuration of specimen and sensor placement (Upper: plan view, Lower: cross

section view) added some descriptions to the original figure in 6-16) 

 

Table 6-5 Properties of superstructure 6-17) 

Story Height (m) Weight (kN) 1st Natural period (s) Scale 

3 4.6 646 0.1 1/2.5 

 

Table 6-6 Properties of PC pile 6-17) 

Diameter 

 (mm) 

Thick. 

t (mm) 

Sec. Area 

A (mm2) 

Comp. strength  

Fc (N/mm2) 

Effective Prestress 

σce (N/mm2) 

150 25 9817 56 4.0 

  
1

1

1

1

7

7

7

7

2,3,RFL◆ 

◆ 

◆ 

◆ 

Shaking direction 
⇔ 

Soil surface◆ 

◆ 
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Table 6-7 Properties of soil 6-17) 

Soil type 
Thick.  

H (m) 

S-Wave vel.  

VS (m) 

Relative dens.  

Dr (%) 

Mass dens.  

ρ (t/m3) 

Kaketsu sand 0.87 100~130 61.9 1.48 

 

Table 6-8 Excitation list of the shaking table test and damage conditions added some descriptions to 

original table in 6-16) 

Excitation Story drift

angle  

Rmax (rad) 

Damage condition 

of superstructure 

Pile deform-

ation angle 

Dmax (rad) 

Damage condition 

of pile 

Max. acc.

(cm/s2)  

Avg. drift

angle 

γavg (rad) 
No. wave 

1 RN-1 - - - - - - 

2 Uch-10% - - - - - - 

3 Uch-20% 1/9140 No damage 1/2610 No damage 31 1/11590 

4 RN-2 - - - - - - 

5 Uch-60% 1/2270 Crack 1/490 Crack 91 
1/1780 

(S1) 

6 RN-3 - - - - - - 

7 Uch-100% 1/1310 Crack 1/160 Crack 180 1/1480 

8 RN-4 - - - - - - 

9 Uch-200% 1/700 
Flexural crack at grider- 

end base of 1FL column 
1/33 

Yield of PC steel 

bar, compressive 

failure of concrete 

410 
1/690 

(S2) 

10 RN-5 - - - - - - 

11 RN-6 - - - - - - 

12 Uch-300% 1/580 
Flexural crack at grider- 

end base of 1FL column
1/7 

Strength 

deterioration, loss of 

axial load capacity 

680 
1/360 

(S3) 

 

 

    (a) SSI (b) RB (c) FIX 

Fig. 6-14 Real part of normalized mode vector to the 2FL deformation 6-17) 
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6.4.2 同定対象とパラメータの設定 

 Table 6-8 に示した全 12 加振に対し，部分空間法によるシステム同定を実施し，SSI，RB お

よび FIX 系の固有振動数と減衰定数を評価する。同定対象は，1~3 次モードとする。Fig. 

6-14(a)~(c)には，代表で初期の RN-1 を対象に，式(6-25)より算定した各系のモード形状を示

す。なお，式(6-25)では刺激係数の情報が含まれないため，できるだけ各次の形状が比較しや

すいよう，複素固有モードを 2FL 変形の絶対値で基準化した場合の実部を示す。ここで，実

測データでは，種々の要因より想定外のモードが含まれるため，同定結果の安定性を考慮し

て後述のモード次数をやや大きく設定したうえで，モード形状を加振毎に確認し，有効なモ

ードを選択しているものと判断した。 

 部分空間法のパラメータ設定は，各加振とも N = 3000（Δt=0.005s，T = 15s），r = 100 は共

通とし，モデル次数 n と入出力データに用いるフィルターは 6.3 節の検討を踏まえて RN と

Uch の各加振で変更する。RN は，3 次モードまでの解が安定することを確認し，各系のモー

ド次数を，SSI：6，RB・FIX：8（ただし，同定結果が安定性に欠ける場合は 10 を使用）と

し，前者は 35Hz，後者は 55Hz 程度までのローパスフィルターを適用する。Uch は，加振毎

に入出力関係における伝達関数に基づき各次のモードを包絡するよう Fig. 6-7 の要領でバン

ドパスフィルターを設定したうえで，共通で次数 2 とした。等価高さは，設計時の諸元に基

づき設定し，上部構造の損傷が軽微であることから，各加振共通で式(6-26)を用いた（6.3 節

の上部構造は本実験の相似であるため，各次の係数も同じ）。システム同定は，Fig. 6-6 のよ

うに T/3 毎にランニングさせて行う。水平方向について，地盤は Fig. 6-13 に示す土槽端部の

1 点，1FL はフーチング上のセンサ 4 点の平均，2FL~RFL は各 FL 中央 1 点を用い，回転方向

は，1FL のセンサ 4 点用いて①F1 と F3，②F4 と F6 の Z 方向加速度の差分をそれぞれセンサ

間距離で除して①と②を平均して求めた。 
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(a) SSI (b) RB (c) FIX 

Fig. 6-15 Relations of 1st natural frequency or damping ratio and average drift angle (Upper: 

frequency, Lower: damping ratio) 6-17)  

 

Table 6-9 Identification frequencies and damping ratio subjected to RN excitations 6-17) 

RN 

SSI RB FIX 

Freq. (Hz) Damp. ratio (%) Freq. (Hz) Damp. ratio (%) Freq. (Hz) Damp. ratio (%) 

1st 2nd 3rd 1st 2nd 3rd 1st 2nd 3rd 1st 2nd 3rd 1st 2nd 3rd 1st 2nd 3rd 

-1 5.8 16.4 31.3 4.3 3.4 1.0 7.8 28.1 47.7 1.3 1.0 0.9 9.1 28.0 47.8 1.0 1.0 1.0 

-2 5.8 16.3 31.3 4.1 3.6 1.0 7.8 28.0 47.6 1.4 0.8 1.1 9.0 28.0 48.0 1.3 0.8 1.2 

-3 5.6 15.8 30.5 4.1 3.8 1.2 7.5 27.3 46.9 1.7 1.1 1.0 8.7 27.3 47.0 1.4 1.1 1.0 

-4 5.4 15.4 29.7 4.5 3.9 1.5 7.3 26.6 45.5 2.2 1.4 0.8 8.3 26.6 45.8 2.2 1.4 1.3 

-5 4.8 14.0 28.1 5.8 4.7 1.7 6.7 25.2 42.6 3.0 2.3 1.6 7.5 25.2 43.0 3.4 2.3 2.0 

-6 5.0 14.4 28.2 4.8 4.6 1.6 6.7 25.3 44.4 2.9 2.1 1.5 7.5 25.3 45.0 2.9 2.0 1.5 

 

 
(a) SSI (b) RB (c) FIX 

Fig. 6-16 Relations of normalized frequency and damping ratio based on those of 1st mode 

of the SSI system 6-17) 
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(a) 1st mode   (b) 2nd mode (c) 3rd mode 

Fig. 6-17 Comparison of normalized identified natural period and damping ratio to the SSI or 

RB values (Upper: period, Lower: damping ratio) 6-17) 
 

6.4.3 振幅依存性に関する検討 

 3 つの系を対象に振幅依存性に応じた変動を確認する。4.1 節で定義した平均変形角の最大

値を各算定区間について求め，同区間で推定された各振動特性との関係をそれぞれ比較する。

Fig. 6-15(a)~(c)の上段に各系について同定した固有振動数，同図下段には減衰定数と平均変形

角 γavg の関係を，Table 6-8 に記載した杭および上部構造の損傷状態 S1~S3 に対応する平均変

形角▼と併せてそれぞれ示す。各加振の凡例の色分けは Table 6-8 に濃淡を揃え，SSI，RB，

FIX 系とする。主な評価対象は，Fig. 6-4 に示した RN，Uch のスペクトル特性と 6.3 節の検討

結果を踏まえ，双方ともに比較的安定して振動特性が推定可能と判断した 1 次モードとする。

1~3 次とも安定して同定が可能であった RN については，Table 6-9 に各加振時の固有振動数

と減衰定数の全区間平均値を一覧で示し，Fig. 6-15 には，代表で初期および損傷進行直後の

RN-1,3,4,5 における同定結果を実線で示す。RN における高次を含む振動特性の変動は，主に

4.4 節で考察する。 

 Fig. 6-15 上段の 1 次固有振動数に着目すると，全体として SSI，RB，FIX 系の順で固有振

動数が大きくなっている。これは，それぞれ SSI 系は水平および回転，RB 系は回転の相互作

用の影響を含み，FIX 系は上部構造のみの影響が表れたことによる差異と考えられる。振幅

に対する変化については，SSI 系では γavg が 10-4rad 程度を超えると値が漸減し，上部構造お

よび杭の損傷が生じる 5~6×10-4rad（S1）を超えるとより顕著に低下する様子がわかる。一方，

同図(b),(c)の RB，FIX 系では S1 に達するまでは固有振動数は概ね一定に推移し，杭頭が圧壊

する Uch-300%を除けば SSI 系に比べて大振幅時の変動も比較的小さい傾向が認められる。振

幅依存性に差異が生じる要因として，SSI 系では，比較的小振幅から大振幅レベルに至るま
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で，地盤・杭の非線形化に伴う水平剛性の低下による変動が支配的であるのに対し，RB，FIX

系では，上部構造の損傷に伴う変動が支配的であるためと考えられる。ただし，SSI 系では，

Table 6-9 の各 RN の 1 次の結果からもわかるように，初期の固有振動数（5.8Hz）に対して，

Uch による本加振時に大きくその値が低下した場合であっても，本加振後の RN-2~6 では，大

振幅時に比べて固有振動数が回復し，それらの低下率は最大 20%程度に留まる。この固有振

動数の最大低下率は，RB や FIX 系でも概ね同様である。一般に，地盤は歪依存性が大きい材

料とされ 6-3)，大振幅加振時は杭や上部構造の塑性化とともに，大きな地盤の歪が生じた場合

であっても，RN 等の小振幅加振では歪が元に戻り，地盤の剛性が回復する。このため，塑性

化した杭および上部構造の影響が相対的に大きくなり，各系の固有振動数の低下率が 20%程

度に留まったものと考えられる。 

次に Fig. 6-15(a)~(c)下段の減衰定数に着目する。全体として，γavgの増加に応じて，減衰定

数が増加する傾向であり，SSI 系において振幅の増大に伴う 1 次減衰定数の変動が最も大き

い点は固有振動数の傾向に類似する。また，RB，FIX 系とも γavg が S1 を超え S2 に至るにつ

れて減衰定数が増大し，各 Uch 後の RN でも，Uch 経験前に比べて値が増加する傾向が認め

られる（Table 6-9 の各系の 1 次減衰定数も参照）。Table 6-9 の RN-1 と 6 で，いずれも SSI 系

に比べて RB と FIX 系の 1 次の減衰定数が小さい一方で，RN-6 における後者の増加率が大き

いことも踏まえると，SSI 系では，地盤・杭の水平変形に伴うエネルギー吸収の影響が，RB

および FIX 系では上部構造の損傷に伴う塑性化の影響が大きいものと考えられる。なお，RB

系では PC 杭の塑性化による減衰定数への影響が含まれることも考えられるが，RB と FIX 系

の同定結果の差が比較的小さいこと，一般に PC 杭の靭性が小さいことに加え，本試験体はピ

ン支承の短杭であることから，試験体に回転変形が生じた場合は杭の軸剛性の寄与が大きく，

杭のエネルギー吸収に大きく寄与する曲げ変形が比較的小さいものと推察されるため，上部

構造による影響が比較的大きいと判断した。 

 

6.4.4 実建物との相互作用の比較および影響評価 

 RN を対象に，Table 6-9 の RN-1 における SSI 系の 1 次の値を用いて，同表の各系 1~3 次の

固有振動数および減衰定数を基準化し，両者の関係を示すとともに，既往の実建物に関する

評価式 6-5), 6-8)と比較することで高次モードを含む相互作用の影響を検討する。Uch について

は，3.4 節と同様に高次モードの同定精度の低下傾向が認められたため，信頼性が低いと判断

し割愛する。Fig. 6-16(a)~(c)に，各系の基準化固有振動数（横軸）および基準化減衰定数（縦

軸）の関係を示す。各図の色分けは Table 6-9 に準じる。Fig. 6-16(a)SSI 系には，相互作用を含

む場合の各振動特性の評価式である式(6-27)6-5)，式(6-28) 6-8)より求めた結果をそれぞれ

AIJ(2020)，Cruz として併記する。 

 𝑇തଵ ൌ 0.017𝐻,𝑇തଶ ൌ 0.0049𝐻, ℎതଵ ൌ 0.42 𝑇തଵ⁄ ൅ 1.97, ℎതଶ ൌ ℎതଵ (6-27)

 ℎത௡/ℎതଵ ൌ 0.14𝑓௡̅/𝑓ଵ̅ ൅ 0.84 (6-28)
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ここに，𝑇തଵ，𝑇തଶおよびℎതଵ，ℎതଶは相互作用の影響を含む 1 次，2 次の固有周期および減衰定数，

H は建物高さ，𝑓௡̅，ℎത௡は同 n 次の固有振動数および減衰定数である。式(6-27)の評価では，試

験体高さ 4.6m より各値を求め，RN-1 の SSI 系の 1 次の値を用いて同様に基準化した。 

 Fig. 6-16(a)~(c)を見ると，初期の RN-1 では基準化固有振動数 1~3 次に対して，SSI 系の基

準化減衰定数は右下がりの関係，RB と FIX 系では若干右下がりか概ねフラットとなる。各本

加振を経験することで，各部の損傷の進行に伴い，各系の 1~3 次の基準化振動数が低下する

とともに，RB と FIX 系とも全体として減衰定数の 1~3 次が右下がりに分布する傾向が表れ，

SSI 系の分布に類似することがわかる。一方，同図(a)に示した実建物観測に基づく各関係を

見ると，1 次や 2 次の基準化固有振動数は本実験と概ね対応するが，Cruz では基準化減衰定

数は高次になるほど右上がりの傾向を示し，1次と 2次の減衰定数が概ね同等とするAIJ(2020)

はフラットとなっている。両者とも実建物分析に基づく逸散減衰等による相互作用の影響を

含む評価式であるが，AIJ(2020)はそれらの影響が小さい高層建物に関する知見を反映したた

め傾向が異なると考えられる。これに対して，本実験では，初期の小振幅加振においても地

盤の非線形化が生じること，杭の回転変形が伴うことで，SSI，RB 系では 1 次の減衰定数が

FIX 系に比べて大きく表れる一方，土槽内では水平および回転ともに地盤への逸散減衰が小

さいと推察されることから，高次の減衰定数が相対的に小さくなり，両者が右下がりに，こ

れらの相互作用の影響が入らない FIX 系ではフラットになったと考えられる。さらに，大振

幅の加振を経ることで杭および上部構造の損傷に伴うエネルギー吸収による影響が各系の 1

次モードを中心に表れることから，全体として右下がりの傾向になったものと推察される。 

 最後に，3 つの系に分離した場合の相互作用評価への影響を確認する。Fig. 6-17(a)~(c)に，

各 RN 加振時における RB および FIX 系の 1~3 次までの固有周期（同図上段）および減衰定

数（同図下段）について，各加振の SSI または RB 系の 1~3 次モードの同定値で基準化した

場合の各比率と，当該加振までに経験した最大の平均変形角 γex（▼は，Table 6-8 の S1 およ

び S2 に対応）の関係を示す。FIX/RB は回転，RB/SSI は水平，FIX/SSI は双方の影響を表す。

各図上下段の固有周期および減衰定数とも，1 次モードでは 3 者の差異が比較的顕著に認め

られる。1 次固有周期比では，経験した変形角に依らず 3 者の比率が，0.9~0.6 程度であり，

水平および回転方向の相互作用の影響は同程度である。1 次減衰定数比は，変形角に応じて各

比率が変動し，RB/SSI が 0.3~0.5，FIX/SSI が 0.2~0.6 程度に対して，FIX/RB は 0.8~1.1 程度で

あり，水平方向の影響が支配的ではあるが，回転方向でも最大 2 割程度の差がある。また，

①2，3 次の固有周期比および②2 次の減衰定数比は，変形角に依らず，FIX/RB の各値がほぼ

1.0 であり，回転の影響は小さい。RB/SSI では①が 0.6 程度の比率を保つが，②は 0.2~0.5 程

度と，経験した変形角の増加に応じてその比率が大きくなっており，①，②とも水平方向の

影響が支配的ではあるが，②では変形角の増加に伴い，その影響が相対的に小さくなる傾向

が認められる。3 次の減衰定数については，各部の塑性化に伴うエネルギー吸収および逸散減

衰による影響とも比較的小さいことから，3 者の比率の差が小さくなっていると考えられる。

また，Table 6-9 の各系の 3 次の値の差が小さく，6.3 節の検討も踏まえると，刺激関数分布に
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も依るものの，ノイズの影響が相対的に大きく生じることで各加振での比率にばらつきが生

じた可能性が考えられるが，より詳細な評価については今後の課題としたい。 

 

6.4.5 分析結果のまとめ 

 以上の大型振動台実験に対する分析結果について，本検討で新たに得られた知見を中心に

傾向をまとめる。3 つの系の振動特性にはいずれも振幅依存性が認められ，特に SSI 系では，

比較的小振幅から大振幅レベルに至るまで，地盤・杭系の非線形化（歪依存性）の影響が支

配的とみられる固有振動数の低下と減衰定数の増大が生じ，振幅依存性が RB，FIX 系に比べ

て大きい傾向であった。一方，RN 加振時には，SSI 系も含めて Uch による大振幅時に比べて

各値の変動は小さく，小振幅加振では地盤のひずみ依存性の影響に伴う剛性低下が回復する

一方で，塑性化した杭または上部構造の影響が相対的に大きく表れるものと推察される。 

SSI 系において，1 次モードで基準化した固有振動数と減衰定数の関係を検討した結果，既

往の実建物観測による評価式 6-5), 6-8)では，減衰定数が高次モードほど増加するまたはフラッ

トであるのに対して，実験では大振幅加振の経験の有無に依らず高次モードの減衰定数ほど

低下する右下がりの傾向が認められた。RB と FIX 系の同関係では，初期は若干右下がりか概

ねフラットであり大振幅加振を経るほど SSI 系のように比較的明瞭に右下がりとなる傾向と

なった。これらは，特に 1 次減衰定数に対して，水平方向の相互作用に伴う影響が大きく，

加振を経ることで徐々に杭および上部構造の塑性化に伴う変動が各系とも表れた一方で，土

槽内では地盤への逸散減衰が小さいために，3 つの系とも高次の減衰定数が相対的に小さく

なったものと考えられる。 

 3 つの系に分離した場合の相互作用の影響について，経験した平均変形角に応じて各系の

1~3 次モードの SSI および RB 系に対する比率を確認したところ，一般によく行われる回転の

相互作用を考えない場合（RB 系を FIX 系と見なすことに相当）と本報のように 3 つの系に分

離した場合では一部の評価に差が生じた。1 次固有周期比は経験した平均変形角に依らず

FIX/RB が 0.8~0.9 程度の比率となり，RB 系を FIX 系と見なす場合は固有周期を 1~2 割程度

過大評価する結果となる。1 次減衰定数比については，水平方向に比べて回転の影響は小さい

ものの，経験した各変形角に応じて FIX/RB が 0.8~1.1 程度となり，同比率が 1.0 を下回る場

合がある。これより，両者の大小関係が逆転する場合もみられるが，建物の損傷が比較的小

さい範囲において RB 系を FIX 系と見なす場合は，減衰定数を過大評価する可能性を示す結

果である。①2，3 次の固有周期比および②2 次の減衰定数比は，RB と FIX 系でほぼ差がなく

水平方向の相互作用の影響が支配的である。ただし，①は経験した平均変形角に依らずRB/SSI

が 0.6 程度を保つのに対して，②は経験した平均変形角の増加に応じて同比率が 0.2~0.5 程度

まで増加しており，その影響が相対的に小さくなる傾向を得た。3 次の減衰定数比は，各系の

差が小さく各方向の相互作用の影響は小さいと考えられるが，各加振で評価がばらつく要因

については更なる検討が必要である。  
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6.5 まとめ 

 本章では，部分空間法を用いて水平および回転の相互作用を含む SSI 系，同回転を含む RB

系および双方を除いた FIX 系にモード分解する手法を提案した。はじめに，SR モデルの数値

解析と同定結果の比較により，手法の妥当性を検証した。3 つの系の固有振動数および減衰定

数に対し概ね妥当な推定結果が得られ，水平または回転の相互作用が分離可能であること，

それらの対比により各相互作用の影響が推定可能であることを確認した。続いて，地盤―建

物連成系の大型振動台実験 6-16)に同手法を適用し，相互作用が各系の振動特性へ及ぼす影響を

評価した。その結果，当該実験では，水平および回転の相互作用を含む SSI 系に対して，そ

の影響を分離して得られた FIX 系（上部構造）の減衰定数は，1~3%程度であり，先行して分

析を実施した RC 耐震試験体の同定結果と概ね対応した。また，上部構造の損傷は軽微であ

るものの，経験した平均変形角の増加に応じて固有周期，減衰定数が増加（固有振動数は低

下）する傾向も同様に対応する傾向であった。また，SSI 系の振幅依存性については RB，FIX

系に比較して大きくなる傾向，1 次の減衰定数に対して高次の減衰定数の比率が低下しやす

く，逸散減衰の影響が比較的大きい実地盤上の建物と反対の傾向を得た。更に，SSI 系に対し

て RB，FIX 系の各振動特性の比率を取ることで，回転の相互作用を考慮しない場合と本提案

法のように 3 つの系に分離した場合では差異が生じ，回転の相互作用を考慮せずに RB 系を

FIX 系と見なす場合には，建物の 1 次の固有周期および減衰定数を過大に評価する可能性が

あることがわかった。 

検討対象とした大型振動台実験は，その制約等から実建物とは一部の条件が異なり，振動

特性にもその影響が表れている。より相互作用の影響が大きく表れる実地盤上の建物への適

用等に関しては課題が残されており，引き続きこれらの課題を検討する必要がある。 
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7.結論 

7.1 各章の概要 

本研究では，動的解析時における応答安全性の評価精度を向上することを目的に，建築構

造物の耐震設計モデルに用いられる固有周期と減衰定数について，Ｅ－ディフェンスで行わ

れた大型振動台実験の実測データに基づきそれらの振動特性を分析した。はじめに，現行の

設計規準に基づく RC 造および S 造の実大建物を模擬した試験体について，弾性応答範囲か

ら終局状態に至るまでの各振動特性を同定し，上部構造における健全性の変化に伴う各推定

値の変動傾向について評価した。次に一部の RC 造の試験体を対象に，振動台の回転により

生じる振動台と上部構造との相互作用が振動特性に及ぼす影響について検討するとともに，

その影響を補正することで，上部構造の振動特性を推定できることを確認した。最後に，上

記の回転に関する補正法を地盤上の建物における回転応答に応用することで，剛土槽上にお

ける地盤－建物連成系の RC 造の試験体について，水平だけでなく回転方向における相互作

用の影響について推定する方法を提案した。 

本研究の摘要および得られた主な知見を各章ごとに以下に示す。 

 

1 章では，本研究の概要として，研究の背景，研究の目的及び本論文の構成を示した。ここ

では，現行の耐震設計時における動的解析時の固有周期および減衰定数に関する設計基準 7-1)

あるいは慣用値（以下，基準値）を示すとともに，近年の知見より得られた振動特性の評価

式例えば 7-2)~7-4)とそれらを比較した。これらの比較より，現行設計における各振動特性の基準値

は，基礎固定の解析モデルに適用することを想定した地盤，基礎と上部構造の相互作用の影

響を含む場合の振動特性の評価式 7-2), 7-3)と概ね対応することがわかった。一方，近年一般的に

なりつつある，上部構造と相互作用の影響をそれぞれに別々にモデル化する場合（SR モデル

や FEM 等）においては，それらの基準値を上部構造のパラメータに採用することが必ずしも

適切でない可能性があることを併せて確認した。また，こうした現状を踏まえて，上部構造

の振動特性を把握するとともに，相互作用を含む場合の振動特性を対比して分析する方法を

提案することが有効である点を述べた。 

 

2 章では，上部構造の振動特性の分析対象として，Ｅ－ディフェンスに着目し，実測データ

および実験施設としての長所ないし短所を踏まえてその特徴 7-2)~7-8)を整理した。さらに，国外

における大型振動台施設で行われた代表的な振動台実験 7-9)~7-12)を調査し，1 章で示した既往

の研究例えば 7-13), 7-14)において指摘される振幅依存性等について検討した。さらに，Ｅ－ディフ

ェンス実験における実測データとしての特性を考慮したうえで，本論で用いる振動特性の推

定に用いるシステム同定手法 7-13)~7-25)について検討し，その概要を示した。 
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上記の検討から，Ｅ－ディフェンス実験で得られる実測データについては，相互作用の影

響を極力除外したうえで，実建物大の試験体の弾性範囲から終局状態に至るまでの応答を取

得可能であること等が大きな利点の一つであることを確認した。また，前述の国外の振動台

実験の調査結果では，耐震設計で用いられる減衰定数の基準値（RC 造 3%，S 造 2%）は各実

験の値に包絡される範囲であること，振動台上の試験体においても振幅依存性が認められる

ことがわかった。一方で，振動台の規模の制約等から，そのほとんどが縮小あるいは部分的

な試験体の実験に限られており，実大規模の振動台実験に対する知見が不十分であることが

わかった。また，比較的分析結果の信頼の高い時間領域でのシステム同定手法 7-18)として ARX

モデル，部分空間法を選定し，複数のＥ－ディフェンス実験を対象として統一的な手法を用

いた振動特性の分析が強く望まれることを併せて示した。 

 

3 章では，Ｅ－ディフェンスで過去に行われた加振実験のうち RC 造建物を模擬した実大の

試験体（一部縮小を含む）3 体に関するもの 7-26)~7-32)を取り上げて検討を行った。ARX モデル
7-19), 7-20)を用いて各試験体の固有周期や減衰定数などの基本的な振動特性とその変化について，

1 次モードに加え，比較的検討事例の少ない 2 次モードまでを含めて分析した。特に，経験し

た最大変形と振動特性に対する影響に着目した点は本研究の特徴であるといえる。 

その結果，弾性時の 1 次固有周期が 0.2~0.6s 程度の異なる周期特性を持つ試験体において，

1 次減衰定数はそれぞれ 1~10%とややばらつく一方，2 次の減衰定数はそれぞれ 1~3%と概ね

現行設計の基準値と同等あるいはそれ以下の値の含む結果を得た。さらに，耐震設計上は概

ね弾性応答範囲と考えられる振幅レベルの小さい加振を繰り返し受ける場合に，上部構造の

固有周期および減衰定数が漸増する結果を得た。加えて，振幅レベルの大きな加振を繰り返

し経験する毎に，振幅依存性の変動自体にも増大傾向がみられることがわかった。これより，

主要架構の比較的軽微な損傷が，RC や SRC 造の実建物における経年あるいは経時に伴う各

振動特性の振幅依存性による変動傾向 7-13)の一因となりうることを明らかにした。 

一方で，一部の試験体の 1 次減衰定数が大きくなったことについての詳細な分析は，以降

で扱う検討課題とした。また，既往の検討を参考として，振動台と試験体との相互作用 7-6)~7-8)

の観点から，評価対象とした試験体の重量が比較的大きいために振動台の回転が試験体の応

答に影響を及ぼした可能性に言及した。 

 

4 章では，S 造建物を模擬した実大振動台実験 7-33)~7-39)について，3 章の RC 造に対する検討

と同様のアプローチで各試験体の弾性応答範囲から終局状態に至るまで，現行の設計規準に

よる建物の健全性と 1 次，2 次モードの固有周期と減衰定数に関する変化の関係について検

検討した。さらに，RC 造と S 造に関する経験した平均変形角（建物の水平変形を高さで除し

た場合の変形角）に対する振動特性の変化の違いについて分析した。 

その結果，弾性時の 1 次固有周期が 0.6~0.8s 程度の S 造の試験体において，初期の減衰定

数は，1 次が 1~4%程度，2 次が 1~3%程度であり，1 次と 2 次の差は各試験体とも比較的小さ

い傾向が得られた。3 章で示した RC 造および 4 章の S 造の初期減衰定数については，相互作
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用の影響を含む国内外における耐震設計時の推奨値 7-2), 7-3)と概ね同程度かそれ以下の値を含

むものとなっていた。これより，近年の高層建物に関する知見を反映させた上部構造の減衰

定数として提案された減衰定数の参考値 7-4)は一定の合理性を示すものと考えられる。また，

S 造の試験体に関する固有周期および減衰定数の経験した変形角に応じた振幅依存性は，主

要架構が塑性化した場合であっても比較的小さいこと，RC 造のそれに比べて変化が緩慢であ

ることがわかった。これらの傾向は，実建物において 3.11 地震時等で得られた振幅依存性の

変動傾向 7-13), 7-14)の差異と概ね対応する。 

なお，3 章の課題として触れた振動台の回転が上部構造の振動特性に及ぼす影響について，

4 章では，笠井ら 7-8)の提案する回転の補正方法を ARX モデルのシステム同定法に準用する

ことで，各試験体の振動特性へ及ぼす影響を検討している。その結果，S 造試験体の実験にお

いてはその影響が比較的小さいことを併せて確認した。 

 

5 章では，一部の RC 造の試験体 7-28)を対象に，3 章で確認された 1 次の減衰定数が大きい

傾向について，振動台の回転が試験体の振動特性に及ぼす影響 7-6)~7-8)に着目して検討を実施

した。はじめに，質点系モデルを用いた水平 1 方向および水平・回転 2 方向の入力を考慮し

た実験のシミュレーション解析を実施し，さらに振動台の回転の影響を補正した場合の振動

特性の推定方法 7-8)を ARX モデルに準用してシステム同定を行いその影響を分析した。 

その結果，弾性範囲，塑性化以降の双方において，シミュレーション解析では振動台の回

転入力の有無が建物の応答性状に影響を及ぼした可能性が高いことが確認された。特に弾性

範囲においては，回転入力を無視し，水平方向の加振波のみを入力した場合には，振動台に

よる入力が過大評価され，建物応答が実験に比べ大きくなることがわかった。すなわち，実

際には回転入力が生じて得られた応答結果に対して，回転入力がないものとして振動特性を

推定した場合，弾性範囲においては，見かけ上減衰効果を過大に評価するといえる。さらに，

振動台の回転入力を補正したシステム同定法を実験に適用した場合，回転の影響を補正しな

い場合の 1 次減衰定数が 10％以上となっていたのに対して，回転の影響を補正することでそ

れらの値が 3~4%程度まで低下する結果を得た。 

 

6 章では，5 章において振動台の回転が試験体の振動特性に影響を及ぼす点を踏まえて，地

盤，基礎および上部構造の相互作用による影響を受ける連成系の試験体を対象に，水平方向

だけでなく回転方向の相互作用が振動特性に及ぼす影響に着目した検討を実施した。検討対

象は，剛土槽上に立つ RC 造の杭基礎建物の試験体 7-40)とした。ここでは，相互作用の影響を

推定するため，森田による 1 質点系のアプローチ 7-41)を参考に，水平および回転の相互作用を

含む SSI 系，または回転のみの相互作用を考慮する RB 系と上部構造のみを考慮した FIX 系

に分けたそれぞれの多質点系における振動特性を，部分空間法 7-21)~7-24)により同定し，各系を

対比することで相互作用の影響を評価する方法を提案した。 

 その結果，当該実験では，水平および回転の相互作用を含む SSI 系に対して，その影響を

分離して得られた FIX 系（上部構造）の減衰定数は，1~3%程度であり，前章までの RC 耐震
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試験体の同定結果と概ね対応した。また，地盤のひずみ依存性 7-42)の影響が大きい SSI 系の固

有周期および減衰定数の振幅依存性が，水平方向の相互作用を含まない RB，FIX 系に比較し

て大きくなる傾向，各系とも 1 次に対して高次の減衰定数の比率が低下し，一般には逸散減

衰の影響によりそれらの比率が増加 7-43)または同程度 7-4)となる実地盤上の建物とは反する傾

向を確認した。さらに，SSI 系に対して RB，FIX 系の各振動特性の比率を取ることで，回転

の相互作用を考慮しない場合と本提案法のように 3 つの系に分離した場合では差異が生じる

ことがわかった。その影響は 1 次の固有周期と減衰定数で最も大きく，回転の相互作用によ

る影響から，基礎固定時に比べて各値が最大 2 割程度大きくなる結果であった。 
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7.2 本研究で得られた成果 

以上のように，本研究では，Ｅ－ディフェンスで行われた大型振動台実験 7-26)~7-40)に基づき，

上部構造の弾性応答範囲から終局状態に至るまでの固有周期と減衰定数を同定し，その変動

傾向を分析した。また，水平および回転方向の相互作用を含む場合にそれらが建築構造物の

振動特性に及ぼす影響について，ARX モデル 7-13)~7-20)および部分空間法 7-21)~7-24)を用いて評価

した。 

これら 1 章から 6 章の知見に基づき得られた本研究の結論を以下に示す。 

 

3 章および 4 章では，RC 造および S 造の耐震建物試験体 7-26)~7-39)に対して ARX モデルを用

いて振動特性を分析した。その結果，各試験体の 1 次と 2 次の初期の減衰定数は，RC 造でそ

れぞれ 1~10%（ただし，後述の振動台の回転による補正を考えた場合は 1~4%）および 1~3%

程度，S 造でそれぞれ 1~4%および 2~3%程度であった。これらは，後述の変形の増大に応じ

た振幅依存性や相互作用の影響に伴う値の増減を極力排除した場合の評価結果であり，実建

物の観測記録から推定された上部構造として減衰定数の妥当性に資するデータである。 

以上を踏まえると，耐震設計時の初期減衰定数として，基礎固定モデルにおいて現行耐震

設計の減衰定数の慣用値である RC 造 3%，S 造 2%を使用することは必ずしも否定されない

ものの，慣用値を一律に用いる場合に応答を過少評価する場合があるといえる。耐震安全性

評価の観点では，高層建物においては，高さ方向に応じて相互作用の影響を考慮した場合の

減衰定数の評価式（時刻歴応答解析が必要となる 60m 以上の建物では RC，S 造とも 1.5%）
7-2)を用いる，あるいは文献 7-4)において，相互作用の影響および振幅依存性等のばらつきを

踏まえて提案された減衰定数の参考値（安全側確率50~70%に対して，それぞれRC造2%~1.5%，

S 造 1.5~1%）を用いることは一定の合理性を示すものと考えられる。 

固有周期と減衰定数の振幅依存性に関する検討から，RC 造ではそれらの値が比較的小振幅

の加振を経験した場合でも漸増し，かつ大振幅加振を経験することで，各値が段階的あるい

は比例的に大きく増加する傾向であった。これに対して，S 造の変化は大振幅加振（最大平均

変形角が 1/100 rad 程度に達する）で主要架構が塑性化した場合であっても比較的緩慢な変化

に留まっていた。また，当該変形に達するまでに振幅の増加に応じて減衰定数が低下する傾

向も確認された。 

RC 造の振幅依存性の変化については，軽微な損傷の蓄積，各部の降伏等に伴う塑性化が各

パラメータの変化に比較的大きく影響しているものと考えられる。これらの各試験体の振幅

依存性の特徴は，RC 造または S 造の実建物で得られた経年あるいは 3.11 地震等での経時的

な振動特性の変動傾向 7-13), 7-14)の違いと調和的であった。経年変化については，代表的なもの

として①建物重量の変化 7-15)，②コンクリートの乾燥収縮ひびわれに伴う剛性低下 7-16)，③小

振幅加振を繰り返し受けることによる非構造部材の固定度等の変化に伴う剛性の低下 7-17)に

よる影響が指摘されている。このうち①と②については，固有周期の変動が頭打ちすること

も指摘されており，①は S 造の場合も共通する要因である。③は主として非構造部材等の影
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響が指摘されており，最大変形の更新の有無が剛性低下の変動に寄与したとされる。これに

対して，本論で得られた RC 造の振動特性の変動は，実建物においてもコンクリート部材の

微小な損傷の蓄積が主な変動要因であった可能性，かつ同程度の変形に達することで振動特

性が都度変動することを示唆するものと考える。ただし，小変形に伴う損傷が無限に生じる

ことは考にくいことから，最大変形を経験した回数等に応じて変動が頭打ちする可能性があ

る点は留意が必要である。 

 

5章では，振動台と試験体の相互作用7-6)~7-8)に伴う振動台の回転入力が試験体の振動特性に

及ぼす影響を検討し，Ｅ―ディフェンスの最大積載重量1200t7-44)に対して6割程度の比較的重

量が大きいRC造試験体7-28)で，その影響が顕著に認められた。実験のシミュレーション解析に

よると，水平方向の入力に加えて回転方向の入力を伴うことで，弾性範囲および塑性化以降

の双方ともに影響が生じた。前者では，水平方向単独に入力した場合に比べて上部構造の応

答が小さく，後者では応答が大きくなるよう作用しており，水平方向の入力を考慮するだけ

では建物応答の再現精度が低下することを示した。 

上記の影響を受けたRC造試験体の振動特性について，回転（ロッキング）入力の影響を補

正したシステム同定7-8)をARXモデルに準用することで，概ね適切に上部構造が有する減衰定

数を推定できることを示した。特に，弾性範囲にもかかわらず1次減衰定数が10%を超えてい

た分析結果が，回転を補正することでその値が3~4%となり，各評価式7-2)~7-4)と概ね対応する結

果となった。これは回転入力を考慮することの重要性を示すものである。 

6 章では，地盤，基礎および上部構造の連成系実験に対して，①水平方向および回転方向の

双方あるいは②回転の相互作用のみを含む場合と③上部構造（基礎固定）の振動特性を分離

可能な振動特性の推定方法を提案・適用した。③の減衰定数は，1~3%程度であり，平均変形

角とともにやや増加する傾向が得られた。前章までの RC 造の各試験体の同定結果と概ね対

応していることから，提案手法により有効に上部構造としての振動特性を同定できたと考え

られる。また，①~③をそれぞれ対比した結果，①では水平方向の相互作用を含むことで固有

周期および減衰定数の振幅依存性が②や③に比べて大きくなることがわかった。これは，地

盤のひずみ依存性 7-42)の影響と考えられる。一方，①~③ともに 1 次に対して高次の減衰定数

の比率が低下する傾向，2 次や 3 次では 3 者の差が比較的小さい傾向を確認した。これより，

実建物における 1 次に対する高次モードの減衰定数の増減傾向が文献 7-43)と 7-4)で異なる点

については，相互作用に伴う逸散減衰の多寡に起因すると推察される。 

経験した変形角に応じた①に対する③の 1 次固有周期および減衰定数の比率は，4~8 割程

度小さくなる結果が得られた。さらに，②と③において弾性範囲で 2 割程の差があり，③/②

の比率が小さくなった。一方で，上部構造の塑性化が進むと両者の比率は 1.0 から 1.1 程度と

なった。これより，実際には回転の相互作用を含む場合の振動特性に対してその影響を無視

して上部構造の振動特性とみなす場合には，同部の固有周期や減衰定数を過大に評価する可

能性があること，その影響は建物が経験した振幅レベルや周期特性の変化に応じて変動する

可能性があることを明らかにした。 
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以上より，特に回転の相互作用の影響という観点では，弾性範囲においては，その影響を

無視したモデル化を行う場合に建物応答を過小評価する可能性を示す一方で，建物が塑性化

以降は反対の作用を示すことも考えられる。したがって，耐震設計モデルにおいて相互作用

の影響を取り入れる場合には，SR モデルや地盤 FEM モデルとして相互作用の影響を切り分

けて適切に考慮することが望ましいといえる。 

 

  



－154－大型振動台実験に基づく建築構造物の振動特性評価法に関する研究 
 

 
 

7.3 今後の課題 

上述のとおり，3 章および 4 章で示した RC 造および S 造の試験体で得られた固有周期お

よび減衰定数の推定値およびその変動傾向より，これまで実建物の地震観測に基づき提案さ

れた耐震設計時の各パラメータの評価式 7-2)~7-4)の妥当性に資する基礎資料が得られた。一方，

現状では，以下の課題があるものと考えられる。 

 検討対象とした試験体は，RC 造および S 造ともに 3 体であり，標本数としては，実建物

の実測データベース等 7-4)と比べて数が限られている。また，実験条件等の制約から，試

験体の規模や形状とも比較的単純なものに留まる。 

 本研究で評価した RC 造，S 造の各試験体の固有周期および減衰定数は，主要架構の塑性

化の影響に加えて，非構造部材の影響を含む試験体が含まれるが，その影響の程度につ

いて詳細な検討は未実施である。後述の相互作用の影響に加えて，これらの影響につい

ても，各振動特性に及ぼす影響を定量的に検討する必要があると考えられる。 

 本研究で評価した試験体は，いずれも徐々に振幅レベルを大きくした加振を受けている

が，実際には竣工直後に大地震動に見舞われる建物があることも想定される。この時，同

様の建物であっても，過去に経験した振幅レベルに応じて，振幅依存性やそれに伴う建

物応答には差異が生じる可能性がある 7-45)。このため，経時/経年変化を踏まえた耐震性

評価については，損傷が起きた部位の推定等の詳細評価，あるいは各変化等がないと仮

定した場合の応答解析において設計クライテリアに対する余裕度が非常に小さい場合等

は，何らかの配慮が必要と考えられる。一方で，経時/経年変化を全ての建物で把握する

ことは困難なこと踏まえると，物性のばらつきを踏まえた感度解析を行うなどが現実的

な方策と考えられるが，今後の検討課題としたい。 

 経験した変形角に応じて，各試験体の振動特性の変動を評価した一方で，得られた振動

特性を耐震設計モデルの骨格曲線に適用，モデル化する方法については議論できていな

い。また，塑性化後の履歴特性の違いが振動特性に及ぼす影響については未検討である。

塑性化後の履歴特性については，例えば RC 造においては，スリップ型や最大点指向とい

った各種の履歴モデルが提案されている。そのため，各試験体における履歴特性の違い

に応じた固有周期や減衰定数の変動を回帰式等で示していくとともに，それらを考慮可

能な履歴モデルについても併せて検討していくことが重要と考えられる。 

耐震設計や動的解析時のモデルは，比較的簡易な質点系から詳細な有限要素法によるもの

までその目的に応じてモデル化方法はさまざまである。実建物の耐震性評価精度の向上には，

以上に挙げた非構造部材，上部構造の塑性化，後述の相互作用の影響をより定量的に把握し，

それらの影響程度と解析方法に応じた精度や誤差の違いを踏まえて周期・減衰特性のモデル

化方法についての議論が必要である。 
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さらに，5 章および 6 章で対象とした振動台，あるいは基礎，地盤と上部構造との相互作用

が及ぼす影響について，その影響の一端を示した。しかしながら，これらについても以下に

示す課題が残されている。 

 振動台の回転入力の影響は，弾性範囲と塑性化以降でその影響の表れ方が異なっていた。

建物条件を変えた場合の実験の分析や解析的検討を行い，回転の影響の多寡や振動特性

の補正方法等についてより多くの検証が必要である。 

 地盤－建物連成系実験においては，入力の相互作用がほとんどなく，かつ実地盤上の杭

基礎が有する杭周面あるいは杭先端の地盤抵抗から生じるエネルギーの逸散を考慮した

場合と異なる振動特性が生じた可能性が高い。 

以上より，本研究は，Ｅ－ディフェンスで実施された大型振動台実験のみを検討対象とし

ており，当該振動台実験の目的や実験条件の制約から，実建物に比べて建物形状や規模に関

する条件設定等が限定的された場合の知見となっている。その一例として回転（ロッキング）

の影響が出やすい建物条件等を明らかにするため，相互作用の影響が大きい基礎埋め込みの

大きい建物，実地盤上の各種建物等に対して検討対象を広げ相互作用の影響を評価し，分析

結果の信頼性を高めていく必要がある。さらに，それらの検証を踏まえて，解析コード上や

解析条件の制約等から，相互作用の影響を切り分けてモデル化できない場合（基礎固定モデ

ルを用いることが必要等）においても安全率を担保する方策等を検討していくことが重要と

考えられる。これらについては，今後の課題としたい。  
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